


さる2月17日、「社会保障・税一体改革大綱」が閣議決定され、3月30日には消費税法等の一部改正法案

が国会に提出された。今回の改革は、社会保障・税一体改革と銘打ってはいるものの、引上げ予定の消

費税率5%のうち、社会保障の充実に充てられるのは1%程度であり、残り4%は従来からの財源不足分な

どに充てられることからして、その実態は財政再建に重点があることは明らかである。しかし、累増す

る赤字国債を抱えるわが国の場合、そもそも過去の赤字国債の使途が何であったのかという問題はさて

おくとして、社会保障給付に必要な財源を現在の世代が応分に負担することは、世代間の公平及び社会

保障制度の持続可能性の観点からも必要なことである。

ただ、その際に検討されなければならないのは、財源を何に求めるのかである。税か社会保険料か、

さらに、前者については消費税に代表される間接税か、所得税・法人税に代表される直接税か、後者に

ついては事業主負担分か、労働者負担分かという問題である。これは、財源の問題にとどまらず、普遍

性を有するか否かといった給付の性格を規定する作業でもある。しかし、社会保障・税一体改革におい

ては、そのような負担と給付の理論化が行われた痕跡はない。

では、本特集で取り上げた主要先進国はどうであろうか。わが国と同じくビスマルク型の社会保険制

度を基本とするドイツ、フランスにあっては、従来の社会保険料中心主義を脱却し、税への依存を高め

る傾向にあるが、その際、社会保険料と税の負担領域を理論的に整理しようとする努力が行われている。

ドイツでは、本来は税によって賄われるべきであるにもかかわらず社会保険料によって賄われている

「誤った財源調達」を是正するための理論的検討がなされ、そのための改正も行われつつある。フランス

でも、拠出との間に明確な相関関係が認められる給付は保険料により賄われるのが適当だが、そうでな

い給付は「国民連帯に属する給付」として税財源を充てることが望ましいとされ、社会保障目的税であ

る一般社会拠出金（CSG）による社会保障財源の「租税化」が進んでいる。

両国に共通するのは、グローバル化による社会経済の急変や非正規労働者の増大・所得格差の拡大に

よって、正規労働者を前提としてきた社会保険制度の限界が明らかとなり、これを補うために税財源を

投入せざるを得なくなったということであろう。そして、その状況はわが国にも当てはまる。さらに両

国では、税財源を投入して事業主の社会保険料負担を軽減する政策がとられているが、これは、企業の

競争力の低下による国内雇用の減少、社会保険料の減収、社会保険財政のさらなる悪化という負のスパ

イラルを防止するための国家的選択である。

他方、世界に先駆けて普遍的所得保障を提唱したベヴァリッジ・モデルの国イギリスでは、稼働年齢

人口の4人に1人が就労していないなど、モデルの前提にあった個人の自助努力に多くを期待し得ない状

況に陥っている。このため、社会保険よりも社会扶助に税財源を投入し、社会保険と社会扶助・私的保

険・税制との「混合化」が進んでいる。その背景には、所得格差の拡大など独仏と共通する社会経済状

況の変化を指摘することができよう。
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「高福祉高負担」の福祉国家を代表するスウェーデンでは、現金給付は国、保健・医療サービスは広域

自治体、福祉サービスは基礎自治体という明確な役割分担があり、社会保障財源については給付と負担

の合理的な関係が常に問題とされてきたようである。そういった中で、社会保険については事業主が8割

を負担するという現状は、事業主負担を軽減しようとしているドイツ・フランスの対極にあり興味深い。

企業の国際競争力の強化策は、別途行われているということなのだろうか。また、税とは言いながらも、

課税権が保障され、均衡予算の原則の下で所得に一律に課税される基礎自治体の所得税は、対価性を広

義にとらえれば、社会保険料と近似的であるようにもみえる。

「小さな政府」を代表するアメリカでは、低い高齢化率（2009年現在13.0％）にもかかわらず、州政府

のみならず、連邦政府も社会保障のために「大きな支出」を強いられる実態が明らかとなっている。連

邦予算に占めるメディケアとメディケイドの支出はすでに2割を超えており、これに無保険者の解消を目

指した2010年の医療制度改革法による支出増が加われば、社会保障の財源問題がより政治問題化するの

は必至であろう。

本特集によって、いずれの国も、社会保障制度のあり方は異なっていても、社会保障の財源確保に腐

心していることが明らかとなった。高齢化や経済のグローバル化による所得格差の拡大といった状況に

対処するためには、税か社会保険料かといった単純な二分法的思考には限界があり、給付との関係にお

いて負担の合理性をいかに見出すかが鍵となっているようである。世界一の高齢国として他国より厳し

い状況に直面しているわが国が、これらの国々から学ぶべきことは少なくないはずである。

（江口隆裕 筑波大学教授）

－3－



高齢化の進展などに伴い増加する社会保障の費

用をどのように負担していくかは、ドイツにおい

ても避けて通ることができない課題となっている。

このため、社会保障分野における近年の改革では、

特に年金保険や医療保険などの社会保険に関して、

支出の増加を抑制するための対策だけでなく、財

源の見直しも進められている。本稿においては、

ドイツにおける社会保障財源の見直しについて検

討を加えることにより、その基本的な考え方、必

要性および効果などについて考察する。

社会保障財源の見直しについて検討を進める前

提として、まず、ドイツにおける社会保障財源の

状況を他のEU加盟国との比較の視点から確認す

る。

EU統計局（StatisticalOfficeoftheEuropean

Union（Eurostat））は、加盟国での社会保護1）に

関する給付およびその財政を比較可能なものとする

ため、欧州統合社会保護統計（EuropeanSystem

ofintegratedSocialProtectionStatistics（ESSPROS））

において、加盟各国の社会保護のための支出およ

び収入の把握を行っている2）。

ESSPROSにおいて、社会保護収入（social

protectionreceipts）は、一般政府負担（general

governmentcontributions）、社会保険料およびそ

の他の収入から構成されている。さらに、社会保

険料には、事業主により負担される社会保険料の

ほかに、被用者、自営業者などの被保険者により

負担される社会保険料がある。ドイツでは、社会
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■要約

ドイツにおいては、人口高齢化などに伴う社会保障費用の増加に対応して、財源の見直しが進められている。本

稿では、このような財源見直しに関する政策的および理論的な取組みについて検討を行い、次のことを明らかにした。

近年、社会保険料の上昇がドイツ企業の国際競争力を弱め、国内雇用の悪化につながることが強く懸念されてい

る。このため、社会保険料を抑制する観点から社会保険により多くの税財源が投入されるようになっている。これ

と並行して、財源区分の理論的な考え方が示され、「保険になじまない」という視点を導入することにより、税財源

により賄われるべき具体的な給付等の範囲、投入されるべき国庫補助の額が明らかにされている。

増加する費用の負担について理解と納得を得るためには、各国の制度の特性に応じた財源の在り方を理論的に示

すことが必要と考えられる。ドイツにおける試みは、そのための方法として示唆に富んだものである。
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保護収入に占める各財源の割合は、2008年にお

いて、社会保険料が63.1%と最も高く、一般政府

負担（公費負担）が35.0%、その他が1.9%となっ

ている（表1）。さらに、社会保険料を事業主に

より負担される社会保険料と被保険者により負担

される社会保険料に区分した場合には、社会保護

収入に占める割合は、前者が34.9%、後者が28.2%

となっている。これを他のEU加盟国と比べてみ

ると、事業主により負担される社会保険料の割合

はEU加盟国の中で中程度であるが、被保険者に

より負担される社会保険料の割合は相対的に高く、

公費負担の割合は相対的に低い。

これらの割合が2001年から2008年の間にどの

ように変化したかをみると、公費負担の割合が

32.4%から35.0%に上昇する一方で、社会保険料

の割合は65.4%から63.1%へと低下している。さ

らに、社会保険料の内訳をみると、事業主により

負担される社会保険料では社会保護収入に占める

割合が37.8%から34.9%に低下しているのに対し

て、被保険者により負担される社会保険料ではそ

の割合が27.6%から28.2%に上昇している。つま

り、この期間においては、公費負担および被保険

者により負担される社会保険料の割合が高まる一

方で、事業主により負担される社会保険料の割合

が低下している。社会保護収入の財源が社会保険

料から公費負担へとシフトする動きはEU全体で

も見られるが、ドイツの場合には社会保険料のな

かでも被保険者により負担されるものの割合が上

昇していることに特徴がある。

このような財源構成の変化をもたらした要因と

して考えられるのは、社会保険において、その財

源としての公費負担ならびに事業主および被保険

者により負担される社会保険料の構成割合が変化

したことである。もう一つの要因として考えられ

るのは、児童手当や社会扶助など公的主体（連邦、

州および地方自治体）による給付の費用が社会保

護支出に占める割合が変化したことである。実際

に、ドイツ連邦労働・社会省が発表している社会

保障財政に関する統計である社会予算によれば、

既存制度の拡充と新たな給付制度の導入により、

公的主体の支出による援護・扶助制度（F・rder-

undF・rsorgesystem）3）のための費用が社会予算に

占める割合は、2000年の15.4%から2008年の18.6%

へと大きく増加している4）。

さらに、社会保障財源の構成割合の変化を長期

的にみると、1960年代半ば以降においては税か

ら保険料にシフトする傾向がみられたが、1990

年代の初めに転換が生じ、それ以降は逆に保険料

から税にシフトする傾向がみられる5）。1980年代

の終わりから行われてきた社会保障制度の構造的

な改革において、ドイツ企業の国際競争力を維持

する観点から社会保険料、なかでも事業主により

負担される社会保険料の維持・軽減が重要な政策

目標の一つとされてきたことが、このような変化

の背景として重要である。
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表1 社会保護収入の財源構成

国
一般政府負担

社会保険料
その他

計 事業主 被保険者

2001年 2008年 2001年 2008年 2001年 2008年 2001年 2008年 2001年 2008年

ドイツ 32.4 35.0 65.4 63.1 37.8 34.9 27.6 28.2 2.2 1.9

EU 35.9 38.2 60.4 57.5 38.8 37.1 21.6 20.4 3.6 4.3

出典：Eurostat(onlinedatacode:sprrecsumt)を基に筆者作成。

単位：%



社会保険はドイツの社会保障において中心的な

役割を担っている。社会保険の支出は社会予算に

おける支出の6割に上っており、財政的にも中心

的な地位を占めている。そこで、以下においては、

社会保険における財源についてより詳細な検討を

行うこととする。

社会保険の仕組みには国によるさまざまな違い

がみられる。そのなかで、ドイツの社会保険は、

日本と共通する次のような特徴を備えている。す

なわち、ドイツの社会保険（以下単に「社会保険」

という。）においては、加入義務が設けられ、賦

課方式の財政システムが採用され、財政は通常の

公的支出に関する財政から独立し、被保険者は保

険料を支払うことにより給付請求権を得ることが

できる。

社会保険は二つの基本的に異なる類型のシステ

ムが組み合わされた混合的なシステムとなってい

る。その一つは、保険料の支払いを通じた事前の

貢献と一定のリスクが生じた場合に行われる給付

との間に密接な関係が存在する「保険システム

（Versicherungssystem）」である。もう一つは、給

付が事前の貢献にかかわりなく行われる「税・移

転システム（Steuer-Transfer-System）」である。

社会保険においては、大部分の支出が被保険者、

事業主、賃金代替給付の給付主体（例:失業保険

の保険者である連邦雇用エージェンシー

（Bundesagenturf・rArbeit））などによって負担さ

れる社会保険料収入により賄われているが、社会

保険料収入を補完するために国庫補助が併せて行

われている。国庫補助の目的は、社会保険の保険

者に生じる特定の支出をカバーすることや自らが

創設した強制保険に対する国としての責任を果た

すことにあるとされる（vonMaydell1998:130）。

支払った保険料と受けられる給付との関係がど

の程度に密接なものであるかは、社会保険の種類

によって異なっている。年金保険のように現金給

付が中心となっている社会保険では、支払った保

険料の額と受けられる給付の額との密接な関係が

最も明確に存在している。すなわち、各被保険者

が受けられる年金の額は、基本的に、それぞれの

者が支払った保険料に応じたものとなっている6）。

これに対して、第一義的には現物給付が行われ

る社会保険では、保険料を支払うことは給付を受

けるための条件となっているが、給付の水準は支

払った保険料に応じたものとはなっていない。た

とえば、医療保険における給付は、医学的に確定

され、法律の規定により対象範囲が定められたニー

ズに応じたものとなっている。また、医療保険に

おける保険料の額は、各被保険者のリスクの状態

や選択した給付の水準ではなく、専ら保険料算定

対象収入（賃金など）の額に応じたものとなって

いる。

ドイツにおいては、社会保険料の支払いと社会

保険の給付との間に密接な関係が存在することが、

社会保険料を支払うことへの抵抗感が税に比べて

小さい傾向にあることの理由としてあげられてい

る（vonMaydell,1998:130）。この点は、社会

保険料や税の負担を逃れるために闇の経済活動が

拡大する傾向にある場合には特に重要な意味を持っ

ている。ただし、社会保険料を支払うことへの人々

のポジティブな姿勢は、保険料と給付との関係が

重視される場合にのみ維持されるものであり、社

会保険が本来対象とすべきリスクとは無関係の使

命を負わされる場合には、これを維持することは

難しくなると考えられている。

ドイツにおいては、社会保険の導入に関する議

論が開始されてから今日に至るまで、その財政の

在り方は社会保険を巡る議論の中心的なテーマと

なっている。社会保険における財政需要をいかな

る財源により満たすべきであるか、すなわち、そ

れを支払うことにより反対給付を受けることがで
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きる保険料と反対給付に対する請求権には結びつ

かない税のいずれによるかは、この議論において

取り扱われる最も重要な検討課題の一つとなって

いる。

現状において、社会保険の財源としての社会保険

料と税の構成割合には、社会保険の種類による大き

な違いがみられる。すなわち、2010年において社会保

険の収入に占める国庫補助の割合は、年金保険

（鉱夫年金（KanppschaftlicheRentenversicherung）

を除く）では24.1%、失業保険では21.3%、医療

保険では8.9% となっているのに対して（表2）、

介護保険では国庫補助は行われていない。

また、財源としての社会保険料と税の組み合わ

せ方は、同じ種類の社会保険においても時代とと

もに変化してきた。1889年に創設された障害・

老齢保険（Invalidit・ts-undAltersversicherung）

において、各年金受給者に支払われる年金は一律

の基礎額（Sockelbetrag）と保険料額に応じて段

階の付けられた金額とから構成されていた。この

うち基礎額は税を財源とする国庫補助により賄わ

れた。このことは障害・老齢保険に先立って実施

された医療保険や労災保険において税を財源とす

る国庫補助が導入されなかったのとは大きく異な

る点である。これによって、年金保険においては、

保険料額およびその算定基礎となる賃金額と、受

給することができる年金額との関連性が弱められ

る一方で、被保険者間での所得再分配効果が高め

られた。このような老齢保障の仕組みは、西独に

おいては第二次世界大戦後の1957年に現在の所

得比例年金が導入されるまで続いた。それ以降に

おいては、年金保険に対する国庫補助はそれまで

のように年金給付の特定部分の費用を負担するため

のものではなく、年金財政全体への補助となった。

これに対して、医療保険は長年にわたり保険料のみ

で運営され、農業疾病金庫（Landwirtschaftliche

Krankenkasse）7）の場合を除いて、つい最近に至る

まで医療保険に対する国庫補助は行われてこなかっ

た。

－7－

ドイツにおける社会保障財源の見直し

表2 年金・医療・失業保険に対する連邦補助の推移

年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

年金保険（注1）

収入総額（a） 215.5 223.9 224.7 224.2 235.9 231.3 237.4 239.3 244.7

連邦補助（b） 49.3 53.9 54.4 54.8 54.9 55.9 56.4 57.3 59.0

割合（b/a） 22.9% 24.1% 24.2% 24.4% 23.3% 24.2% 23.8% 23.9% 24.1%

医療保険

収入総額（a） 139.7 141.1 144.3 145.7 149.9 156.1 162.5 172.2 175.6

連邦補助（b）（注2） 0 0 1.0 2.5 4.2 2.5 2.5 7.2 15.7

割合（b/a） 0.0% 0.0% 0.7% 1.7% 2.8% 1.6% 1.5% 4.2% 8.9%

失業保険（注3）

収入総額（a） 50.9 50.6 50.3 52.7 55.4 42.8 38.3 34.3 37.1

連邦負担（b） 5.6 6.2 4.2 0.4 0.1 6.5 7.6 7.8 7.9

割合（b/a） 11.0% 12.3% 8.3% 0.8% 0.2% 15.2% 19.8% 22.7% 21.3%

（注1）鉱夫年金を除く。
（注2）保険になじまない給付に対する連邦補助（社会法典第5編第221条）の額。
（注3）失業保険の保険者である連邦雇用エージェンシーの収入及び連邦の負担額。
出典：年金保険に関してはDRV（2011）、医療保険に関してはBMG（2011）、失業保険に関しては連邦雇用エージェ

ンシーによる各年の決算結果を基に筆者作成。

単位：10億ユーロ



（1）「誤った財源調達」の考え方

財源についてのあるべき姿と現状とを比較する

ことにより、両者の間の乖離を是正するために財

源に見直しを加える必要があるのか、あるとすれ

ば、どの程度の変更が必要なのかが明らかになる。

このような乖離はドイツにおいて「誤った財源調

達（Fehlfinanzierung）」と呼ばれている。「誤った

財源調達」が生じる理由は、社会保険において、

その目的に照らして本来は税により賄われるべき

支出であるにもかかわらず、実際には社会保険料

により賄われている支出が存在することにある。

「誤った財源調達」に関する議論の基礎には次

のような考え方が存在する（SVR,2005:346）。

連帯原則に基づき、リスクとは無関係に保険料を

徴収し、高いリスクを有する被保険者と低いリス

クを有する被保険者との間の調整を行うことは、

社会保険の重要な特徴である。たとえば、医療保

険においては疾病のリスクが高い被保険者と疾病

のリスクの低い被保険者との間で、年金保険にお

いては寿命の長い被保険者と短い被保険者との間

での調整が行われている。したがって、高いリス

クを有する被保険者と低いリスクを有する被保険

者との間の調整に役立たないまたは保険の目的に

適合しない給付および再分配は「保険になじまな

い（versicherungsfremd）」とされる8）。「保険にな

じまない給付」と「保険になじまない再分配」を

合わせたものが社会保険における「保険になじま

ない要素（VersicherungsfremdesElement）」とさ

れる。

社会保険に存在する「保険になじまない要素」

は、本来は社会保険ではなく公的主体が果たすべ

き一般的な責務に対応したものと考えられる。し

たがって、それに対応した社会保険の支出は、社

会保険料ではなく、公的主体の財政により、つま

り税により負担されるべきであるとされる。

被保険者間での所得再分配を行うことは、決し

て社会保険における連帯原則の本来的な構成要素

ではなく、社会全体の責務に属するものであると

されている。もし、所得再分配を目的とした支出

が労働報酬に賦課される社会保険料で賄われる場

合には、次のようなネガティブな結果がもたらさ

れると考えられている（Schm・hl,2009:7-9）。

①すべての納税者ではなく、社会保険の被保険

者に該当する者だけが、所得再分配のための費用

を負担することになる。たとえば、官吏（Beamte）

は社会保険への加入義務がなく、また、医療保険

や介護保険では、被用者であってもその労働報酬

が限度額9）を超える者は、加入義務がなく、この

所得再分配には参加しない。さらに、社会保険料

は、資産所得などを含む所得全般ではなく、専ら

労働報酬にのみ賦課されている。労働報酬のうち

保険料算定限度額10）を超える部分には社会保険

料が課されない。これらは、所得再分配の基準と

しての「負担能力」についての一般的に支持され

る考え方に反している。

②他の事情が一定であるならば、事業主が負担

する社会保険料が増加することを通じて賃金コス

トが増加する。このため、事業主は、コストの増

加した労働に替えてより多くの資本を生産のため

に投入しようとする。この結果として、雇用が減

少することにより社会保険料収入が減少し、それ

を通じて社会保険財政が悪化する。これに対して、

給付の削減ではなく、保険料率の引上げが行われ

れば、そのことがまた賃金コストの増加につなが

ることになり、悪循環に陥る。

③社会保険料の支払いと給付との関連性を弱め

ることになり、被用者の目には、社会保険料を支

払うことへの見返りが少なくなり、社会保険料が

税のような性格を強めると映ることになる。この

ことは保険料負担を伴う労働の供給にネガティブ

な影響を及ぼす可能性がある。なぜならば、被用
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者が社会保険料の支払いにより手取賃金が減少す

ることをどのように評価し、それに基づきどのよ

うな行動をとるかは、被用者が社会保険料の支払

いによりそれにふさわしい給付を受けられると認

識するかどうかによって左右されるからである。

（2）「誤った財源調達」の規模

表3は、「誤った財源調達」の規模に関する代

表的な算定結果をまとめたものである。これらの

結果によれば、社会保険において「誤った財源調

達」を取り除くことができれば、社会保険料率

（2003年では42%）11）を7～ 9%ポイント程度引き

下げることが可能となる（Schm・hl,2007:71）。

これらの算定では、社会保険において税で賄わ

れるべき支出の具体的な範囲について大きな見解

の相違はみられない（Schm・hl,2007:69）。た

だし、年金保険における遺族年金のための支出や

旧西独地域から旧東独地域への移転支出のような

特定の支出に関しては、それを税で賄うべき支出

とするかどうか、また、どの程度を税で賄うべき

支出とするかについて意見の対立がある12）。

これらのうち、連邦政府の「経済発展の評価に

関する専門家委員会（Sachverst・ndigenratzur

BegutachtungzurGesamtwirtschaftlichenEntwicklung

以下、「専門家委員会」という。）」が2005年に公

表した算定結果よれば、社会保険における「保険

になじまない要素」に係る金額は、2003年で1,300

億ユーロ程度に上っている（SRV,2005:377）。

この金額は、同年における社会保険の給付費支出

（4,460億ユーロ）の29%に相当する。一方、連邦

による負担は600億ユーロ強であり、その差額の

650～700億ユーロ程度が「誤った財源調達」の

規模とされている。

この算定結果における「保険になじまない要素」

の内訳は表4のとおりであり、分野別では年金保

険が最も大きな額を占めている。寿命の長い被保

険者と寿命の短い被保険者の間の調整を行うこと

は社会保険である年金保険の本来的な機能である。

したがって、この調整を目的としない給付や年金

保険の目的に適合しない給付は「保険になじまな

い給付」とされる。

このような考え方に基づき、具体的には、家族

間の負担調整のための給付（例:児童養育期間に

対応する給付13）、子の養育に対応した寡婦年金へ

の加算）、保険料が納付されていない期間の代替

期間14）への算入（例:兵役期間、抑留期間）、引

揚者への年金給付、低額の保険料に係る年金給付

の嵩上げ措置などが「保険になじまない給付」と

されている。 なお、 これらは、 1995年に

ドイツ年金保険者連盟 （Verband Deutscher

Rentenversicherungstr・ger）が定めた基準による

「保険になじまない給付」の範囲と一致する。

専門家委員会では、これらのほかに、遺族年金

に代わる選択肢として夫婦間の年金分割に基づき

受給する年金および遺児年金などを「保険になじ

まない給付」に追加している。これにより「保険
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表3「誤った財源調達」の規模

算定者（発表年） 算定基準年 総額（10億ユーロ） 保険料率換算

Schm・hl（1994） 1992年 51.1 約10%

Schm・hl（2002） 1998年 76.7 最低8%

DIW（2005） 2002年 83.7 9%強

Sesselmeier（2005） 2003年 60.1～89.7 ―

SVR（2005） 2003年 65～70 ―

出典：Schm・hl（2007）を基に筆者作成。



になじまない給付」の額は600～700億ユーロと

なる。さらに、旧西独地域から旧東独地域への移

転支出を加えると、「保険になじまない給付」の

額は730億ユーロとなる。

次に、医療保険における「保険になじまない要

素」には、「保険になじまない給付」だけでなく、

「保険になじまない再分配」が含まれる。連帯原

則に基づき健康上のリスクが高い被保険者と低い

被保険者との調整を行うことは社会保険である医

療保険の本来的な機能である。医療保険において

は、収入に応じた保険料を徴収することにより収

入の低い被保険者と高い被保険者の間の調整が行

われていることも、一般的には連帯原則を体現し

たものと考えられている。しかし、専門家委員会

は、これとは見解を異にし、医療保険においても

純粋な所得再分配は保険になじまないとの立場を

とっている。

医療保険において「保険になじまない要素」の

太宗を占めているのは、保険料を負担することな

しに給付を受けることができる家族被保険者15）

に関するものである。2003年において、家族被

保険者に対する給付のために要した費用は総額で

250億ユーロとなっている。また、仮に健康上の

リスクに関する調整だけが行われ、収入の多寡に

関する調整が行われなかったとすると、健康上の

リスクが相対的に低い家族被保険者が他の被保険

者グループとの調整のために追加的に負担しなけ

ればならない額は137億ユーロである16）。本来は、

この両者を合わせた金額が家族被保険者に係る保

険料により負担されなければならないが、配偶者

や子のいる被保険者の負担を軽減するために実際

には家族被保険者に係る保険料は免除されている。

このため、両者を合わせた387億ユーロが家族被

保険者に関する「保険になじまない要素」とされ

る。この額に、年金受給者である医療保険の被保

険者に対する所得再分配、妊娠・出産に関する給

付、一部負担の免除などに関する費用を加えた

450億ユーロが医療保険における「保険になじま

ない要素」の総額となる。

このほかに、失業保険においては、子のいる者
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表4 社会保険における「誤った財源調達」の内訳（SVRによる算定）

事 項 金額（10億ユーロ）

医療保険 45

うち 家族被保険者の給付 25.0

家族被保険者が他の被保険者のために負担すべき保険料 13.7

介護保険 5

うち 家族被保険者の給付 1.2

家族被保険者が他の被保険者のために負担すべき保険料 3.4

失業保険 19

年金保険 60～70

うち VDRの基準による「保険になじまない給付」 57.0

遺族給付 6.8

［旧西独地域から旧東独地域への移転支出］ ［9.2］

「保険になじまない要素」（a） 計 約130

連邦の負担額（b） 60.4～62.1

「誤った財源調達」の額（a-b） 65～70

出典：SVR（2005）を基に筆者作成。



に対する失業手当支給割合の割増、被保険者期間

および被保険者の年齢に応じた失業手当の支給期

間などが、介護保険では家族被保険者に関する保

険料の免除などが「保険になじまない要素」とさ

れている。

（3） 見直しの方法と効果

「誤った財源調達」をなくす、または減らす方

法としては、社会保険から「保険になじまない要

素」を削減するか、あるいは、それに係る支出を

税によって賄うことが考えられる。後者の場合に

もさらに次の二つの方法がある。一つは、これま

で社会保険において行われてきた支出を制度的・

組織的に切り離し、公的財政による支出に移し替

えることである。もう一つは、当該支出は引き続

き社会保険において行われるが、そのための費用

を社会保険料ではなく、公的財政から社会保険に

投入される税により賄うことである17）。

「誤った財源調達」を是正するために社会保険

の財源を保険料から税に転換することは、雇用お

よび所得再分配にどのような影響をもたらすであ

ろうか。この問題を考える際には、常に、社会保

険料の引下げだけでなく、それを埋め合わせるた

めの税財源のことを考慮する必要がある。たとえ

ば、ドイツについて行われた前述の算定結果によ

れば、収支中立的に社会保険料から税への転換を

行う場合には、このような転換は比較的わずかな

雇用増加効果しか持たないとの結果が示されてい

る（Schm・hl,2007:80）。また、「誤った財源調

達」を減少させる、またはなくすことが所得再分

配に与える効果については、複雑な推計が必要で

あり18）、これまでのところ、包括的な実証的分析

は行われていない。

このような財源の転換は各保険制度の考え方に

も影響を及ぼすことになると考えられる。支払っ

た保険料と受けられる給付との関係が密接な年金

保険のような制度においては、この転換により保

険の考え方がより強化される。この結果、保険料

は給付受給権を得るための対価としての性格を強

めることになる。このことは、人々が保険制度を

受容し、その財政に貢献しようとすることに重要

な意味を持つと考えられる。この方向性をさらに

追求するならば、保険料の支払いに基づかない給

付請求権は認めないということになる。

実際にも、たとえば児童養育期間に対応した年

金給付に関しては、このような方向に沿った対応

が行われている。3歳未満の子を養育する児童養

育期間は、年金給付の算定にあたって、平均報酬

に相当する労働報酬を得て就労し、保険料を支払っ

たものとみなされる。児童養育期間において子を

養育する者は保険料を支払うことを要しないが、

1999年6月以降は連邦が児童養育期間に対応する

保険料を負担している。

ドイツにおいては、従来、社会政策上の目的を

有する支出をより多く社会保険財政に振り向ける

ことにより公的財政の負担軽減が図られてきた。

その方法の一つは、本来は社会全体の責務に帰す

る給付をそれに伴う財政的な負担を公的財政が引

き受けることなしに社会保険の給付とすることで

ある19）。もう一つは、国庫補助が入っている社会

保険（年金保険、失業保険）の支出から国庫補助

が全くまたはあまり入っていない社会保険（医療

保険）の支出へ移し替えることである（R・rup,

2007:182）20）。

これに対し、近年の改革論議においては、事業

主の社会保険料負担を軽減するために、社会保険

により多くの税を投入することが求められている。

その理由は、事業主の負担する社会保険料の上昇

が、賃金コストを増加させることにより、企業の

国際競争力を弱め、これを通じて、国内での生産

を減少させ、大量の失業が生じている雇用情勢を
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さらに悪化させることが懸念されることにある。

このため、近年においては、社会保険料の増加を

抑制し、軽減する観点から、国庫補助の増額およ

び新たな国庫補助の創設が行われてきている。

たとえば、製造業において事業主の負担する社

会保険料が賃金コストに占める割合は2004年で

は旧西独地域で16%、旧東独地域で17%にとどまっ

ている（Schr・der,2005:4-7）。それにもかかわ

らず、政治的な議論においては事業主の負担する

社会保険料の意義が賃金コストを構成する他の要

素に比べて強調されすぎている面がある。

以下においては、年金保険、医療保険および失

業保険において実施された財源見直しについて検

討する。

（1） 年金保険

年金保険の財源として国（連邦）からの補助

（連邦補助（Bundeszuschuss））は重要な役割を担っ

ている。2010年では年金保険への「一般的な連

邦補助（AllgemeinerBundeszuschuss）」は399億

ユーロとなっており、年金保険の収入総額の

16.3%を占めている21）。「一般な連邦補助」の額は、

基本的に、平均グロス労働報酬の伸び率と保険料

率の変化に応じて毎年改訂されている。これによ

り、連邦の負担が被保険者の保険料負担の変化と

歩調を合わせて増減する仕組みとなっている。

年金保険に対しては、この「一般な連邦補助」

に加え、「追加的な連邦補助 （Zus・tzlicher

Bundeszuschuss）」が行われている。「追加的な連

邦補助」は1998年に導入されたものである。そ

の目的は、当時の年金保険料率（20.3%）が更に

上昇することを避けることにあった。「追加的な

連邦補助」に必要な費用は、1998年4月に付加価

値税率を15%から16%に引き上げることにより得

られた連邦財政の増収により賄われた。「追加的

な連邦補助」の額は、2000年以降、付加価値税

収の変化に応じて改定されている。

さらに、2000年からは、環境保護的な税制改正

による連邦財政の増収（環境税（・kosteuer））を

用いて、この「追加的な連邦補助」の上乗せが行

われることになった。この上乗額（Erh・hungsbetrag）

は、2004年以降、被用者一人あたりのグロス賃

金の伸びに応じて改定されている。

上乗額を含めた「追加的な連邦補助」は、

2010年では191億ユーロとなっており、年金保険

の収入総額の7.8%を占めている22）。この結果、

2010年の年金保険に対する連邦補助は全体で590

億ユーロとなっており、年金保険の収入総額の

24.1%を占めている（表2）。

現在の連邦補助は、年金保険の創設当時の国庫

補助のように給付の一部（基礎額）を負担するも

のではなく、所得再分配機能を持つものではない。

したがって、連邦補助が行われることにより、支

払った保険料と受けられる給付との関連性が弱ま

るわけではない。

連邦政府の説明によれば、連邦補助は複数の目

的を持っている（Bundesregierung,2004:571）。

そのうちの一つは、年金保険が経済的・社会的な

環境変化にかかわらずその機能を発揮できるよう

にすることである。人口学的な変化に伴う負担の

増加を被保険者のみに負わせるのではなく、連邦

もその負担を適切に分担するために連邦補助を増

額することは、このような目的に沿ったものとい

える。また、このような連邦補助を行うことによ

り、保険料負担者や給付受給者の過度な負担を避

けることができる。連邦補助のもう一つの目的は、

本来は保険料で賄われるべきでない給付のために

年金保険が負担している費用を連邦が補填するこ

ととされている。

実際の連邦補助の額は2003年では539億ユーロ

である。この額を前述の「保険になじまない給付」

の額と比較してみると、連邦補助の額は「保険に

なじまない給付」の額を60～190億ユーロ下回っ

ている。
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（2） 医療保険

医療保険においては、税財源の投入は最近まで

農業疾病金庫に対してのみ行われてきたにすぎな

かった。しかし、2004年からは医療保険への税

財源の投入が本格的に行われることになった。す

なわち、「保険になじまない給付」に係る疾病金

庫の支出を補填するために、たばこ税の引上げに

よる連邦の増収分を基に医療保険への連邦補助が

行われることになった。その後、この連邦補助の

増額が行われた。連邦補助の額は2010年では118

億ユーロとされ、その後は1年ごとに15億ユーロ

ずつ、総額140億ユーロにまで引き上げることと

されている。なお、2010年には景気悪化がもた

らした収入の減少に対応して、臨時的な連邦補助

（39億ユーロ）が行われたため、これを加えた連

邦補助の額は157億ユーロとなっている。いずれ

にしても、この連邦補助の額は、専門家委員会が

算定した「保険になじまない要素」の額（450億

ユーロ）を大きく下回っている。

（3） 失業保険

失業保険に対しては、従来、連邦により赤字補

填が行われてきた。しかし、2005年の大連立政

権発足時に連立政権を構成するキリスト教民主・

社会同盟（CDU/CSU）および社会民主党（SPD）

との間で合意された連立協定に基づき2007年1月

に失業保険の保険料率が2%ポイント引き下げら

れるのに対応して、連邦が付加価値税による収入

を基に失業保険への財政負担を行うこととされた。

この連邦による財政負担の額は、2010年には約

79億ユーロとなっており、2011年以降は付加価

値税収の変化に応じて改定することとされている。

失業保険の場合にも、連邦による財政負担の額は

専門家委員会の算定した「保険になじまない要素」

の額（190億ユーロ）を大きく下回っている。

社会保険への国庫補助を巡る歴史的な経緯から

も明らかなように、社会保障の財源に関する現実

の政策は必ずしも理論的な根拠に基づいて行われ

てきたわけではない。19世紀の終わりに社会保

険が導入された際に形作られた基本的な枠組みが

その後何十年にもわたり受け継がれてきたように、

社会保障財源の在り方は沿革に大きく依存したも

のであった。

近年において、社会保険の財源に関する政策に

ついては、従来の税から社会保険料へのシフトを

進める方向から、社会保険料から税へのシフトを

進める方向へと大きな転換が行われた。こうした

政策転換の重要な契機となったのは、社会保険財

政の悪化により社会保険料率が上昇する一方で、

大量の失業が発生したことである。国際競争が激

化するなかで、国際的にみて既に高い水準にあっ

た社会保険料率がこれ以上に上昇することは、賃

金コストを増加させることによりドイツ企業の国

際競争力を弱め、国内の雇用情勢をさらに悪化さ

せることが強く懸念された。このような懸念を背

景として、社会保険料の上昇を避け、さらには、

引下げを図ることへの政治的な圧力が高まった。

この結果、社会保険料を軽減し、国内雇用の改善

を図ることは、連邦議会を構成する二大政党（キ

リスト教民主・社会同盟および社会民主党）のい

ずれにも共通する重要な政策目標となった。この

ため、政権交代が何度か行われたにもかかわらず、

社会保険料負担の軽減を図ることは、過去20年

以上にわたる改革において重要な目的の一つであ

り続けた。

特に注目されることは、このような政治的な動

きと並行して、社会保険における財源の在り方を

巡る理論的な検討や議論が研究者や保険者団体等

に所属する専門家の間で活発に行われてきたこと
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である。そのなかでは、社会保険の給付等のうち

税財源により賄うべきものと社会保険料財源によ

り賄うべきものを区分する考え方が検討され、提

示されている。こうした考え方を基に、実際に行

われている社会保険の給付等のうち本来は税財源

により負担されるべきものが具体的に特定され、

その総額が明らかにされている。これにより、現

在の国庫補助が税財源により負担されるべき額を

十分にカバーしているのかどうか、また、カバー

しきれていないとすれば更にどの程度の国庫補助

が必要なのかが理論的に示されている。

社会保険の財源に関してこれまで行われてきた

政治的な決定は、それぞれの関係者（団体）の利

害や政治力、現実政治的な実施可能性などに左右

されてきた。このため、制度の考え方に合わない

財源が選択され、公的に行われる再分配はより不

透明なものとなった。しかし、高齢化の進展等に

伴い増大する社会保険の支出を賄うためにより多

くの費用の負担を求めていくためには、費用を負

担する人々の社会保険への信頼を高め、より多く

の費用を負担することへの納得を得ることが不可

欠である。このためには、社会保険における財源

の在り方を理論的に明確にし、それに基づき現状

をあるべき姿に近づけるためにとるべき措置を具

体的に示すことが重要であると考えられる。ドイ

ツにおける理論的な検討や議論はまさにこのよう

な必要性に対応したものといえる。

社会保険制度の基本的な考え方には国による重

要な相違点がある。たとえば、ドイツの社会保険

は基本的に被用者を対象としているのに対して、

日本では皆保険・皆年金となっている。ドイツで

は受けられる年金の額は支払った保険料に応じた

ものとなっている。これに対して、日本の場合に

は、厚生年金加入者であっても、受けられる年金

の額は支払った保険料に応じた部分と保険料にか

かわらない部分とから成り立っている。したがっ

て、ドイツにおいて議論されている社会保険の財

源区分の考え方がそのままの形で他の国にも適用

できるわけではない。

また、ドイツにおいても、現在の医療保険で行

われている低所得者と高所得者との間の所得再分

配を「保険になじまない」と考えるかどうかにつ

いては、大きく見解の分かれるところである。こ

のような見解の違いは、将来に向けた改革案とし

て、被保険者の所得にかかわらない定額の保険料

（人頭保険料）により、医療保険における調整を

健康上のリスクに関するものに限定する案が提案

される一方で、医療保険における所得再分配機能

を強化する観点から、被保険者の範囲を全国民に

広げるとともに、賃金だけでなく資産所得なども

保険料算定基礎とする保険制度（国民保険）を導

入する案が提案されていることにも表れている。

しかしながら、高齢化の進展などに伴い増加す

る費用について、より多くの負担を求めていくの

であれば、負担者の理解と納得を得るために、そ

れぞれの国の制度の基本的考え方や特性に応じた

財源の在り方を理論的に示していくことが必要に

なると考えられる。ドイツにおける試みは、その

ための方法として示唆に富んだものである。

［付記］本稿は、厚生労働科学研究費補助金

（政策科学推進研究事業）「社会保障給付の人的側

面と社会保障財政の在り方に関する研究」（研究

代表者 金子能宏）の研究成果の一部である。

注

1） EUにおいて「社会保護」は、その財源が税または

社会保険料によるのか、管理運営が公的または私

的に行われるのかにかかわらず、疾病および出産、

老齢および障害、労働災害および職業病、失業な

どのリスクに対する社会的な保障を行う制度およ

び社会扶助制度を含む用語として用いられている

（Eichenhofer,2006:23）。

2） ESSPROSにおいては、異なる国の間での比較可能

性を確保するため、社会保護の範囲を厳密に定義

している。このESSPROSにおける定義は、各加盟
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国の統計において用いられる定義と必ずしも一致

しない。たとえば、ドイツの社会保障財政に関す

る統計である「社会予算（Sozialbudget）」では、

税の減免措置や事業主による一定の給付も把握さ

れているが、これらはESSPROSの社会保護給付に

含まれない（BMAS,2009:305）。

3） 援護・扶助制度には児童手当や社会扶助などの制

度が含まれる。

4） BMAS（2011:9）による。

5） BMGS（2005:203）による。

6） 具体的には、各暦年において当該被保険者の保険

料算定の基礎となった労働報酬の額を全被保険者

の平均報酬で割った値を、全被保険者期間につい

て合計することにより、報酬点数が算定される。

たとえば、40年間にわたり毎年平均報酬の75%に

相当する労働報酬を受け、それに基づく保険料を

支払った被保険者の報酬点数は30.0（0.75×40）

となる。受給できる年金の額は基本的に報酬点数

の値に比例する。

7） 農業疾病金庫には、農業経営者およびその家族従

事者ならびに農業経営から引退した者が加入して

いる。農業疾病金庫加入者の医療保険加入者全体

に占める割合は2011年1月現在で1.2%に過ぎない。

8）「保険になじまない再分配」には、たとえば、家

族政策的な観点から配偶者や子のいる被保険者の

負担を軽減するために家族被保険者の保険料負担

を免除することなどが含まれる。

9） 2011年では、年49,500ユーロ（1ユーロ=100円で換

算すると495万円）とされている。

10）2011年では、医療保険で年44,550ユーロ、年金保

険で年66,000ユーロ（旧東独地域は年57,600ユー

ロとされている）。

11）内訳は、年金保険が19.5%、医療保険が平均14.3%、

失業保険が6.5%、介護保険が1.7%である。

12）遺族年金については、1986年以降、遺族の収入が

一定額を超えない場合に限り支給することとされ

た。このため、このような所得調査付きの給付を

社会保険料で賄うことは「誤った財源調達」にな

るとの見解がある。これに対して、ドイツ年金保

険者連盟は、遺族年金については、その一部（遺

族年金に代わる選択肢として夫婦間の年金分割に

基づき受給する年金および遺児年金）に係る支出

だけを税により賄うべきであると見解を有してい

る。

ドイツ再統一により、旧西独地域の年金財政と

旧東独地域の年金財政の間での財政調整が行われ

ることになり、後者の赤字が前者の負担により補

填されることになった。両地域間でのこのような

移転支出を税により賄うべきとする見解がある。

その一方で、経済情勢や高齢化の進展度の違いに

より、ドイツの他の地域間でも移転支出が行われ

ているのであるから、両地域間での移転支出のみ

を税により賄うべきではないとの見解もある。

13）三歳未満の子を養育する期間（児童養育期間）は、

子を養育する者が平均報酬に相当する労働報酬を

得て就労し、保険料を納付したものとみなされる。

14）代替期間として認められることにより、その期間

においても一定の保険料が納付されたものとみな

される。

15）家族被保険者となるのは、被保険者の配偶者およ

び子（家族被保険者の子を含む）であって、その

収入が一定以下の者である。

16）2003年の一人当たり給付費は、被保険者全体では

2,060ユーロであるのに対して、家族被保険者では

1,369ユーロとなっている。したがって、健康上の

リスクにのみ着目した再分配が行われるとするな

らば、家族被保険者に関しては一人当たり691ユー

ロ（2,060ユーロ－1,369ユーロ）を健康上のリス

クが高い被保険者のために負担する必要がある。

家族被保険者数は約1,980万人であることから、健

康上のリスクに関する調整のために家族被保険者

が負担しなければならない額は137億ユーロ（691

ユーロ×1,980万）となる。

17）事業主側は、「誤った財源調達」を是正するため

にその財源を社会保険料から税に転換することに

対して異議を唱えている（Schm・hl,2009:10）。

その理由の一つは、財源を社会保険料から税に転

換しても社会保障に対する全体的な負担が減るわ

けではないことである。もう一つの理由は、財源

を転換することにより、高い社会保険料率やそれ

による賃金コストの問題を引き合いに出すことが

できなくなり、社会保険の支出そのものの削減を

促す政治的な圧力が弱まることである。

18）この推計を行うに当たっては、社会保険加入義務

のある被用者（その収入が保険料算定限度以下の

者および超える者）、さまざまな自営業者および

無職者（例:年金受給者）などの多様なグループ

をそれぞれの所得額および消費構造に応じて区分

して考える必要がある。また、その際には、どの

ような種類の税によって保険料の一部を代替する

のかが問題となる。たとえば、付加価値税によっ

て代替する場合には、社会保険料を負担していな

い人々は、付加価値税引上げによる負担を負う一

方で、社会保険料軽減の恩恵を受けることができ

ない。

19）このような給付の例としては、戦争犠牲者に対す

る年金、旧東独年金の金額嵩上げ措置などがあげ

られる。
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20）このような例としては、年金受給者の医療保険の

ために年金保険者が行う財政的な負担が段階的に

削減され、医療保険の負担へと振り向けられてき

たことがあげられる。

21）DRV（2011:228）による。

22）同前。
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フランスの社会保障1）制度における財源確保の

方策を論じるにあたり、EU加盟国間の比較とフ

ランスにおける社会保障制度の財源構成の動向か

らフランスの特徴を明らかにしておこう。

EU加盟国の社会的保護2）財源の割合をみると

（表1。同表では本特集で取り上げるEU加盟国を

掲載した）、スウェーデン、イギリスといった普

遍性を基礎とする社会保障制度の諸国では公費負

担（租税）が第一の財源となっている。他方で、

ドイツのように職業を基礎に発展してきた社会保

障制度（ビスマルク型）の国では、社会保険料

（以下、保険料）を第一の財源としつつも、時系

列的にみるとその割合は減少傾向にある。ビスマ

ルク型の国に属するフランスは、ドイツと同様の

動向を示すが、動向が顕著である点に特徴がある。

すなわち、公費負担の割合が10ポイント以上増

加しているのに対し、保険料の割合は10ポイン

ト以上減少している。

フランスの動向を仔細にみてみると（表2）、

以下の2点を指摘できる。①社会的保護財源に占

める公費負担の割合の増加と保険料の割合の減少

は一過性のものではなく、長期的な動向であるこ

と（租税化〔fiscalisation〕）。②租税化は目的税の

割合の増加によるものであること。フランスでこ

うした動向がみられている理由は簡単に説明でき

る。一般化社会拠出金（CSG：contributionsociale

g・n・ralis・e）と呼ばれる所得にかかる社会保障目

的税が1991年に創設されたことと、CSGが引き上

げられると同時に被保険者（とりわけ被用者）の
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Ⅰ はじめに

フランス社会保障財源の「租税化」（fiscalisation）

―議論・帰結・展開―

柴田 洋二郎

特集：社会保障における財源論―税と社会保険料の役割分担―

■要約

フランスの社会保障財源を長期的にみると、租税の割合が増加し、保険料の割合が減少している租税化の動きが

みられる。租税化の主たる要因となっているのはCSGと呼ばれる所得にかかる社会保障目的税である。CSGは、保

険料に大部分を依拠してきた社会保障財源に、長きにわたる議論を踏まえて導入された恒久的な税財源であり、導

入後の変遷のなかで社会保障財源に占める割合を次第に大きくしている点で、理論上も実際上も重要である。他方

で、保険料では、雇用政策（雇用創出や時短促進）と関連させて一定の賃金階層を雇用する使用者が負担する保険

料を軽減するという動きがみられている。この軽減分は国家予算により補填されることになっている。つまり、一

定の社会保障部門にCSGを充当するという直接的な租税化に加えて、雇用政策の一環として行われる使用者負担保

険料の減免にかかるコストを国家予算に負担させる間接的な租税化という新しい形の租税化がみられている。

■キーワード

租税化（fiscalisation）、CSG（一般化社会拠出金）、使用者負担保険料の減免、間接的な租税化（fiscalisation

indirecte）



負担する保険料が引き下げられる改革が複数回に

わたり行われたことである3）。

CSGは、保険料に大部分を依拠してきたフラン

スの社会保障財源に導入された恒久的な税財源で

あり、導入後の変遷のなかで社会保障財源に占め

る割合を次第に大きくしている実際上の重要性が

大きな財源である。それだけでなく、導入に至る

までには長きにわたる議論が行われ、「税と社会

保険料の役割分担」に関わる問題について、さま

ざまな角度から検討が行われた点で理論的にも極

めて重要な示唆を有している。そこで、以下本稿

ではCSGを軸にして、フランスの社会保障財源に

ついて、CSG導入までの租税化の議論と帰結（Ⅱ）、

導入以降の租税化の展開（Ⅲ）に分けて考察する。
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表1 EU加盟国の社会的保護財源の割合（％）

公費負担
社会保険料

その他
合計 使用者負担分 被保護者負担分*

1995 2009 1995 2009 1995 2009 1995 2009 1995 2009

ドイツ（DE） 28.5 35.2 68.8 62.9 40.1 34.0 28.7 28.9 2.7 1.9

フランス（FR） 21.5 31.9 74.9 64.6 47.4 43.6 27.5 21.0 3.5 3.5

スウェーデン（SE） 49.2 51.9 42.8 46.0 37.5 36.4 5.3 9.6 8.0 2.1

イギリス（UK） 50.5 48.9 48.7 43.9 25.4 32.1 23.3 11.8 0.9 7.2

注：小数第二位を四捨五入しているため、合計が100にならない場合がある。
*被用者だけでなく、自営業者、年金受給者等も含む。
出典：1995年につき、EuropeanCommission,Europeansocialstatistics:Socialprotection:Expenditureandreceipts

1980-99,OfficeforOfficialPublicationsoftheEuropeanCommunities,2001.
2009年につき、G.MOSSUTI(etal.)2012.≪In2009a6.5% riseinpercapitasocialprotectionexpenditure
matcheda6.1% dropinEU-27GDP≫,Statisticsinfocus,14/2012,p.10Table5.

表2 フランスの社会的保護財源の割合（％）

1990 1991 1994 1997 1998 2005 2009（予測）

社会保険料 79.5 78.8 75.3 73.0 66.4 65.6 64.6

うち使用者負担分 51.0 50.4 47.7 46.6 46.2 44.7 43.6

うち被保護者負担分* 28.5 28.3 27.6 26.4 20.2 20.9 21.0

公費負担 17.0 17.6 21.5 23.9 30.9 30.6 31.9

目的税** 3.1 3.9 6.8 9.2 16.4 17.1 21.9

普通税 13.9 13.7 14.7 14.7 14.6 13.4 10.0

その他 3.5 3.6 3.3 3.1 2.7 3.8 3.5

合 計 100 100 100 100 100 100 100

注：小数第二位を四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。
また，本表は CSG（本文参照）の改革に関わる年および入手可能な最新の数値である2009年をと
りあげた。

*被用者だけでなく，自営業者，年金受給者等も含む。
**目的税にはCSGを含む。
出典：1990-1998年につき，EuropeanCommission,Europeansocialstatistics:Socialprotection:Expenditure

andreceipts1980-99,OfficeforOfficialPublicationsoftheEuropeanCommunities,2001.
2005-2009年につき，ESSPROSのサイト（http://circa.europa.eu/irc/dsis/esspros/info/data/esspros_public_
data/publication/receipts.htm）を参考に筆者作成。



1 租税化以前の社会保障財源の改革

フランスでは1945年に体系的な社会保障制度

が構築された。そこでは自律性が重視され、この

自律性は、財源面では（国家予算ではなく）労使

の拠出する所得比例保険料により賄うという形で

（自律的財政原則）、運営面では保険者が労使によ

り管理運営されるという形で（自律的運営原則）

具体化される。したがって、フランスでは、社会

保障改革の際、労使対立ではなく、労使と国家と

の対立―労使の自律に対する国家の介入―が焦点

となる。

自律的財政原則の帰結として、社会保障財源の

改革とは長らく保険料の改革であり、さらにいえ

ば保険料率の引き上げであった。もっとも、保険

料の算定基礎となる賃金に上限額が設定されてい

ることは批判されてきた。被用者の賃金が高くな

るほど（算定基礎上限額を上回るほど）、実質保

険料率は低くなるという保険料負担の逆進性のた

めである。

そこで、1967年から算定基礎上限額の撤廃

（d・plafonnement）という新しい形の保険料の改

革が始まる。これにより保険料負担の逆進性を解

消するだけでなく、保険料率を変えることなく保

険料収入を増やすことができる。算定基礎上限額

の撤廃は、医療保険料から始まり、続けて家族手

当保険料と労災保険料について行われ、1980年

代末にほぼ完結していた（1989年1月13日の法律

〔n°89-18〕による）。

2 税財源の導入に関する議論

算定基礎上限額を撤廃しているさなかにも保険

料率を引き上げる財源改革を行いつつ、今度は社

会保障財源を租税に依拠しようとする改革（租税

化）が議論されてきた。租税化の議論を考察する

前提として、フランスにおける保険料と租税を比

較するポイントを挙げておく。保険料と租税は、

①拠出と給付の対価性、②法律で定める事項（つ

まり、議会の関与の度合い）、③収入の割当、④

賦課対象において違いがみられる。以下では、租

税化の必要性と租税化の方法に分けて考察を行う

が、租税化の必要性を考える際には、拠出と給付

の対価性と法律で定める事項（①・②）の違いが、

租税化の方法を考える際には、収入の割当と賦課

対象（③・④）の違いが重要となる。

（1） 租税化の必要性 なぜ租税化するのか

①保険料の問題点

財源改革の議論の背景には、失業の増加や人口

の高齢化のため、社会保障支出が収入よりも急速

に増大していることがある（もっとも、これはフ

ランスに限られた傾向ではない）。フランスでは

1970年代中盤に「栄光の30年」（TrenteGlorieuses）

と呼ばれる高度成長期（1945-1975年）が終わり

を告げ、経済成長が停滞し始めた。当事者の自律

を重視して保険料に強く依存してきたフランスで

は、社会保障収入は経済状況および労働市場の状

況に左右される。経済停滞は賃金の停滞、被保険

者の減少、非就労者（inactifs）の増加を招くため、

就労者の賃金にかかる保険料収入を減少させる要

因となるからである。他方、社会保障支出は人口

構造の高齢化の進行、平均寿命の伸び、医療技術

の進歩等のために増大しつづけた。このような社

会保障財政の苦境に対応するため社会保障財源の

改革が叫ばれるようになり、税財源に依拠するこ

とが主張された（財政的理由）。

しかし、より重要なのは保険料に対する批判か

ら租税化が主張されたことである。批判の出発点

は、保険料が就労者の稼働所得4）だけを賦課対象

としていることにあり、改革の方向性は、社会保

障負担を「より雇用促進的」かつ「より公正」に

することにある5）。
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「より雇用促進的」とは、使用者負担保険料の

大きさのため人件費が大きくなり、①国際レベル

では、国際競争においてフランスの企業を不利に

していること、②企業レベルでは、機械化されて

いる企業よりも労働力を用いる企業が大きな負担

を負うこと、③個人レベルでは、雇用よりも設備

の充実を促進させること（労働から資本への代替）

に対してである6）。税財源に依拠することで、使

用者の社会保障負担を軽減することができ、それ

により人件費を軽減し、競争力や雇用に好影響を

与えると主張される（経済的理由）。

「より公正」とは、保険料が資産所得（賃貸借

料や投資による所得等）は対象としていないこと

に対してである。資産所得は、一般に高所得層に

認められるため、拠出能力を反映する財源―高所

得層に多くの負担を求める財源―に依拠するのが

より公正だとされる（社会的公正〔justicesociale〕

という理由）7）。このように「誰に」社会保障財

源を負担させるのかと関連して、社会保障給付と

財源との対応関係にも言及される。稼働所得を代

替する給付―傷病等による非就労期間中に稼働所

得を補償する給付や、支給額が稼働所得と関連す

る給付―の財源となる限りでは、就労者のみが稼

働所得にかかる保険料により財源を拠出すること

は論理的である。しかし、喪失した稼働所得の補

償を目的とするものではない給付の財源について

は、税財源に依拠することにより全国民が拠出す

ることが論理的であると主張される（財源の整合

性という理由）。保険料を納付したことが保険給

付に結びつく（対価性）のに対し、租税を納めて

も特定の給付に結びつくわけではない（非対価性）

という保険料と租税の拠出と給付の対価性の違い

も、この主張を補完するといえよう。こうして、

税財源に依拠すべき給付は2つある。1つは、非

拠出制給付―「連帯的性質の給付」（prestations

desolidarit・）―である。つまり、給付の性質を

財源の性質に一致させるために税財源に依拠すべ

きとされるのである。もう1つは、人的適用対象

が全人口に及ぶ給付―一般化が達成された給付―

である。これは給付の人的適用対象と財源の人的

適用対象を一致させるために税財源に依拠すべき

とされる。そして、これら2つの給付をフランス

では「国民連帯（solidarit・nationale）に属する給

付」と呼ぶ。

②租税化の正当性

上記の主張からすれば、1978年以降、在仏外

国人を含めて職業活動を行っていない者にまで給

付対象が拡大されている家族手当部門と、1970

年代にはすでに人口の98％以上を対象としてい

た医療保険（の現物給付）部門の財源を租税化す

ることは、論理的には正当化されうる。これらの

部門の財源は広く国民が負担すべきであり、稼働

所得にかかる保険料という形で就労者だけが負担

するのでは整合性がない8）。しかし、租税化は労

使から反対されることとなった。その主張は、社

会保障財源を「租税化すると、国の一般予算へ吸

収され、国家の介入の強化を招く」（fiscalisation=

budg・tisation=・tatisation）ことになるため「社会

民主主義」を脅かすというものである9）。こうし

た主張の背景には、保険料と租税について法律で

定める事項の違いがある。すなわち、フランス第

5共和国憲法第34条によれば、保険料の法律事項

は基本原則のみであり、当事者（労使）の権限が

大きいのに対し、租税の法律事項は課税基礎、税

率、徴収の態様に及ぶため、国家の権限が大きい。

こうして、租税化は社会保障制度の管理運営にお

いて、国家を優位させ労使を劣後させる―自律性

の危機―と危惧されたために批判されたのである

（もちろん、労使の主張が適切かどうかは議論の

余地がある）。

以上のように、租税化の議論では、論理的正当

性からは租税化が肯定され、他方で、管理運営面

の自律という観点から労使は租税化を否定してき

たが、最終的に労使が租税化を受忍することとなっ

海外社会保障研究 Summer2012 No.179

－20－



た（その理由は後述Ⅳ参照）。その結果、フラン

スでは、稼働所得を補完することを目的とした給

付であるか否かに応じて、給付の類型を2つに峻

別して社会保障財源を考えることとされるように

なる。それによれば、稼働所得を補完することを

目的とした給付（拠出との間に明確な相関関係が

認められる給付）は、稼働所得を賦課対象とする

保険料によりその財源を賄うのが適当である。逆

に、稼働所得の補完を目的とするものではない給

付（国民連帯に属する給付）は租税を財源とする

ことが論理的に望ましい。とはいえ、租税化の具

体的な方法は別途問題となる。

（2） 租税化の方法 どのように租税化する

のか

①租税の種類の選択

租税化の方法を検討するにあたっては、まず、

収入の割当の違いが重要である。税収は特定支出

に割り当てないという原則（principedelanon-

affectation）があるのに対し、保険料収入は特定

の社会保障制度・部門の財源に充当される。こう

して、租税には総計予算の原則（principede

l'universalit・）10）が適用されるが、保険料には適用

されない。ただし、目的税は、税収が特定の支出

に割り当てられる点で上記の例外をなす。

そこで、租税化にあたっては、租税化された給

付の財源を一般予算によりカバーするのか（一般

予算化〔budg・tisation〕）、目的税によりカバーす

るのか（目的税化〔affectation〕）を選択する必要

がある。

原則からすれば、ある社会保障給付の財源を全

額もしくは部分的に税収により賄う場合、一般予

算化によりこれを行い、当該給付を国家予算に計

上すべきである。しかし、2つの理由から目的税

化が支持される。1つは、一般予算化の場合、他

の支出との競合が生じるため、その時々の政策的

な優先順位や税収の多寡に左右され、社会保障の

財源が不安定となる恐れがあることである。もう

1つは、目的税は税収の充当先と用途が明確であ

るため、納税者に受け入れられやすいことであ

る11）。

②課税対象の選択

次に、課税対象を選択するにあたっては、賦課

対象の違いをみる必要がある。租税―とりわけ所

得税―は所得を包括的に課税対象とするのに対し、

保険料は原則として稼働所得や、稼働所得を代替

する社会保障給付（老齢年金や失業補償手当）だ

けが賦課対象となる。

一般的には、税制はできる限り、①公平

（・quitable）かつ、②経済的な方法で公共支出の

財源を賄うことを役割としている。しかし、この

2つの基準は国、時代、環境ごとに異なる政治的、

経済的、社会的選択に影響される極めて相対的な

基準である。そして、フランスが租税化を進める

際には、国際競争における企業競争力の維持強化

を考慮しながら、保険料―とりわけ使用者負担保

険料―を軽減し、公正かつ合理的な税財源を選択

することが必要とされた。

具体的には、租税化を実現するための課税対象

の選択に関する議論は、付加価値税（TVA：

Taxesurlavaleurajout・e）を支持する者と所得

税を支持する者との間で繰り広げられた12）。しか

し、TVAに依拠すると、①インフレを招きやす

く、したがって個人消費を阻害する恐れがあるこ

と、②ヨーロッパの税制調和という観点からすれ

ばTVAは逆に引き下げるべきものであることか

ら強い反発に遭った。

ところが、フランスの所得税の以下の4つの特

徴のため、所得税による租税化も難航した。①非

課税者の多さと強い累進性とが相まって、所得税

が一部の納税者に集中し、高額化していたこと13）。

これと関連して、②課税対象とならない所得や基

礎控除による課税基礎の狭さ、さらには税率軽減、

税額減額といった所得税制上の措置が多様に存在
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すること。③世帯単位で課税されること（租税一

般法典6条）。その際、家庭状況を考慮するため、

家族の人数によって定まる除数（parts）で世帯の

課税所得総額を割った額に応じて所得税率が定ま

る（家族係数〔quotientfamilial〕制度：租税一般

法典194条）。その後、その税率を適用して得ら

れた額に除数を乗じたものが所得税額となる（N

分N乗方式：租税一般法典193条）。④源泉徴収で

はなく、申告納税方式を採用していること。

こうして、所得税収はそれほど大きくなく（①・

②）、婚姻の有無や子どもの数が税負担の大きさ

に影響し、高所得層ほど大きな負担軽減を受ける

ことができる（③）。したがって、所得税によっ

て租税化を実現すると、所得税はますます一部の

所得階層に集中することになる。それを避けるに

は、課税対象を拡大したうえで累進性を弱めるよ

うな所得税改革が必要であった。ところが、税制

の複雑さ（②）と痛税感の大きさ（①・④）から、

フランスの所得税は不人気で、政治的に改革を直

ちに実行できない状況にあった。

その結果、所得を課税基礎としながらも所得税

とは異なる社会保障財源を創設することが次第に

提案されるようになっていった14）。

3 租税化の帰結―一般化社会拠出金（CSG）

以上の議論を経て1991年に創設された15）CSGは

以下のような特徴を有する16）。①「稼働所得およ

び代替所得」「資産所得」「投資益」「（97年から）

くじ・カジノでの獲得金」を課税対象とし、いず

れの所得類型においても所得税よりも広範な所得

を課税対象とすること（社会保障法典L.136-2条

以下）。②これら4つの所得類型はそれぞれ別個

に算出され、徴収されること。③稼働所得にかか

るCSGは保険料と同じく源泉徴収されること。④

CSGの額の一部は所得税の課税所得から控除され

ないこと。⑤税法上フランスに居住しているとさ

れ、かつ強制加入の医療保険制度による保障を受

ける者を賦課対象としたうえで（社会保障法典L.

136-1条1°）、所得税と住民税のいずれも非課税と

なる者のみCSGを免除していること。

こうして、保険料と比べると、CSGは稼働所得

以外の所得を課税対象に含めることで、（一般に

高所得層に多い）資産所得や投資益の保有者に大

きな税負担を課し、所得の再分配に適うものとなっ

ている（①）。そして、CSGは所得税の課税所得

から控除されないため、所得税収が減少すること

も、所得税の累進性が損なわれることもない（④）。

次に、所得税との比較では、非課税者が多かっ

たために負担が集中し、かつ高額化していた所得

税の欠点に応え、広範な人的対象を有する（⑤）。

また、世帯ではなく個人を課税単位としているた

め、CSGの負担が家族構成に大きく左右されるこ

とはない（⑤）。納税方式は源泉徴収とすること

で痛税感を緩和しているだけでなく、脱税のリス

クを軽減することにもつながっている（③）。そ

して、源泉徴収を可能としているのは、所得税が

総合所得税であるのに対しCSGを分類所得税とし、

所得類型ごとに異なる機関に徴収を委ねることで、

当該機関の経験を活用し、徴収を効率化している

ためである（②）17）。

また、CSGは社会保障財源（家族手当、老齢年

金、医療保険）に充当される目的税であるために

納税義務者が心理的に受け入れやすく、安定的に

財源を確保することができる。

1 CSGの変遷

CSGは、1991年当初は家族手当のみに充当され

ていたが、1993年からCSG率が引き上げられ老齢

年金（低所得高齢者に支給される所得条件付非拠

出制年金の財源となる）にも充当されるようにな

り、その後、医療保険にも充当されることとなっ

た。
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とりわけ、医療保険へのCSGの充当は、その規

模においても、また我が国における医療保険財源

との対比においても重要と思われる。1997年、

1998年と相次いで被用者負担の医療保険料を引

き下げる代わりに、CSG率を引き上げる改革が行

われ、この引き上げ分による収益は医療保険制度

に充当されることとなった。そして、1998年以

降、被用者の負担する医療保険料はわずか0.75％

となっている。この0.75％は、被用者のみが受給

する傷病および出産による休業補償手当の財源と

なると考えられている。稼働所得に基づいて算定

される保険料が、被用者のみが受給資格を有する

賃金比例の休業補償手当の財源となるのは論理的

であるといえよう18）（表3）。

その後、2004年には、医療保険に生じた新た

な赤字を解消するため、あらためてCSG率を引き

上げたほか（表4）、稼働所得にかかるCSGの課税

基礎を拡大してCSGから得られる収入を増大する

改革を行った。1991年に創設されて以来、稼働

所得にかかるCSGは控除前賃金（salairebrut）の

95％を課税基礎としてきたが、これを97％へと

引き上げたのである（控除を5％から3％へと引

き下げた）。

重要なことは、CSGは無限定に充当範囲を広げ

ているのではなく、①一般化を達成した給付（家

族手当、医療保険の現物給付）の財源と、②所得

条件付で支給される非拠出制給付（老齢年金の一

部）の財源として充当されていることである。つ

まり、職業活動と受給権が結びついておらず、稼

働所得を補償するという性質をもつものではない

給付（国民連帯に属する給付）の財源としてのみ

充当されている点で、租税化を肯定する大きな理

由となっていた論理的正当性が強く意識されてい

るのである。

2 CSG創設以後の社会保険料の改革

（1） 使用者負担保険料の減免

時系列では前後するが、CSG創設以降から、低

賃金労働者にかかる使用者負担保険料を減免する

改革が行われるようになった19）・20）。これは、近

－23－

表3 一般制度*における保険料率の推移（％）

1990.1.1 1991.2.1 1997.1.1 1998.1.1 2005.1.1
2008.1.1
（現行）

医療保険**

被用者負担 5.90 5.90 5.50 0.75 0.75 0.75

使用者負担 12.60 12.60 12.80 12.80 12.80 12.80

老齢保険

被用者負担

算定基礎上限額まで 7.60 6.55 6.55 6.55 6.55 6.55

賃金全額 0.10 0.10

使用者負担

算定基礎上限額まで 8.20 8.20 8.20 8.20 8.20 8.30

賃金全額 1.60 1.60 1.60 1.60 1.60

家族手当（使用者のみ負担）** 7.00 5.40 5.40 5.40 5.40 5.40

注：本表はCSGの改革を説明するのに必要な保険料率の変遷のみを掲載している。
*一般制度（r・gimeg・n・ral）は被用者が主たる加入者となるフランス社会保障の中心的制度である。
**医療保険と家族手当の保険料には算定基礎上限額はなく、賃金全額に賦課される。
出典：参考文献［1］p.814.等を参考に筆者作成。
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隣諸国と比べて、フランスの雇用創出が（特に第

3次産業部門で）弱いことへの対応策である。

SMIC（最低賃金）に近い賃金層の人件費水準が

高く、低賃金労働者に対する保険料を軽減すべき

であると指摘されたのである21）。

具体的には、1993年から家族手当で、1995年

から医療保険で、それぞれSMICに近い賃金層に

かかる使用者負担保険料の減免措置が設けられた。

そして、1996年に家族手当保険料と医療保険料

の2つの減免策が1つにまとめられた。賃金が

SMIC水準の被用者にかかる医療保険および家族

手当の使用者負担保険料（計18.2％）が免除され、

SMICの1.33倍（1998年に1.3倍に変更）までの者

については減額の対象となる。

2000年1月19日の法律（n°2000-37：通称Aubry

法）は週労働時間35時間制に移行し、かつ雇用

を増加もしくは維持する企業に諸社会保険料の減

免を認めた。軽減率は、賃金がSMIC水準の者で

26％になる。2003年には、労働時間に応じて新

たに企業に諸社会保険料の減免が認められること

となった。軽減率は、賃金がSMIC水準の者で

26％（被用者20人未満の企業では28.1％）、賃金

水準がSMICの1.7倍（その後1.6倍に変更）まで

の者が対象となり、賃金が高くなるにつれて逓減

する。

こうして、低賃金労働者に対する使用者負担保

険料の軽減策は年々規模を増し、2007年で210億

ユーロとなっている22）。

（2） 使用者負担保険料の減免分を補填する財源

1994年7月25日の法律（n°94-637：通称Veil法）

の施行日以降に実施された保険料の減免については、

国家予算―具体的には、予算交付金（dotations

budg・taires）や税収の割当の見直し―により補償

される（社会保障法典L.131-7条）23）。この措置は、

社会保障制度の収入は国家の政策的選択に左右さ

れないことを―つまり、国家との関係で社会保障

の財政的自律を―保障するものである24）。国家が

雇用政策として使用者負担保険料を軽減するとし

た場合、それにより社会保障制度が被る減収分は

国家が負担しなければならないということである。

ところが、Aubry法による週35時間労働制への

移行支援措置から生まれた新規採用に関連して減

免される使用者負担保険料は、国家予算によって

肩代わりしないこととなった。そこで、2000年

社会保障財政法（n°99-1140）は、時短を奨励す

るための使用者負担保険料の減免は、税収を財源

とする特別の行政的公施設により補填するとし、

Veil法の定めた原則に対する重要な例外をつくり

だした。それが使用者負担保険料改革財源基金

海外社会保障研究 Summer2012 No.179
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表4 CSG率の推移（％）

稼働所得 代替所得 資産所得 投資益 くじ・カジノでの獲得金

91.2.1 1.1 ―

93.7.1 2.4 ―

97.1.1 3.4

98.1.1 7.5 6.2（3.8） 7.5

2005.1.1 7.5 6.2/6.6*（3.8/3.8） 8.2 9.5

2010.5.13（現行） 7.5 6.2/6.6*（3.8/3.8） 8.2 6.9/9.5**

注：（ ）内は、所得税非課税者かつ住民税課税者に対する軽減税率である（1998年までは軽減税率なし）。
*一時的な就労不能に基づく代替所得（失業手当、休業補償手当等）は6.2％、職業生活からの引退に基づく代替所
得（老齢年金、拠出制障害年金等）は6.6％。
**くじでの獲得金は6.9％、カジノでの獲得金は9.5％
出典：参考文献［1］pp.854ets.等を参考に筆者作成。



（FOREC）であり、同基金は時短と関連する減免

のほか、使用者負担保険料の全般的な減免のため

の財源を供給する。

そして、FORECには、会社の利益にかかる社

会拠出金（CSB：法人税に上乗せ徴収される）や

汚染活動にかかる一般税（TGAP）等、多様な税

収が財源として割り当てられた。そのなかにはタ

バコ税、アルコール税、自動車保険税といった従

前社会保障制度に充当されていた税財源も含まれ

ていた。さらに、これら税収の割当は各社会保障

制度の財政均衡を優先するという観点からたびた

び変更された。

そのため、赤字が生じた社会保障制度における

改革を奨励する意欲を失わせ、また、責任を不明

確にすると批判された。結局、2004年にFOREC

は廃止された。その際、使用者負担保険料の減免

から生じる減収は全額国家予算により補償するこ

ととされ、FORECに充当されていた税収が国の

一般予算に割当しなおされている25）。

（3） 使用者負担保険料の減免が社会保障財源

に与えた影響

使用者負担保険料の減免は、保険料だけでなく、

税財源にも影響を及ぼしている点で興味深い。ま

ず、保険料については、賃金階層ごとの使用者の

保険料負担に影響をもたらしている。使用者負担

保険料に関わる一連の改革を振り返ってみると、

1945年の制度では、算定基礎上限額が設定され

ていたために、使用者負担保険料は逆進的で、低

賃金階層ほど相対的に使用者の負担が大きくなっ

ていた。しかし、1967年から算定基礎上限額が

段階的に撤廃されていき、老齢保険料を除いては

1980年代末に完全に算定基礎上限額が撤廃され

て以降、使用者の負担は賃金比例的になった。さ

らに、1990年代からの低賃金労働者にかかる保

険料を軽減する政策によって、使用者負担保険料

を累進的にして、高賃金階層ほど使用者負担保険

料が大きくなっている（同時に、低賃金階層の人

件費を引き下げることができる）。使用者負担保

険料の減免を社会保障財源の根本的な改革である

として重要視する指摘がみられるのは、このよう

に、賃金階層による使用者の社会保障負担の関係

を修正するものであるためである26）。次に、税財

源に与えた影響をみてみよう。使用者負担保険料

の減免分は、減免対象となる労働者以外の労働者

にかかる保険料の引き上げによってではなく、一

般予算によって補填している。フランスでは、一

定の社会保障部門にCSGを充当するという直接的

な税財源の導入に加えて、雇用政策の一環として

使用者の負担する保険料の減免にかかるコストを国

家予算に負担させる間接的な租税化（fiscalisation

indirecte）27）という新しい形の租税化がみられて

いるのである。

フランスの社会保障制度は、労使の拠出する保

険料を主たる財源とし、財源の改革も保険料率の

度重なる引き上げや算定基礎上限額の撤廃という

保険料に依拠した政策を中心としてきた（自律的

財政原則）。しかし、経済停滞により賃金と雇用

が停滞するなかで保険料収入は伸び悩み、他方で

社会保障支出は経済状況とは無関係に膨張し続け

たことで、社会保障の財政問題が顕在化した。さ

らに、保険料負担のために人件費が高騰すること

で雇用を妨げるだけでなく企業の競争力を損ない、

また、一般に高所得層に認められる資産所得や投

資益が賦課対象となっていないことで社会的公正

の点で問題があるとされた。加えて、社会保障給

付における財源の負担者（拠出者）と受給者の対

応関係についても言及され、人的適用対象が拡大

し（ほぼ）一般化の達成された給付は、非就労者、

失業者等を含めて広く財源の負担を求めることが

論理的であると考えられた。
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こうした状況のなかで、フランスは社会保障財

源に租税を導入する改革（租税化）を実行した。

租税化の中核をなしているCSGは、広範な所得を

課税対象とし、広い人口層を対象とするものであ

り、保険料率の引き下げを同時に行いながら規模

を拡大させることで上記の問題意識に応えている。

また、目的税であるため、CSGは充当先が明確で

あり、自律的財政原則に対する国家の介入を最低

限にとどめている。

さらに、CSGが、租税化の議論で触れた多様な

理由（Ⅱ2（1）①参照）を反映することで、政

策決定に影響力をもつ労使双方および政党各派の

コンセンサスを得ることにつながっているという

フランスの知恵を看過すべきではない。すなわち、

①右派および使用者はCSGが個人所得にかかるも

のであり、新たな企業負担となるものではない点

で（経済的理由）、②左派は稼働所得以外の所得

をも課税対象に含むことで社会保障負担を通じた

所得の再分配が行われる点で（社会的公正）、そ

して、③労働組合はそれまで労使が負担してきた

稼働所得との関連をもたない社会保障財源（不当

な負担〔chargesindues〕28））を、CSGが引き受け

るものとされた点で（財源の整合性）、それぞれ

CSGを好意的に評価したことが導入につながった

のである29）。

他方で、保険料にもCSG創設後から新たな改革

がみられている。低賃金労働者にかかる使用者負

担保険料に限定して保険料を減免するという措置

である。これにより、低賃金労働者にかかる保険

料よりも高賃金労働者にかかる保険料が相対的に

大きくなることにより（保険料負担の累進性）、

低賃金層の雇用を促進することが意図されている。

加えて減免分の財源は、他の賃金層にかかる保険

料の引き上げによってではなく、国家が一般予算

（税収）で補填するという間接的な租税化が生じ

ている。

以上が現時点までの総括であるが、先ごろ行わ

れた大統領選において、租税化に関連した社会保

障の財源政策が1つの争点となっていたことが注

目される。この点、当選したFran・oisHollande

（社会党〔PS〕）は、CSGと所得税を統合した新

税を打ち出す30）。ただし、詳細は明らかになって

おらず、とりわけ新税からの収入を一般財源に充

当するのか（国家管理）、社会保障収入に充当す

るのか（労使管理）が不透明なことから労働組合

の反対を生じさせている。それでも、氏の大統領

就任により、租税化は新たな局面を迎える可能性

を秘めていることを付言しておきたい。

〔付記〕本稿は、2011年度中京大学特定研究助

成費（課題番号1110614）および2012年度科学研

究費補助金（若手研究（B）：課題番号24730047）

の助成による研究成果の一部である。

注

1） フランスで「社会保障」（s・curit・sociale）と呼ば

れているのは、①社会保険（医療・出産・障害・

死亡・老齢年金・遺族の各制度）、②労災補償、

③家族手当である。失業保険や公的扶助を含むよ

り広い意味（我が国の社会保障に相当する）の場

合には、「社会的保護」（protectionsociale）と呼ば

れる。本稿では両者を区別せず社会保障と呼ぶ。

ただし、ヨーロッパ社会的保護統計総合システム

（ESSPROS）の統計に関連する限りでは社会的保

護という言葉を用い、その範囲についてはESSPR

OSに従う（脚注2）参照）。

2） ESSPROSにおける「社会的保護」が対象とするリ

スクもしくはニーズには、「疾病／保健医療、障

害、老齢、遺族、家族／児童、失業、住宅、他に

分類されない社会的排除」が含まれる。

3） これに対し、使用者負担保険料の割合が減少して

いるのは、使用者負担保険料の大きさが企業の負

担となり雇用創出を妨げているとして、使用者保

険料の軽減を認める失業対策政策がとられてきた

ことによる（Ⅲ.2.参照）。

4） ここにいう「稼働所得」とは、被用者の場合は労

務の対価をいい、独立自営業者の場合は事業から

得られる所得という。

5） 以下では、A.EUZ・BY 1996.≪ Lesimp・tsetle

financementdelaprotectionsociale≫,Cahiers
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fran・ais,n°274,pp.50ets.を参照した。

6） ただし、これらについてはそれぞれ、①国際比較

から、人件費が高いのは企業の社会保障負担が重

い国ではないことが明らかになっている、②機械

化の進んだ企業は別の負担（機械の購入・維持・

修繕にかかる費用、エネルギー費等）を負ってい

る、③労働から資本への代替は、技術進歩の影響

や投資・近代化を奨励する国の政策の影響が大き

く、人件費の影響は大きくないという反論がある

（ibid.）。

7） 同時に、世帯所得に占める稼働所得の割合が低下

し、代替所得（社会保障給付）や資産所得の割合

が増加したことも指摘できよう。1980年代には代

替所得と資産所得という2つの所得類型をあわせ

て世帯所得の40％近くを占めるに至っていた

（CONSEILDESIMP・TS1995.Lacontributionsociale

g・n・ralis・e,Quatorzi・merapportauPr・sidentde

laR・publique.1995,Directiondesjournauxofficiels,

pp.13ets.等）。

8） もっとも、1980年代に、保険料は就労者以外から

も徴収されることになった。1980年から、老齢年

金にかかる医療保険料が設けられた（基礎的老齢

年金について1.4％、補足的老齢年金について2.4

％）。また、1982年には、失業手当にかかる保険

料（1.4％）と就労者と同じ率（5.5％）で早期退

職にかかる保険料が設けられた。ただし、これら

の保険料が財源に占める割合はごく限定的なもの

にとどまっていた。

9） 参考文献［2］pp.313ets.参照。

10）「総計予算の原則」とは、国および地方自治体の

歳入歳出がそれぞれ別個に予測され、収支間の相

殺や差引をせず、そのすべてを予算に明らかにす

ることをいう。

11）A.EUZ・BY,op.cit.note5),pp.52ets.

12）課税対象の選択につき、他の税も含めた議論の詳

細は、柴田洋二郎 2002「フランス社会保障制度

における財源政策―租税代替化（fiscalisation）と

CSG―」『法學』66巻5号92頁以下。

13）CSGの導入直前には、税法上の世帯の48％が所得

税を免除され、所得水準の上位5％の世帯からの

税収が52％を占めていた （J.O.1990.Doc.

Administratifs,n°84,pp.317ets.）。

14）たとえば、1987年の賢人委員会報告書である（Liai-

sonssociales1987.Documentsn°105/87）。

15）実際には、1980年代から補助的な収入として税財

源の導入が始まったが、それらが社会保障財源に

占める割合は極めて小さなものであった。

16）法律の合憲性審査機関である憲法院（Conseilcon-

stitutionnel）は、拠出金（contribution）という名称

にもかかわらず、CSGの法的性質は租税であると

判断している（n°90-285DC）。ただし、CSGが租

税とされるのはフランス国内においてであり、ヨー

ロッパレベルでは、まさに社会保障財源に充当さ

れることを理由にCSGの法的性質は保険料である

と判断されている（CJCE,15f・vrier2000,affaire

C-169/98）。

17）参考文献［2］pp.299ets.

18）もっとも、休業補償手当には支給額の上限が設定

されているのに対し、その財源となる保険料には

算定基礎上限額がなく、賃金全額の0.75％が保険

料額となる点で、完全に論理一貫しているわけで

はない。

19）もっとも、特定の領域では、1970年代末からすで

に、使用者負担保険料の免除措置が行われてきた。

その目的は、雇用を促進し、失業を抑えることに

あった。使用者負担保険料の免除措置はまず若者、

高齢失業者、長期失業者を対象とする労働契約に

適用されたが、家族雇用や起業といった一定の活

動、さらには一定の地域圏についても行われるよ

うになっている（その概要については、参考文献

［3］pp.349ets.）。

20）なお、2007年には、超過勤務時間にかかる保険料

の減額が導入されたが（2007年8月21日の法律〔n°

2007-1223〕による）、この減額は初めて被用者負

担保険料（医療保険および老齢年金）を対象とし

たものであった。

21）A.GUBIAN,≪ Quaranteansdefinancementde

l'assurancemaladieobligatoire≫,inP.-L.BRAS

(etal.)2009.Trait・d'・conomieetdegestiondela

sant・,LesPressesdeSciencesPo.,pp.173ets.

22）もっとも、15年間で10以上の改革が行われている

ため、不安定な仕組みであるとの評価もみられる

（ibid.,p.174）。また、こうした政策により実際に

雇用が創出されたかどうか、創出されたとしても

雇用の質がいかなるものか（不安定雇用を生み出

したにすぎないのではないか）について、必ずし

も適切な評価が行われているわけではない。

23）ただし、それ以前の減免措置についてはすべてが

補償されるわけではない。たとえば、雇用促進連

帯契約（CES）、初期被用者採用（embauched'un

premiersalari・）、パートタイム雇用創出にかかる

減免措置は国家予算により補償されない。

24）参考文献［2］p.309.

25）また、現在では、一部の減免措置については社会

保障制度に租税を充当することで補償されている

（社会保障法典L.131-8条）。

26）A.GUBIAN,op.cit.note21),p.175.

27）参考文献［2］p.308.
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28）「不当な負担」については、たとえば、F.MASNAGO

1978.≪Leschargesindues≫,Droitsocial,septembre-

octobre,pp.117ets.それによれば、①非拠出制給

付の財源、②給付外の社会保障関連財源（たとえ

ば、公的医療設備費、研究費、医師の職業訓練費）、

③財政調整の財源が不当な負担として挙げられて

いる。

29）参考文献［3］pp.362ets,p.365,pp.368ets.

30）これに対し、決選投票で敗れた前大統領Nicolas

Sarkozy（国民運動連合〔UMP〕）は社会保障目的

TVA（TVAsociale）を提案していた。これは、使

用者負担の家族手当保険料を引き下げ、それによ

る減収はTVA率を引き上げて補填するものだった。

参考文献

本文中に掲げたもののほか、

［1］J.-J.DUPEYROUX (etal.)2011.Droitdelas・curit・

sociale,17e・d.,Dalloz.

［2］R.PELLET(etal.)2008.Le・onsdedroitsocialet

dedroitdelasant・,2e・d.,Sirey.

［3］B.PALIER 2005.Gouvernerlas・curit・sociale,1re

・d.≪ Quadrige≫,PUF.

（しばた・ようじろう 中京大学准教授）
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わが国の社会保障制度の基本的枠組みである国

民皆年金・皆保険は1960年代に整えられたが、

半世紀を過ぎこれを支える社会経済情勢に大きな

変化が生じ、新たな対応が求められている。政府

は、平成20年1月に社会保障国民会議を設置してこ

の議論を開始し、平成24年1月に「社会保障・税

一体改革素案」を提出した。素案では、人口構造

の変化による「社会保障制度の支え方」が改革の

必要性の最も大きな要素であると指摘されている。

イギリスは福祉改革法（WelfareReformAct）

と名のつく法律が2007年、2009年、2012年に成

立した。2007年福祉改革法では、主に障害のあ

る者を対象に国民保険から支給されていた就労不

能手当（IncapacityBenefits）および障害を理由

とした所得補助に代え、就労能力の判定を厳密に

行う雇用支援給付（EmploymentandSupport

Allowance）が設けられた。続いて、2009年福祉

改革法では、現行の所得補助を廃止し、その受給

者は求職者給付（Jobseeker'sallowance）または

雇用支援給付に移行させることとした。さらに

2012年福祉改革法では、複数の無拠出制・所得要

件つき給付および給付つき税額控除（taxcredit）

を統合し、新たにユニバーサル・クレジット

（universalcredit）を導入することを決定した。

労働党から保守党政権にわたって行われているこ
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Ⅰ はじめに

イギリスにおける社会保障給付と財源の統合化

平部 康子

特集：社会保障における財源論―税と社会保険料の役割分担―

■要約

イギリスの所得保障は、もともと国民保険制度（社会保険）が中心になるよう制度設計が行われていたが、近年

はその役割を縮小化させている。高齢時の所得保障では、一般的な公的扶助から独立して設けられた年金クレジッ

トが無年金・低年金高齢者を支える。また、私的年金の積み立てを促進する制度（国家被用者貯蓄基金）が設けら

れた。稼働年齢時の所得保障では、失業者向けの給付（求職者給付）と障害者向けの給付（雇用支援手当）につい

て、ワークインセンティブを強化するという観点から給付事由（失業・就労不能）の判断方法を社会保険と社会扶

助で統一化した結果、社会保険としての機能は縮小している。

さらに、2011年福祉改革法では、社会保障給付と給付つき税額控除のうち、所得要件のついたものをユニバーサ

ル・クレジットとして統合化した。この結果、「社会保険中心型」からますます離れ、社会保険・社会扶助・私的保

険・税法上の利益の「混合型」になった。従来は社会保険料の拠出が国民の自助努力の表れとされてきたが、混合

型への移行に従い、税投入の正当化の根拠としてこれらの給付には「ワークインセンティブ（就労への努力）」が求

められるようになっている。

■キーワード

所得保障、社会保険、社会扶助、統合化、ユニバーサル・クレジット、ワークインセンティブ



れらの改革は、特定の給付の内容変更にとどまら

ず、社会保険と税の役割を変えることにもつながっ

ている。本論では、イギリスの改革の背景および

内容を紹介し、社会保険と税の役割分担が、どの

ような理念にもとづき、どう変容しているのかを考

察したい。なお、わが国の社会保障に該当するもの

として、イギリスには所得保障（socialsecurity）、

国民保健サービス（NationalHealthService）、社

会福祉サービス（SocialServices）があるが、本

論では、改革の対象となっている所得保障に射程

を絞って論述することとしたい。

1 社会保障の制度と財源

2011－2012年度のイギリスの社会保障費予算

の歳出をみると、所得保障を中心とする社会保護

に2000億ポンド、社会福祉サービスに320億ポン

ド、保健医療に1260億ポンド、合計で3580億ポ

ンドとなっている。一方、歳入のうち、国民保険

が賄うのは1010億ポンドであり、残る3分の2以

上は税でカバーされることとなる。

個人単位での負担（社会保障に限定されない）

についてOECD諸国と比べると、平均的な所得の

単身者では、税および社会保険料の負担は収入の

25.5％、そのうち社会保険料の拠出は9.2％で、

全体の約3分の1しか占めていない。この点は、

日本・フランス・ドイツのように社会保険料で負

担全体の2分の1以上を占める国々とは対照的で

ある（表1）。

イギリスの所得保障給付は、社会保険にもとづ

く拠出制給付と、税にもとづく無拠出制給付と呼

ばれることがある。前者の給付は、国民保険

（NationalInsurance）の給付、後者の給付は、公

的扶助と社会手当に分類することもできる。国民

保険は、要保障事故（リスク）について、稼得能

力の低下や喪失につながるほぼすべて（老齢、障

害、疾病、出産、失業、労働災害）を単一の制度

に包含し、被用者と非被用者に分けることなく全

国民を対象として均一額の給付1）を行う点がドイ

ツやフランスの社会保険と異なり、ベヴァレッジ・

モデルと呼ばれてきた2）。この制度設計にあたり

ベヴァレッジは、個人の自助努力を阻害しないこ

とを重視し、国家から無料で与えられる手当より

も、拠出の見返りに給付が受けられる制度を好ま

しいと考え、私的保険が機能できるよう社会保険

による給付は最低生存費にとどめるとしていた3）。

また、社会保障（所得保障）は、社会保険・社会

扶助（公的扶助及び社会手当）・任意保険の3つ

の方法を組み合わせて行うものであり、社会扶助

と任意保険は社会保険を補完するものと位置づけ
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Ⅱ イギリスの社会保障（所得保障）の

財源と給付

表1 平均的な所得の単身者に対する所得税と社会保険料の負担割合（2010年）

所得に占める割合

全負担 所得税 社会保険料

フ ラ ン ス 27.8 14.1 13.7

ド イ ツ 39.2 18.7 20.5

日 本 20.8 7.7 13.1

スウェーデン 24.7 17.7 7.0

イ ギ リ ス 25.5 16.3 9.2

出典：TaxingWages:Comparativetables,OECDTaxStatistics(database)
http://dx.doi.org/10.1787/tax-ssc-table-2011-1-enをもとに筆者作成。



られていた。

しかし、社会保障における役割分担の「逆転現

象」が近年では顕著に現れている。給付構成とい

う観点からみると、1982年まで全給付の60％を

占めていた拠出制給付は、年々その役割を縮小さ

せ、2009年には約40％にまで低下し、無拠出制

給付4）が60％を占めるまでになった（図1）。

2 高齢時／稼働年齢時の所得保障制度とその

財源

（1） 高齢時の所得保障

高齢時の所得保障でみると、国民保険から、全

国民に均一の給付として基礎国家年金、報酬比例

部分として国家第二年金が支給される。しかし、

年金の受給権がない者や給付額が一定額を下回る

者は、世帯の所得が基準額を下回る場合には、年

金クレジット（PensionCredit）が支給される。

年金クレジットとは、2003年に一般的な公的扶

助（所得補助：IncomeSupport）から独立した形

で設けられた高齢者対象の社会扶助である。高齢

者のみを対象としていることから、詳細な資産調

査までは求められないためスティグマも所得補助

に比べて少なく、社会保険給付への「上乗せ」が

しやすいという特徴がある。

給付の財源は、基礎国家年金は国民保険の保険

料、国家第二年金は保険料および税による国庫負

担、年金クレジットは税となっている。国民保険

では、社会保障給付の受給者などは拠出をしなく

ても被保険者となることができるが、その分の国

庫負担が導入されるわけではなく、被保険者全体

で支えあうこととなっている。一方、国家第二年

金は、保険料負担のできない低所得労働者、社会

保障給付の受給者、育児・介護休業中の者のため

に税を投入している。国家第二年金は、2007年
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図1 社会保障費における拠出制給付、所得要件つき給付、その他の給付の占める割合

出典：ASurveyoftheUKBenefitSystem,InstitutionforFiscalStudiesBriefingNoteNo.13,2010,p73,
http://www.ifs.org.uk/bns/bn13.pdf
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年金法によって従前の国家報酬比例年金（SERPS）

に代わって設けられたものである。所得に比例し

た給付を行うが、収入が少ない者であっても一定

額の所得があったものとして取り扱うため、低所

得者に手厚い給付が支給できるようになった。

このほか、社会保険ではないが、私的年金の積

み立てを促進する制度がある。イギリスでは報酬

比例部分は完全な強制加入ではなく、職域年金や

適格個人年金やステークホルダー年金に加入して

いる者は、国家第二年金の適用除外を受け、国民

保険制度（報酬比例部分）に払い込んだ保険料相

当分が払戻保険料として支払われる。また、この

ような制度に加入できない中・低所得者向けに、

国家被用者貯蓄基金 （NationalEmployment

SavingTrust）という個人勘定制度を2008年から

導入し、労使の拠出（被用者4％、使用者3％）

のほか、国による拠出（1％）を行っている。基

礎国家年金と異なり国家第二年金に税が投入され

るのは、適用除外を認めているため、私的保険の

利用しない（できない）者の間でのみ低所得者と

の「連帯」を求めるのは不公平であるとの判断が

あるためと考えられる。

また、基礎国家年金の水準は低く設定されてき

たため、所得を補足する年金クレジットを必要と

する年金受給者の数は少なくない（2005年度は

329万人）。つまり、社会保険による所得保障は

限定を設けて行い、比較的容易に税を財源とした

社会扶助の方法に高齢者の所得保障を委ねるとい

う構造をとっているといえよう。

（2） 稼働年齢時の所得保障

若年低所得者の場合、国民保険給付に拠出制求

職者手当（Contribution-basedJobseeker'sAllow-

ance）および拠出制雇用支援手当（Contribution-

basedEmploymentandSupportAllowance）が設

けられている。保険料の拠出要件等を満たさずこ

れを受けられない場合には、社会扶助として、所

得要件つき求職者給付（Income-basedJobseeker's

Allowance）、所得要件つき雇用支援給付（Income-

basedEmploymentandSupportAllowance）、所

得補助が用意されている。前者の拠出制の給付は

国民保険料、後者の社会扶助は税を財源にしてい

る。また、働いていても生活を支える賃金が得ら

れない世帯のために、給付つき税額控除である就

労タックスクレジット（WorkingTaxCredit）も

導入されている。

求職者手当は、保守党（メージャー）政権時に、

長期失業者の福祉依存を解消するために1995年

求職者給付法にもとづき導入された給付であり、

異なる条件で運用されていた国民保険の失業手当

と失業者向け所得補助を一元化させた。これによっ

て、国民保険からの給付（拠出制求職者給付）の

支給期間は1年から6ヶ月（26週）に短縮され、

25歳未満向けの額（25歳以上より低額）が新設

され、求職者協定の締結が義務づけられた。

雇用支援手当（employmentandsupportallow-

ance）は2008年に就労不能給付に代わって導入さ

れた給付である。障害による就労不能な者への所

得代替という目的は同じであるが、ワークインセ

ンティブを強化するために、給付要件の「就労不

能」の判定について、従来医師（一般医）の就労

不能判定を重視していたものを、ジョブセンター

プラスによる13週間にわたる就労能力評価が加

わった。判定前は、給付額が少ない（所得補助と

同額）基礎給付のみが支給され、判定後は障害に

応じて2つに区分（WorkRelatedActivityまたは

SupportGroup）された付加給付が支給される。

この新給付を設けた結果、就労不能に対応する所

得保障給付は、すでに行われてきた失業者への所

得保障給付とほぼ同じ構造をもつことになった。

稼働年齢の所得保障についてみると、社会保険

による給付と税による給付とでは、高齢者の所得

保障に比べて厳しい資産調査という要件がある点

は異なる5）が、給付事由の判断方法を統一するこ
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とによって、社会保険と公的扶助の境を少なくし

ている点に特徴があるといえよう。 しかし、両

者の境界が小さくなったというのは、社会扶助の

垣根が低くなったのではなく、社会保険給付の入

り口が厳しくなったことを意味すると思われる

（図2）。つまり、実質的には社会保険給付の独自

の機能が縮小したといえよう。

1 改革の背景―イギリスの社会保障給付およ

び財源の体系の問題点

2010年に新政府は白書（UniversalCredit：

welfarethatworks）を公表した。白書では、政

府の目指す社会保障の内容として、①社会で最も

弱い立場の人々を支え続けつつ、②「公平」「負担

可能affordable」「貧困と福祉的依存を解消する」

ことを挙げている。

同年に審議会（theBudgetandSpendingReview）

は具体的な提案を行った。この中で、勤労世帯の

税引き後所得の中央値より多くならないよう、世

帯全体の福祉給付に上限を設け、就労可能な年齢

の人々を対象にユニバーサル・クレジット

（universalcredit）を新設することなどが提案さ

れている。

改革が提案される理由には、現行制度には、第

一に複雑な給付体系、第二に就労へのインセンティ

ブという問題があることが指摘されている。第一

の点では、現行の社会保障給付は、特定ニーズに

対応して焦点化した給付を支給するという方法を

とっている。このため、イギリスでは基本的給付

だけでも約30種類の給付があり、これに付加給

付などが加わる。さらに、これらの給付ベースは

個人であったり世帯であったりし、目的・種類・

額・要件（判定方法）・財源が錯綜した複雑な給

付体系となっている。また、実施機関が複数にわ

たっているため、利用者には理解および利用が難

しく、事務コストもかかる（表2）。第二の給付

要件と就労との関係をみると、基本的ニーズを満

たす給付を受けている場合だけでなく、就労タッ

クスクレジットの場合でも要件で定められた最低

限の時間（16時間）だけ働くケースが多く見ら

れ、就労へのインセンティブが阻害されやすいこ

とが指摘されている。

この結果、2010年時点では、稼働年齢人口の4

人に1人が就労しておらず、そのうち260万人は

社会保障給付を5年以上受けていることが報告さ

れている6）。また、財政面でみると、稼働年齢の

者を対象にした社会保障給付と就労タックスクレ

ジットの合計は1996年度で520億ポンド、2009年

度で740億ポンドと増大している。厳しい経済状

況の影響も大きいが、社会保険給付の範囲を引き

締め、税による給付（社会扶助、給付つき税額控
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Ⅲ 2011年福祉改革による社会保障給付・

財源の統合化

図2 現行の社会保障給付の要件におけるワークインセンティブの程度

出典：DWP,UniversalCredit（2010）,p.25をもとに筆者が加筆。

ワ ー ク
インセン
テ ィ ブ

条 件 対 象

積極的な求職
（積極的な求職およびいつでも
職につける状態にあること）

下記以外の拠出制・無拠出制求職者給付の申請者
（夫婦で給付を請求する場合も、両者がこの要件を満たさなければ
ならない）

参加
（2週間に1度、就労支援の面談を
受ける）

所得補助（7歳以下の子のいるひとり親が請求する場合）
雇用支援手当（WorkRelatedActivity：重度でない障害者グループ）
拠出制・無拠出制求職者給付の申請者の配偶者（子のいる場合）

条件なし
雇用支援手当（SupportGroup：重度障害者グループ）、
年金クレジット（最低保障クレジット）
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除）にワークインセンティブを取り入れた従前の

改革の成果は出ていない。また、保守党新政府は、

稼働年齢層における非就労人口の拡大について、

財政的影響とともに、短期・長期の社会的影響に

ついても指摘している7）。日本が、給付を受ける

高齢者と財源の負担をする稼働年齢の者との世代

間の公平を問題視しているのに対し、イギリスは、

稼働年齢層における給付を受ける者と負担をする

者との公平を見直そうとしていることが分かる。

2 ユニバーサル・クレジットとは何か

ユニバーサル・クレジットとは、社会保障給付

とタックスクレジット（給付つき税額控除）のう

ち、所得要件のついた給付を統合したものである。

具体的には、所得補助、無拠出制求職者給付、無

拠出制雇用支援給付、住宅手当、児童タックスク

レジット、就労タックスクレジットが対象となる。

世帯の状況によって基準額が決定され、この基準

額と世帯の所得とみなされる算定額との差額がユ

ニバーサル・クレジットの支給額となる。基準額

は、世帯員の人数や年齢が基礎となるが、障害、

介護責任、住居費用、児童を理由として加算が行

われる。給付の要件は、①18歳から年金クレジッ

ト受給年齢8）までであること、②保有する資産が

16,000ポンド以下であること（所得補助と同額）、

③週当たりの収入が一定額以下であること（世帯

状況や障害の有無などによって異なる）、④さら

に、申請者およびその配偶者は求職等にかかる条

件（conditionality）を満たさなければ給付の一部

停止まるいは全部停止が行われる。

各給付を統合化すると同時に、従来の給付要件

のワークインセンティブを統一的に強化した仕組

みが導入されている。まず、所得要件については、

就労による一定所得（世帯の条件によって控除の

額は異なる）を控除した上で、単一逓減基準

（singletaper）を用いて所得の上限を決定する。

例えば、2人の子をもつひとり親世帯の場合、週

あたり600ポンド（年間9000ポンド）まで就労に

よる収入の65％だけを収入とみなすこととし、

世帯の所得の合計が増えるようにする。就労可能

になったり、就労時間が増えたりした者の賃金増

加分が世帯の所得の増加に繋がる仕組みとなって
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表2 社会保障給付と機能・実施機関

給付名 機能 財源 実施機関

所得補助、
求職者給付
雇用支援手当

所得の代替
税
国民保険（拠出制）／
税（所得調査つき）

ジョブセンタープラス

住宅手当
カウンシル税給付
（CouncilTaxbenefit）

家賃の補助
カウンシル税の補助 税（国・地方政府） 地方政府

障害者・介護者への給付 付加的ニーズ 税
ジョブセンタープラス
年金・障害者・介護者
サービス

児童手当
児童タックスクレジット

児童のいる親への支援
（＋低所得世帯）

税 歳入関税庁

就労タックスクレジット
低賃金労働者への賃金
補助、保育料援助

税 歳入関税庁

基礎国家年金
国家第二年金
年金クレジット

所得の代替
国民保険
国民保険および税
税

年金サービス



いる（図3）。また、求職等にかかる条件につい

ては、ひとり親か否か、障害の程度、介護・育児

責任（子の年齢、数）の程度などに応じた基準が

ある（図4）。ただし、従前の就労履歴が良好で

あれば、以前と同内容・同賃金以上の職に限定し

て求職活動をすることが就労アドバイザーの裁量

で認められる。また、就労アドバイザーは、求職

等にかかる条件を個人の事情に合わせて修正する

ことも認められている。例えば、5歳以上13歳未

満の子やそれ以上の年齢で特別な養育ニードをも

つ子がいる場合子の在校時間にあわせるために、

就労能力の制限はないが定期的な治療をしている

者は治療等のために、条件を緩和することが認め

られている。
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図4 ユニバーサル・クレジットの求職等にかかる条件の程度

注：「一定年齢」の具体的内容について政府は「5歳から12歳の間」としているが、2012年3月時点では決定されてい
ない。

出典：CPAG,factsheet:UniversalCredit（2012.2更新）
http://www.cpag.org.uk/universalcredit/CPAG_universalcredit_factsheet_0212.pdfをもとに筆者作成。

ワ ー ク
インセン
テ ィ ブ

条 件 対 象

積極的な求職 下記以外の者

就労の準備
（スキル評価や面接訓練への参
加、職業訓練等の受講、職場体
験や実地訓練への参加）

疾病や障害により就労能力に制限がある者（WorkRelatedActivity
Groupなど）
一定年齢（注）以上の子のいるひとり親、または夫婦の場合主たる
育児担当者

参加
（定期的に就労支援の面談を受
ける）

1歳以上一定年齢（注）未満の子のいるひとり親、または夫婦の場
合主たる育児担当者

条件なし
重度障害者（supportgroup）
1歳未満の子のいるひとり親、または夫婦の場合主たる育児担当者
重度障害者に対して定期的かつ実際の介護責任を負担する者

図3 2人の子をもつひとり親世帯の所得上限の例

出典：DWP,UniversalCredit,2010,p.15
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社会扶助と給付つき税額控除といった元の給付

の財源を用いるため、ユニバーサル・クレジット

の財源は税である。雇用年金省と歳入関税庁とい

う2つの機関に入る資金を利用することになるが、

単一の支払いシステムを通して一元化し、受給者

に給付が支払われる仕組みとなっている（図5）。

イギリスの社会保障制度において、社会保険は

すべての人を対象として社会的リスクのほぼすべ

てを網羅する中核的な役割を、社会扶助は貧困者

の最低生活を支えるため、私的保険は余裕のある

人がよりよい保護を受けられるようにするため、

補完的な役割を担うことが当初の制度設計では予

定されていた。しかし、サッチャー保守党政権の

もとで、増大する社会保険支出に対して税を投入

してそれを支えることは行われず、社会扶助と私

的保険の役割が拡大するようになった。社会保障

全体でみると「税」を投入している点では、フラ

ンスやドイツなどと同じであるが、これらの国々

が社会保険の連帯を維持するために税を投入した

という意味で「租税代替化」であるのに対して、

イギリスは社会保険ではなく社会扶助に税を投入

したという違いがある。

さらに、ブレア労働党政権下では、就労しなが

ら受ける給付（in-workbenefit）として給付つき

税額控除（taxcredit）が導入された。タックス

クレジットは、老齢・障害・失業などの伝統的な

リスクになかった、自営、低賃金労働、非典型的

雇用から生じる所得喪失などの新しいリスクに対

応するものである。この点も、フランスやドイツ

が上記の問題を社会保険の中で解決するために社
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Ⅳ おわりに―「イギリスの社会保障給付

および財源の特徴

図5 ユニバーサル・クレジットの財源調達の仕組み



会保険の被保険者資格などを修正する方法をとっ

たのに対し、イギリスがまったく異なる対処方法

をとったことが理解できるであろう。イギリスは

国民保険（基礎国家年金および国家第二年金）の

被保険者資格を拡大してはいるものの、給付水準

が低く抑えられているため、実質的には給付つき

税額控除が果たす役割の方が大きい。

結論としては、イギリスでは、社会保険を基礎

にした給付から、社会扶助・私的保険・税法上の

利益との「混合化」が進んだといえよう。この混

合型社会保障をAdlerは「雇用モデル」と呼んで

いる9）。ユニバーサル・クレジットは、所得要件

つきの給付に限られるが、混合型・雇用モデルが

さらに強化されたものといってよいだろう。

ベヴァレッジは社会保険への拠出を国民の自助

努力の形の一つと考え、この負担ゆえに社会保障

給付の受給を正当化するものとしていたが、無拠

出制給付の役割が増大した現在のイギリスでは、

就労への努力（ワークインセンティブ）がこれに

代わるものになっていると思われる。わが国で、

社会保険の拡大という方法以外で税を投入し、新

たなリスクや対象に接近しようとする場合、受給

者側の正当化根拠としての「ニーズ」だけでなく、

負担する者への正当化根拠も十分に検討すること

が必要であることが示唆されよう。

注

1） ただし、被用者を対象にした所得比例の国家第二

年金（statesecondpension）もある。

2） ベヴァレッジが提案した国民保険は、国民に均一

の保険料を課し均一の給付を行うものであった。

しかし、1950年代後半から所得比例年金制度が導

入され、1979年には失業給付や疾病給付の報酬比

例部分が廃止された結果、現行では所得に応じた

拠出・均一給付という形になり、純粋なベヴァレッ

ジ・モデルからは変化した内容となっている。

3） 嵩さやか『年金制度と国家の役割』、東京大学出

版会、2006年、76－91頁。

4） 所得要件つきの給付と所得要件のない給付の両者

を含む。

5） 求職者給付および雇用支援手当では、所得制限が

あり、16,000ポンド以上の資産があると受給でき

ない。年金クレジットは、所得制限という形では

なく、6000ポンド以上の資産について、500ポン

ドごとに1ポンドの収入とみなし、世帯ごとに決

定される基準額から収入を差し引いて受給額を決

定する。

6） DWP,UniversalCredit,2010,p11

7） 短期的には受給者の福祉依存、長期的には非就労

世帯の「児童の貧困」という点で、社会にマイナ

スの影響を与えるとしている。DWP,Universal

Credit,2010,p11

8） ユニバーサル・クレジットが施行される2013年10

月の時点では61歳であるが、年金受給年齢の引き

上げにあわせて、2018年までに65歳まで段階的に

引上げられる。

9） MichaelAdler.2004.p95．
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第二次世界大戦にスウェーデンは参加せず、そ

のため戦争による大きな被害を避けることができ

た。戦後、これを出発点として、スウェーデンは

福祉の充実をはかり、急速に福祉国家建設を進め

ていった。その根底にあった理念は「国民の家

folkhemmet」と呼ばれ、いわばすべての市民が平

等で、協力し助け合う国を理想とする。これに基

づき形成されていったスウェーデンにおける福祉、

つまりスウェーデン型福祉の特徴は、すべての市

民を対象に、公的資金による平等なサービスが提

供されることを原則とする点にある。この原則に

よるなら、国民は納税者として高負担を引き受け、

その代わりに高い水準の福祉を保障されることに

なる。スウェーデン型福祉は、しばしば「高福祉

高負担」と形容されるように、福祉と負担は切り

離して考えることのできない組み合わせと言えよ

う。

実際の福祉サービス提供においては地方自治体

が中心的な役割を果たしている。このことを念頭

におきながら、本稿では、社会保障の諸制度につ

いて、その提供およびそのための負担がどのよう

に分担されているのかを明らかにする。全体の構

成は、およそ次のようになる。前半では、スウェー

デンにおける社会保障がどのように区分され、国

と地方自治体との間でどのように分担されている

かを整理する。ここではとくに、分担の線引きと

なる社会保険の役割と財源について整理すること

となる。社会保険料を誰が負担するかについては、

これまでさまざまな議論があり、その中には負担

のあり方についてスウェーデンにおいて留意され

てきたと思われる点をいくつかうかがうことがで
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分権国家スウェーデンにおける社会保障の財源確保

木下 淑恵

特集：社会保障における財源論―税と社会保険料の役割分担―

■要約

スウェーデンでは、福祉は、すべての市民に平等に公的資金により提供されてきた。国と地方自治体の間には、

現金給付を国、保健・医療サービスを広域自治体（ランスティング）、その他の福祉サービス全般を基礎自治体（コ

ミューン）が担当するという明確な役割分担が存在する。サービスの財源は基本的に税であり、現金給付の財源は

項目により税または使用者を主とする社会保険料である。負担の配分において公正さや正当性などの視点が過去に

提示されてきた。一方、自治体の歳入の約3分の2は地方税であり福祉サービスの提供を支えている。自治体には課

税権と税率の決定権があり、自らの財政について自主性を認められている。また、自治体間のサービス格差を回避

するため国庫補助金を加えた自治体間での財源調整制度がある。それと同時に自治体は均衡予算の実行も求められ

ており、財政面では権限や自主財源にともなって自治体経営の責任を負っている。

■キーワード

スウェーデン、社会保障財源、地方自治体



きる。後半部分では、地方自治体の制度について

財政状況をも合わせて検討し、自治体の役割と、

それを果たすための財源は、どのように調達され

ているのか財源確保の制度と実態を考察する。

1 スウェーデンにおける社会保険

スウェーデンに各種の社会保険制度が置かれる

ようになったのは、1910年代のことであった1）。

1914年には国民年金法が成立した。続いて1916

年には労働災害保険が決定されたほか、1919年

には疾病保険が提案された。これらは、いずれも

原則として全国民を対象として始められた。普遍

主義による福祉の出発点であったと評価できよ

う2）。

その後も、社会保険socialf・rs・kringは、基本的

に、対象としてすべてのスウェーデン国民を念頭

において発展してきた。2001年からは、スウェー

デンで居住し又は働く者すべてが社会保険の対象

として含まれることになっている。

主な対象となるのは、子どものいる家庭、ハン

ディキャップのある者、また、病気、労働災害お

よび高齢のときであり、そのような条件にあては

まる国民に、手当てまたは所得保障という形で現

金給付を行い、経済的保護を与えている3）。背景

には、一定の負担金または税を支払う義務を果た

すことにより、必要とするときに社会福祉の一部

を得る権利を手にするという考え方があり、制度

の主な目的は、国民に、生活における一定の安心

を保障することである4）。給付に所得制限を設け

ず、所得の一定割合を保障する形が基本である。

今日では、 社会保険は社会保険事務所

f・rs・kringskassan、年金と高齢者および遺族への

手当て等は年金庁pensionsmyndighetenが運営して

いる。狭義では、社会保険庁の担当する部分のみ

を指して社会保険と称することもある。ただし、

いずれにせよ「社会保険」に含まれるものは、事

実上担当の官庁によって区別されているとみられ、

後に述べるように、そのなかには税金のみで運用

されているものも少なくない。

スウェーデンで社会福祉の整備が本格的に始まっ

たのは戦後であるが、この時期に長期政権を担当

し、その牽引役となった社会民主党のプログラム

には、20世紀以降、社会保険の役割について、

つねに一定の記述がみられる。後に述べるように、

福祉が急速に整備されるのは1960年代から70年

代にかけてであるが、その直前にあたる1960年

のプログラムでは、社会保険について、「労働の

または稼ぐ力が減退したとき、そして稼ぎ手の死

亡時に、すべての市民に安心を準備する」5）と形

容されている。所得保障、より広くは安心を与え

る役割に対する期待がうかがわれ、それが今日に

続いていることが見て取れる。

一方、医療と高齢者介護などの福祉サービスに

ついては、伝統的に保険の対象とは考えられず、

国または自治体の社会的責任の一部として考えら

れてきた6）。したがって、財源も、基本的には一

般税（地方税）によりまかなわれることとされて

きた。

そして、社会保障のうち、基本的に医療や高齢

者介護などの福祉サービスは自治体が、社会保険

と年金といった現金給付は国が担当している。

2 社会保険の財源とその推移

社会保険制度がおよそ国民全体を対象として設

計されていることから、いわゆる社会保険料と税

との相違は、必ずしも明確ではない。しいてあげ

るなら、強制的な社会保険料と税の相違は、前者

が特定の給付と結びついていることに求められよ

う7）。

社会保険の支出は、2010年には、過去30年間

で最も低いものの、GDPのおよそ6.2パーセント

にあたる8）。
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既に述べたとおり、福祉サービスについては基

本的に税金でまかなわれる。一方、社会保険のた

めの財源については、税金と社会保険料との比重、

また後者のなかでは誰がどのくらい支払うかは常

に一定というわけではなく、時代によりさまざま

に変化してきた。

年金、疾病および失業保険における財源内訳は、

1960年から1990年までの間に、被用者の負担割

合が45パーセント（1960年）から9パーセント

（1975年）、4パーセント（1990年）へと減少する

一方、使用者の負担割合が10パーセント（1960

年）から、45パーセント（1975年）、81パーセン

ト（1990年）へと増加する形で推移してきた。

また、一般税は、1975年までは44パーセント

（1960年）、45パーセント（1975年）とほぼ一定

であるが、1990年には15パーセントへと大幅に

減少している9）。使用者からの社会保険料がしだ

いに重要性を増していったことがうかがわれる。

スウェーデンにおける福祉政策は、1960年代

から1970年代に急速に進んだが、この数値から

は、そのような歴史を反映して、社会保険制度も

拡充し、それにともない使用者の財政的負担が大

きくなっていったことがわかる。たとえば、

1960年には新しい年金制度が導入されたが、こ

れは全面的に使用者の社会保険料負担でまかなわ

れた10）。また、1970年代半ばからは、疾病保険は

使用者の支払う社会保険料が主な財源となった11）。

1990年代には、社会保険は、使用者、被用者

のそれぞれが支払う社会保険料と一般税等により

まかなわれた12）。社会保険の歳入全体に占める一

般税の割合は、1991/92年には27パーセントであっ

たが、1994/95年と1995/96年には約38パーセント

にまで上昇した。この時期には使用者および被用

者の社会保険料が微増であったことと比較すると、

これは、急速な拡大と言うことができよう13）。こ

のように拡大した要因は、大部分が失業保険であ

り、そのほか影響を与えた項目として、住宅補助、

援護者補償金があげられる。しかし、1990年代

後半には、一般税が全体に占める割合は20パー

セント前後にまで低下した。

2011年に社会保険および手当ての財源として

得られた歳入の内訳をみると14）、16項目のうち、

社会保険料が投入されるのは、「その他」を含め

た5項目のみに限定されている。すなわち、「両

親保険」、「疾病保険」、「活動補助金」および「労

働災害補償金等」である。このうち両親保険は社

会保険料のみが充てられる。ほかの3項目はいず

れも税金が加えられるが、金額の規模において社

会保険料が全体のかなりの割合を占めている。

社会保険料率の推移をみると、使用者の社会保

険料は、ほぼ31～ 32パーセント台を維持してい

る。老齢年金の保険料は、使用者は被用者一人当

たり10.21パーセントを負担している。一方、年

金権を有する被用者が老齢年金のために支払う保

険料率は7パーセントである15）。老齢年金は、所

得保障年金と積み立てによるプレミア年金の二つ

の部分から成り立つが、それを合わせて財源をみ

ると、半分近くを使用者の社会保険料が占めてい

る16）。今日においても、社会保険の財源において、

使用者からの社会保険料は重要な役割を果たして

いる17）と言えよう。

3 負担に対する考え方 1990年代の議論から

社会保険の財源をどのように調達するかについ

ては、過去にさまざまな議論が行われてきた。そ

のなかから、負担の配分を決定するにあたり、重

視されてきたことの一端をうかがうことができる

かもしれない。1990年代の負担をめぐる議論に

ついて、ショーベリは以下のような視点を提示し

ている。

2001年から新しい年金制度が導入されたが、

それに先立つ議論の中では、「社会福祉のコスト

を社会でどのように分担するか」が、将来福祉制

度の改革を行うときに選択肢を提示するにも、さ

海外社会保障研究 Summer2012 No.179
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まざまな社会福祉政策を検討するにも、その正当

性を示すうえでたいへん重要であると認識され

た18）。そして、その正当性を確保するには、得ら

れる給付または保障と負担との間に、公平で合理

的な関係がなければならない19）。

社民党の1996年党大会では、社会保険の財源

に関する議論の中で、労働者による社会保険料の

支払いの問題が扱われた。それによると、労働者

の社会保険料の支払いとは、伝統的なスウェーデ

ン社会福祉モデルからの逸脱であるとされた。ま

た、ここでは、財源問題の解決は、多少なりとも

方法が「公正 r・ttvis」であると、社会のさまざ

まなグループから理解されるかどうかにも留意し

なければならない旨が指摘されている20）。

その一方で、年金制度改革にあたり、被用者の

社会保険料の導入について、年金制度における社

会保険料と給付の関係が明確になり、それにより

自分に課された負担の目的が理解されたら、人び

との支払う意欲が高まるであろうことが指摘され

ている21）。

とはいえ、使用者による社会保険料は、価格値

上げや賃金引下げといった形で、結局は顧客や被

用者に負担が転嫁されることになり、間接的には

被用者も負担することになるとも考えられる22）。

そして、被用者は、社会保険料としての負担は大

きくないとしても、最終的には社会保険に使用さ

れることになる税金を支払っており、これらを合

わせた負担は決して軽微ではないと考えることも

できる23）。

このような見解からは、少なくとも、公正さを

背景に、社会の中で広く合意を調達しようとする

姿勢を見ることができる。これは、負担と給付の
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表1 社会保険財源の内訳（2010年）

収 入

保険料 国からの資金 その他 合 計

両親保険 27,079 － － 27,079

児童手当 － 23,978 － 23,978

住宅手当 － 3,723 － 3,723

介護手当（障害者の親に対して） － 2,945 － 2,945

一人親家庭の子どもに対する手当 － 2,420 1,499 3,919

疾病保険 74,574 14,941 － 89,515

ランスティングへの補助金 － 1,000 － 1,000

歯科診療 － 5,103 － 5,103

国際的な状況での医療 － 618 － 618

障害者所得補償金 － 1,317 － 1,317

活動補助金 16,157 698 － 16,855

労働災害補償金等 8,370 48 46 8,464

自動車利用補助金 － 285 － 285

援護者補償金 － 19,096 4,309 23,405

住宅付加手当 － 4,834 － 8,464

その他の補償金 17 71 5 92

合 計 126,197 81,077 5,859 213,132

（単位：100万クローナ）

出典：F・rs・kringskassan,"Socialf・rs・kringenisiffror2011"
注）社会保険事務所が担当する項目が対象。



関係を明確にすることで、負担する者の負担に対

するより積極的な意思を引き出すことができると

の指摘と合わせて、社会保険のみならず社会保障

全般の負担にもあてはまるものと考えられよう。

1 地方自治体の全体像

（1）種類と規模

全国は、基本的に、広域自治体のランスティン

グlandstingまたはレギオンと基礎自治体のコミュー

ンの二層の自治体から成り立っている。

今日、広域自治体として17のランスティング

と4つ（ゴットランドGotland、ハーランドHalland、

スコーネSk・neおよびヴェストラ・ヨータランド

V・straG・taland）のレギオンがある。人口規模は、

最小のゴットランドが5万7327人、最大のストッ

クホルムが208万7902人である24）。レギオンは、

基本的にはランスティングと等しいと考えること

ができるが、文化、僻地へのサービスなど国の事

務を一定程度引き継ぐ点で、本来のランスティン

グよりも担当分野が広い。

コミューンは全国に290ある。人口規模では、

最小は2437人のビュールホルムBjurholm、最大は

86万3110人の首都ストックホルムStockholmであ

る25）。徴税力もコミューン間で大きな開きがある26）。

徴税力が最高なのは、ダンデリードDanderydで住

民一人当たり31万8288クローナである27）。平均は

住民一人当たり17万6054クローナであり、ダン

デリードは平均よりも81パーセント高いことに

なる。全体では、85パーセントのコミューンが

住民一人当たり14万～18万クローナの間にあり、

20万クローナを超えるコミューンは14、さらに

30万クローナを越えるのはダンデリード1箇所と

いう分布になっている。

このようなデータから、スウェーデンにおける

自治体は、人口規模においても徴税力においても、

決して一様ではないことがわかる。
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Ⅲ 社会保障における地方自治体の

役割と財源確保

表2 社会保険料率の推移（2004～2010年）

社会保険料率 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

老齢年金 10.21 10.21 10.21 10.21 10.21 10.21 10.21

遺族年金 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7

疾病保険

使用者 11.08 10.15 8.64 8.78 7.71 6.71 5.95

自営業者 11.81 11.12 9.61 9.61 7.93 6.93 6.04

両親保険 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2

労働災害保険 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68 0.68

労働市場保険

使用者 3.7 4.45 4.45 4.45 2.43 2.43 4.65

自営業者 1.16 1.91 1.91 1.91 0.5 0.5 2.11

一般賃金保険 3.13 3.07 4.4 4.4 7.49 7.49 6.03

使用者合計 32.7 32.46 32.28 32.42 32.42 31.42 31.42

自営業者合計 30.89 30.89 30.71 30.71 30.71 29.71 28.972

（単位：％）

出典：F・rs・kringskassan,"Socialf・rs・kringenisiffror2011"
注）使用者と自営業者の保険料率が異なる項目のみ、区別して記載した。



（2）活動の範囲

自治体の活動には、大きく2種類がある。1つ

は、法律で国から課せられた業務である。これを

行うのは自治体の義務であり、福祉関係の法律や

学校法などにより定められている。

もう一つは、権限として可能な活動である。た

とえば、コミューンが成人教育や図書館運営を行

うのは義務に属するが、余暇活動や文化活動を行

うのは権限にあたる28）。これについては、コミュー

ン法の第2章に規定されており、自治体の区域また

はメンバーに関する「一般の利益allm・ntintresse」

（第1条）にかかわる問題はおよそあらゆること

がその対象となる29）。例外は、法律で他の公的機

関に課せられているものである。後に述べるよう

に、地方自治体の担当する分野は基本的に定まっ

ている。しかし、「権限として可能な活動」は、

自治体の自発的な活動を促しているものと思われ

る。

（3） 財政

① 歳入内訳

地方自治体にとって最も重要な収入源は地方税

である。2010年、コミューンでは、税収が66パー

セントで収入源のうち最大の割合を占める。国庫

補助金は2番目で15パーセントである。同じ特徴

はランスティングにも見られる。同じ年、税収は

70パーセントで最大である。国庫補助金は9パー

セントである30）。スウェーデンの自治体の財政は、

税収を中心に成り立っていると言えよう。

② 歳出内訳

2010年、コミューンでは、割合の大きい順に、

教育関係（就学前教育、基礎学校、高等学校他）

が全体の42パーセントを占め、以下に高齢者福

祉19パーセント、障害者福祉11パーセント等と

なっている。ランスティングは、保健・医療（歯

科を含む）が83パーセントを占める31）。コミュー

ンは福祉サービスを、ランスティングは保健・医

療をそれぞれ中心となって担当している状況をこ

こにうかがうことができる。

2 社会保障における役割分担

国と自治体の役割分担については、伝統的に、

「ものごとは、それに関係する人びとの近くで決

めるのがよい」と言われてきた。ペタションは、

1974年に定式化された5つの原則を示しているが、

そのうちには、これに通じる2つが含まれてい

る32）。1つは、「業務は、その決定に直接関係する

人びととの関係では、必要以上に高次の決定レベ

ルにおくべきではない」33）であり、もう1つは、

「その土地に関する知識と特定の詳細な知識が重

要な要素として必要な業務は、分権化されるべき

である」である。こうした原則を背景として、自

治体とくにコミューンを中心として役割分担を決

定する傾向があったと考えられる。

実際のところ、国と自治体との役割分担のバラ

ンスは、時代とともに変化してきた。

ペタションによると、1950年以後のスウェー

デンは、大きく3つの時期に分けて考えることが

できる34）。

1965年までは、国と自治体（ランスティング

およびコミューン）は、支出は緩やかな増加傾向

にあったものの、規模はほぼ同じであった。

1965年から75年までの間には、国には大きな

変化はなかったのに対し、ランスティングおよび

コミューンは急速に拡大した。これはちょうど福

祉が急速に拡充された時期にあたり、医療、児童

福祉、学校教育などの分野にサービスの拡充がみ

られる。

しかし、1980年前後からこの拡大傾向は緩や

かになり、公的部門の支出は減少ないし横ばいへ

と転じた。ただし、国と地方の役割分担は基本的

には変化せず、公的活動の中心は自治体にある。

スウェーデンでは、基本的に、福祉はコミュー
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ンが、保健・医療の分野はランスティングが担当

し、直接提供するという方式がとられてきた。こ

れは、上に紹介した考え方に添っている。このよ

うに、福祉サービスは、その分野によってコミュー

ンとランスティングの間で担当が振り分けられ、

一方、国は、既にみたように、給付に関わる領域

を担当する。したがって、国とコミューン、ラン

スティングとの間で、基本的に担当事務の重複は

回避されている。

ただし、分野によらず、全国に適用される計画

や方針の決定、立法等については国が行うのであ

り、その点では、コミューンもランスティングも、

国の決定にしたがいサービス提供を行うことにな

る。

3 財源確保のしくみ

（1）財源調達の具体的しくみ

主な収入源となる地方税は、個人の勤労所得に

対する所得税であり、すでにみたように、自治体

歳入の大きな割合を占める。

スウェーデンの憲法にあたる統治法regerings-

formenでは、「コミューン35）は、その事務の運営

のために税を課すことができる」（第14章第4条）

とあり、自治体の課税権を認めている。自治体に

は税率の決定権もあり、それぞれの議会で決定さ

れる。このようなしくみのため、税率は自治体に

よりさまざまである。そして、この税率は課税所

得の多少にかかわらず一律である。なお、徴税は

国によって行われ、自治体にはその後に分配され
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A

B

C

D
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F

A － 税 66%

B － 一般国庫補助金 15%

C － 特別国庫補助金 15%

D － 手数料等 6%

E － 賃料、販売収益 4%

F － その他 5%

A － 税 70%

B － 一般国庫補助金 9%

C － 特別国庫補助金 3%

D － 手数料等 3%

E － その他 6%

F － 薬剤改革のための補助金 5%

出典：SverigesKommunerochLandsting,"Kortom
Kommuner,landstingochregioner",2011,s.7,
SCB, kommunernas och landstingens
r・kenskapssammandrag samtbearbetning av
SverigesKommunerochLandsting.

出典：SverigesKommunerochLandsting,"Kortom
Kommuner,landstingochregioner",2011,s.14,
SCB, kommunernas och landstingens
r・kenskapssammandrag samtbearbetning av
SverigesKommunerochLandsting.

図1 コミューンの歳入内訳（2010年） 図2 ランスティングの歳入内訳（2010年）



る。

2012年度についてみると36）、290のコミューン

のうち、税率を引き上げたコミューンは64、反

対に引き下げたコミューンは6であった。最も低

い税率はヴェリンゲVellingeの28.89パーセントで

あり、最も高いのはホフォースHoforsの34.32パー

セントである。平均すると、コミューンとランス

ティングの税率の合計は31.60パーセントとなっ

ている。

税に関するこのような自治体の権限は、スウェー

デンにおける地方自治の柱の1つとされている37）。

とはいえ、自治体が国からの統制を受ける局面は

たびたび見られる。1970年代には、政府が自治

体に増税の回避を求め、おおむね受け入れられた。

また、1990年代にも、スウェーデン議会が自治

体の税率凍結を決定したことがある38）。

（2） 財政上の要請

地方自治体には、2000年から均衡予算の原則

が課せられている。

地方自治体について定めたコミューン法kom-

munallag（SFS1991:900）では、予算は歳入が経
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A

B

C

D

E

F

A － 保育園および学童保育 14%

B － 基礎学校 16%

C － 高校 8%

D － その他の教育 4%

E － 高齢者ケア 19%

F － ハンディキャップのある人へのサービス 11%

G － 経済的支援 3%

H － 個人および家族へのケア（経済的支援を除く） 4%

I － 経済的活動 5%

J － その他 16%

出典：SverigesKommunerochLandsting,"Kortom
Kommuner,landstingochregioner",2011,s.6,
SCB, kommunernas och landstingens
r・kenskapssammandrag samtbearbetning av
SverigesKommunerochLandsting.

出典：SverigesKommunerochLandsting,"Kortom
Kommuner,landstingochregioner",2011,s.13,
SCB, kommunernas och landstingens
r・kenskapssammandrag samtbearbetning av
SverigesKommunerochLandsting.

図3 コミューンの活動別経費（2010年） 図4 ランスティングの活動別経費（2010年）
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J

A － プライマリケア 16%

B － 特殊医療（精神科を除く） 47%

C － 特殊精神科医療 8%

D － 歯科診療 4%

E － その他の保健・医療 8%

F － 政治活動 1%

G － 地域発展 2%

H － 交通およびインフラストラクチャー 6%

I － 薬剤給付 8%

G

H

I



費を上回るように作成しなければならないと定め

られている。この例外が認められるのは、合理的

な理由のあるときである（第8章第4条）。さらに、

予算では、その年を第1年目とする今後3年間の

経済についての計画を含めるものとされる（同第

5条）。また、もし、経費が歳入を上回るときは、

その後3年間にこれを回復しなければならない

（同第5a条）39）。

統治法で課税権が保障され、また上のような均

衡予算の原則が課せられていること等から、自治

体は、自ら責任をもって将来を見通し、予算を作

成・執行することになろう。権限等を考え合わせ

るなら、自治体は、活動に自由も有しながら、一

方ではその運営にあたり、厳しく自らを律するこ

とが求められていると言えそうである。

（3） 財源調整

既にデータでみたように、スウェーデンの地方

自治体はその規模、財政力等においてさまざまで

ある。しかし、国民が、居住する土地によって受

けられるサービスに格差があるという事態は避け

なければならない。

地方自治体の歳入や構造的な条件にかかわらず

住民に同価値のサービスを提供できるようにする

ため、すべての地方自治体の経済的な前提を等し

くする制度として、均衡化補助金制度がある。こ

れは、2005年1月1日から導入され、自治体間

の調整を中心に、国からの補助金を加えた制度に

なっている。 これは、 歳入均衡化補助金

inkomstutj・mningbidrag、 経費均衡化補助金

kostnadutj・mning、構造補助金strukturbidragおよび

調 整 補 助 金 ・ 負 担 金 regleringsbidrag och

regleringsavgift等から成る40）。政府の調査報告書

によると、そのそれぞれは次のように整理するこ

とができる41）。

① 歳入均衡化補助金

歳入均衡化補助金は、コミューンの中で、また

ランスティングの中で、住民の所得の差など自治

体間の徴税力の差から生じる格差を是正する役割

を果たす。それまでの一般国庫補助金を廃止し、

それに相当する額をこの歳入均衡化補助金に含ま

せることとなった。交付対象となるのは、徴税力
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表3 地方税率の内訳の推移

コミューン税 ランスティング税 地方税合計

1960 10.85 4.38 13.86

1965 12.18 5.95 16.45

1970 14.18 8.06 20.18

1975 15.23 10.21 24.35

1980 16.68 12.61 28.09

1985 17.20 13.30 29.28

1990 17.31 13.96 30.01

1995 20.20 11.05 30.33

2000 20.57 9.87 30.38

2005 20.84 10.81 31.60

2010 20.74 10.87 31.56

（単位：％）

出典：Skatteverket,"SkatteriSverige:skattestatistisk・rsbok",2011,s.79を基に
作成。

注）1995年までの地方税には教会税があるが、この表は教会税を一切除いて作
成した。



が、国の平均的な徴税力に対して、115パーセン

トに相当する額よりも少ない自治体である42）。反

対に、多い自治体は、国に歳入均衡化負担金を支

払うことになる。負担金を支払う条件を100パー

セントよりも高めに設定することにより、一定程

度以上に裕福な自治体のみが負担金を支払うこと

になる。

2012年には、290のコミューン のうち278が補

助金の交付を受けている43）。住民一人当たりの最

高額は15,571クローナのオルイェング・rj・ngであ

る。一方、納付金を支払っているコミューンは12

あり、最高額はダンデリードDanderydの住民一人

当たり20,148クローナである。ランスティングで

は21のうちストックホルムを除くすべてが補助

金の交付を受けている。ストックホルムは住民一

人当たり186クローナを支払い、補助金を受け取

るランスティングのうち住民一人当たり最高額は

4,776クローナのゴットランドGotlandである。

② 経費均衡化補助金

経費均衡化補助金は、構造的な経費の格差を是

正する役割を果たす。これには、2つの場合が考

えられる。1つは、地域によりコミューンの業務

に対する必要度が異なる場合である。たとえば、

高齢者が多いコミューンでは、少ないコミューン

よりも高齢者福祉の必要度が高くなる。もう一つ

は、同じサービスを提供するうえで、地域により

必要となる経費が異なる場合である。たとえば、

過疎地での学校運営は、少人数教育になりがちで

あり、また学校への児童の送迎が必要になる可能

性が高いことから、都市部に比べて経費がかさむ

と考えられる。このような不利な費用構造のコミュー

ンとランスティングは、国から補助金を受けるこ

とができる。ただし、業務を行うための費用に影

響を与える賃金の構造的な相違も、考慮される。

また、有利な自治体は、国に負担金を支払わなけ

ればならない。この補助金については、国はこの

補助金に支出はしないため、交付される補助金と

－47－
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図5 地方税率の内訳の推移

出典：Skatteverket,"SkatteriSverige:skattestatistisk・rsbok",2011,s.79を基に作成。
注）1995年までの地方税には教会税があるが、この表は教会税を一切除いて作成した。



支払われる負担金のそれぞれの合計額は等しくな

る。

③ 構造補助金

構造補助金は、2005年以前には、地域政策と

しての性格をもった経費均衡化のための補助金で

あった。制度変更により歳入が激減する等の自治

体にのみ交付される。

④ 調整補助金・負担金

調整補助金・負担金は、以上に述べた歳入均衡

化補助金、経費均衡化補助金および構造補助金の

合計額と、議会が定める自治体の経済的均衡のた

めの補助金との差により生じる。補助金と負担金

のいずれの場合にも、それぞれコミューンとラン

スティングの中で、人口当たり一定額で分配され

ることになる。この項目において、議会決定とい

う形で、国は自治体への補助金に一定の枠を定め

ることができることになる。

以上にみてきたように、スウェーデンにおいて

は、社会保障の提供に関する分担は明確であり、

基本的に重複は回避されている。財源についても

簡潔で、福祉サービスは基本的に税、社会保険に

ついてはその区分方法のためでもあるが、一部で

社会保険料から得られている。社会保険料の負担

については、その議論から、立場の異なる多くの

国民から納得を得られる公正さが意識されてきた

ことがうかがわれる。

また、地方自治体については、コミューンでと

くに規模や財政力に差が見られる。しかし、少な

くとも財政力については、格差はあるものの、一

定の自律性が認められよう。その第一は、自治体

の歳入に占める税収の割合の大きさである。個人

所得税が地方税になっていることもあり、全体の

60～70パーセントを占める。自前の財源という

ことができよう。この個人所得税は、自治体が税

率を決めることができ、所得の多少にかかわらず

多くの住民が納めている。これは、住民の側に立

てば、納税とサービスの水準の関係が明確である

ばかりでなく、税率の決定という形で主体的に自

らの意思を表明・実現することができることにも

なろう。また、納税意欲も高まるかもしれない。

第二は、自治体間の財政調整の制度である。国か

らの補助金とあわせながらコミューン間、ランス

ティング間の調整が行われる。

課題としては、まず税を中心とした社会保障の

運営は、経済情勢により左右され、場合によって

は大きな制約を受けることになる可能性があるこ

とがあげられよう。スウェーデンにおいては社会

福祉の充実は、雇用のほか税収といった面からも

企業活動の重視と結びつけて考えられることが想

起される。社会保険の負担においても使用者であ

る企業の果たす役割は大きい。そして、次には、

税率決定権があるとはいえ、地方税の税率には自

ずと一定の限度があろうことを指摘できよう。

とはいえ、スウェーデンのしくみが他国にヒン

トを与えてくれるとするなら、それは自治体に権

限と自主財源が保障されている点であろう。これ

らが欠けていたら、自治体が福祉サービスの提供

に中心的な役割を果たすことは困難であったと思

われる。そして、得られた権限と自主財源と引き

換えに、自治体は、一定水準の福祉サービスを提

供し、財政面では決定権にともなう責任を負うこ

とを求められることになる。

注

1） Edebalk,PerGunnar,V・rf・rdsstatentraderfram:

svensksocialf・rs・kring 1884-1955,Arkiv,1996,

s.154.

2） 多田葉子『スウェーデンの年金制度 持続可能

なシステムをめざして』樹芸書房、2005年、6頁。

とくに年金制度について評価している。

3） http://www.forsakringskassan.se/omfk/om_

socialforsakringen/!ut/p/b1/

4） http://www.forsakringskassan.se/omfk/om_
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socialforsakringen/historik/!ut/p/b1/

5） Socialdemoktratinsprogram 1897-1990,Arbetar-

r・relsensarkivochbibliotek,2001,s.67-68.

6） Sj・berg,Ola,V・lf・rdsstatensfinansiering under

1990-talet,in"SOU2001:57",s.21-22.

7） Ibid.,s.25.

8） F・rs・kringskassan,Socialf・rs・kringenisiffror2011,

2011,s.8.

9） Sj・berg,op.cit,s.20.

10）Ibid.

11）Ibid.

12）Ibid.,s.25.

13）Ibid.,s.29.

14）F・rs・kringskassan,op.cit.,s.13.

15）Pensionsmyndigheten,OrangeRapport:pensionssys-

temets・rsredovisning2010,2011,s.5.

16）Ibid.,s.49.

17）Sj・berg,op.cit.,s.27.

18）Ibid.,s.62.

19）Ibid.,s.18.

20）Ibid.,s.62-63.

21）Ibid.,s.26.SOU1994:20からの紹介。

22）Ibid.,s.25.

23）Ibid.,s.27.

24）人口はランスティング、コミューンとも2011年11月

1日。http://www.scb.se/Pages/ProductTables_83251.

aspx

25）http://www.scb.se/Pages/ProductTables_83251.aspx

26）この部分の数値については、以下の資料による。

Statistiskacentralbyr・n,・rsbokf・rSverigeskommuner

2012,2012,s.7.

27）1クローナは、約12.40円（2012年4月）。

28）Sverigeskommunerochlandsting,Kortomkommuner,

landstingochregioner,2011,s.4-5.

29）Lindquist,Ulf,Losman,Sten,Kommunallageni

lydelsenden1mars2011:enhandbookmed

lagtextochkommentarer,13:euppl,NorstedtsJuridk

2011,s.20.

30）Sverigeskommunerochlandsting,op.cit.,s.7,14.

31）Ibid.,s.6,13.

32）Petersson,Olof,Kommunalpolitik,5:euppl.,Norstedts

juridik,2006,s.90.

33）Ibid.,s.91.

34）Ibid.,s.93.

35）統治法では、「第14章コミューン」において自治

体としてkommunのみに言及している。

36）以下の数値は、次による。Statistiskacentralbyr・n,

op.cit.,s.9-10.

37）Larsson,Torbj・rn,B・ck,Henry,Governingand

GovernanceinSweden,Studentlitteratur,2008,p.214.

38）Gustafsson,Agne,kommunalsj・lvstyrelse:kommuner

ochlandstingidetpolitiskasystemet,7:euppl.,

SNSF・rlag,1996,s.103.105.

39）Lindquist,Ulf,Losman,Sten,op.cit.,s.236-238.

40）このほかに、自治体によっては、2010年までは導

入補助金inf・randebidragが交付され、制度変更によ

る歳入減少の影響が緩和されていた。

41）SOU2011:39,s.30-31.

42）2011年度までは、コミューンは115パーセント、

ランスティングは110パーセントであった。

43）http://www.scb.se/Pages/ProductTables_83251.aspx
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高齢化の進展と2008年9月に生じた金融危機に

よる財政赤字の拡大により、アメリカにおいても

社会保障の財源確保は重要な課題となっている。

本稿では、公的医療保障制度であるメディケアと

メディケイドを題材にアメリカにおける社会保障

の財源確保の問題状況を明らかにしたい。

周知のように、アメリカではすべての国民を対

象とした医療保障制度が存在しない。このため、

メディケアとメディケイドは、それぞれ高齢者と

低所得者の医療を確保する制度として重要な役割

を果たしており、連邦予算においても、これらの

制度に対する政府支出は高い割合を占めてきた

（2011年の時点でメディケア15.8％、メディケイ

ド7.6％）1）。

メディケアとメディケイドは、それぞれの財政

方式の特性に基づいて異なった課題に直面してい

る。高齢者を対象に医療給付を行うメディケアは、

社会保障税や保険料、公費を主な財源としており、

ベービーブーマ世代の高齢化による受給者増と給

付費増大への対応が近年の課題となっている。他

方、低所得者を対象としたメディケイドの給付費

は、連邦政府と州政府の一般財源によって賄われ

ており、州政府が運営するプログラムに対して連

邦政府が補助金を支出するという仕組みをとって

いる。このため、連邦政府と州政府による財政負

担のあり方がしばしば問題となってきた。さらに、

深刻な無保険者問題を解決するために、オバマ政

権下で2010年3月に成立した医療制度改革法

（PatientProtectionandAffordableCareAct）は、

これらの制度の費用負担のあり方に新たな課題を

もたらしている。
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Ⅰ はじめに―医療保障における財源確保

アメリカの医療保障における財源確保

―メディケア、メディケイドの展開―

石田 道彦

特集：社会保障における財源論―税と社会保険料の役割分担―

■要約

メディケアとメディケイドは、アメリカにおける公的医療保障制度として重要な役割を果たしてきた。高齢者を

対象とするメディケアでは、高齢化の進行による受給者の増加、給付費の増大に対して、高所得者の社会保障税、

保険料負担を引き上げるとともに、社会保障税の課税対象を拡大するという対応が採られるようになっている。他

方、低所得者を対象としたメディケイドは、連邦と州が費用を共同で負担する仕組みであり、マッチング補助金の

仕組みを通じて低所得者に対する医療保障が図られてきた。オバマ政権による医療制度改革では、連邦政府の財政

負担によりその拡充が予定されている。医療制度改革の合憲性を争う裁判では、こうした施策が連邦政府の正当な

権限行使に該当するかが争点となっており、その帰趨が注目される。

■キーワード

メディケア、メディケイド、医療保障、社会保障税、補助金



メディケアとメディケイドにおける財源調達上

の諸問題は、社会保障税を主な財源とする社会保

障年金制度や、連邦補助金を中心に運営される社

会福祉、公的扶助制度と比べて相対的に複雑な問

題構造を有しており、興味深い検討材料を提供す

ると考える。はじめに、費用負担と財政方式を中

心に各制度の概要を確認した後（Ⅱ）、メディケ

ア、メディケイドにおける財源確保に関わる近時

の展開を検討することにしたい（Ⅲ、Ⅳ）。

1 メディケアの費用負担

1965年の社会保障法改正により創設されたメ

ディケアは、65歳以上の高齢者など（65歳未満

の一定の障害者および終末期腎疾患患者を含む）

を対象に医療給付を提供する公的医療保障制度で

あり、2011年の時点で約4900万人が受給者となっ

ている。メディケアは、当初、パートAとパート

Bからなる制度であったが、1997年にパートC、

2003年にパートDが創設されたことにより、現在

は4つの制度から構成されている。各制度の財源

構成、財政運営のあり方はそれぞれ異なる。

パートAは、入院医療サービスを中心に在宅医

療、短期の専門介護サービス、ホスピスなどを提

供する強制加入の制度である。パートAの財源の

85％（2011年）は、被用者と事業主、自営業者

が負担する社会保障税である2）。徴収された社会

保障税は、連邦政府の一般予算から独立した会計

制度である病院保険信託基金（HospitalInsurance

TrusteeFund以下「HI信託基金」という）におい

て管理され、65歳以上の受給者に対する医療給

付と積立金にあてられる。このような財政方式が

採用されていることから、メディケア・パートA

は賦課方式をとる社会保険制度として理解されて

きた。

パートBは、医師の診療、病院の外来診療、臨

床検査、在宅医療などの給付を行う任意加入の保

険制度であり、パートAの受給者であれば加入で

きる。パートBの費用は、加入者が負担する保険

料と一般財源によって賄われており、補足的医療

保険信託基金（（SupplementaryMedicalInsurance

TrusteeFund以下「SMI信託基金」という）におい

て管理されている。

1997年に創設されたパートCは、民間の医療保

険プランがパートA、パートBに相当するサービ

スを含めた医療給付を提供する制度である3）。

2003年のメディケア改革法（MedicarePrescription

Drug,Improvement,andModernizationAct）の制

定以降は、メディケア・アドバンテージ・プラン

と呼ばれており、2011年の時点で1190万人（メ

ディケア加入者の約25％）がパートCに加入して

いる4）。パートCの主な費用は、HI信託基金と

SMI信託基金から医療保険プランを運営する保険

会社に支払われる報酬によって賄われる。

パートDは、高齢者に外来処方せん薬の保険給

付を提供するために、2003年のメディケア改革

法によって創設された任意加入の制度である。パー

トDの財政はSMI信託基金に設けられたパートB

と別建ての会計制度において管理されている。パー

トDの財源は、2011年の時点では一般財源（83％）、

加入者の保険料（11％）、州によるメディケイド

受給者分の費用負担（6％）となっている5）。

2 メディケイドの費用負担

メディケイドは、低所得者を対象に医療を提供

する制度であり、2010年の時点で約6800万人が

受給者となっている6）。メディケイドの費用は連

邦と州が共同で負担しており、連邦政府によるメ

ディケイド補助金は、州政府に対する連邦補助金

の中でも高い比重を占めている7）。

メディケイドの運営は各州が担当しており、連

邦政府が定めたガイドラインに基づいて具体的な

給付プログラムを設計するため、給付対象者や給
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付内容は州ごとに異なっている。ただし、連邦政

府は、補助金支出の条件として、妊婦や児童など

一定のカテゴリーに属する者を受給資格者とする

ことを州に求めている。例えば、妊娠中の女性や

6歳以下の児童については、当該世帯の所得が連

邦貧困基準の133％を下回る場合にメディケイド

の受給資格を与えなければならない8）。

州は、所得基準などを緩和して受給対象者の範

囲を拡大することが可能であり、多額の医療費支

出のために所得が大幅に低下する高齢者や障害者、

妊娠中の女性や児童のうち、世帯所得が連邦貧困

基準の133％から185％の者などを受給資格者と

することができる。また、メディケイドでは

1981年から特例許可制度（waiverprogram）によ

り、州独自の給付プログラムが実施されてきた。

メディケイドの実施にあたっては、州内において

一律の要件で実施することや受給者に医療機関の

選択の自由を確保する等の条件が課されている。

特例許可制度を利用することにより、州は連邦政

府の許可を得た上で、上記の条件を緩和した給付

プログラムを実施することができる9）。この制度

により、これまでにメディケイド受給者を対象と

したマネジドケア・プログラムや在宅・地域ケア・

プログラムが実施されてきた。

メディケイド補助金は、各州の平均所得から算

出された補助率（法律上は50％～83％）に基づ

いて、州がメディケイドに支出した医療費に応じ

て交付される仕組みとなっている。上記のように

州が受給資格者の範囲を拡大させた給付プログラ

ムを実施する場合であっても、連邦政府はこれに

対応して補助金の交付を行うことになる。

1 パートAとパートB

メディケアは、1965年に入院医療費をカバー

するパートAと主に医師への報酬をカバーするパー

トBの2つの部門からなる制度として創設された。

給付内容と費用負担方式の異なる2つの制度の創

設は、当時の民間保険にみられたホスピタルフィー

とドクターフィーへの対応を意図したものではな

く、老齢医療保障を目的とした社会保障法改正案

を成立させるための政治的妥協に基づくものであっ

た10）。

パートAの費用の85％は、被用者と事業主、自

営業者が負担する社会保障税で賄われており、被

用者と事業主は、社会保障税（メディケア相当分）

として給与の1.45％をそれぞれ負担する11）。自営

業者の場合には所得の2.9％に相当する額の支払

いが求められる12）。パートAの受給資格は、少な

くとも40×四半期（10年）の期間、社会保障税

を支払うことで発生し、65歳になった受給者に

対して追加の保険料負担は求められない13）。また、

社会保障税を負担し受給資格者となった者の扶養

配偶者にもパートAの受給資格は認められる。被

用者が雇用期間中に社会保障税を支払うことで、

65歳以降に受給資格が発生するという財政方式

は、1935年に成立した社会保障年金（Old-Age,

Survivors,andDisabilityInsuranceOASDI）に大

きく影響されている14）。

パートAの社会保障税以外の財源として社会保

障年金への課税がある。一定額以上の年金給付を

受給する公的年金受給者に対して、給付額の

85％を対象に連邦所得税が課せられており、HI

信託基金の収入の6.5％を占めている。その他の

財源はHI信託基金の利子収入（5.2％）、任意加入

者の保険料（1.4％）となっている15）。

パートBの費用は、主に加入者が拠出する保険

料（25％）と一般財源（73％）によって賄われ

る16）。パートBにおける公費負担は、任意加入の

制度の下で保険料の上昇によって逆選択が生じる

ことを防ぐという目的を有していた17）。このため、

パートBは任意加入の制度であるが、パートA受

給者の92％が加入している18）。パートBの保険料
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は当初、定額であったが、2003年のメディケア

改革法により高所得の加入者に対して割増保険料

が設定されるようになっている。

2 パートAにおける社会保障税の変容

パートAの費用は社会保障税によって賄われて

おり、一般財源からの支出は予定されていない。

このため、パートAの費用を管理するHI信託基金

の財政状況がたびたび問題となってきた。1980

年代から給付費の増大に対応するためにDRGの

導入など診療報酬の支払方式において改革が進め

られてきた。他方、財源調達の局面では、現役世

代に対して給付に直結しない社会保障税の負担増

を求めることは政治的に困難であり、社会保障税

の税率引き上げは緩やかなペースで進められてき

た19）。

近年のパートAにおける財源調達方法の変化を

特徴づけているのは、社会保障税の課税対象範囲

の拡大である。メディケアの社会保障税について

は、当初、課税対象所得について社会保障年金と

共通の上限額が設定されていた。しかしながら、

1990年の包括財政調整法（OmnibusBudget

ReconciliationAct）によって、メディケアの課税

対象所得の上限は社会保障年金よりも高く設定さ

れ、1993年の包括財政調整法においてメディケ

アに関する社会保障税の上限は廃止されることと

なった。

2010年3月に成立した医療制度改革法では、メ

ディケアの給付内容の改善、効率化を図るととも

に、高所得者に対する社会保障税の負担をさらに

引き上げることでメディケアの財政状況の改善が

図られている。同法に基づき2013年からは一定

額以上の所得を有する世帯（単身世帯で200,000

ドル以上、夫婦世帯で250,000ドル以上）に対し

ては、所定額を超えた収入につき0.9％の社会保

障税が上乗せされる。20）

これと同時に、パートAでは、はじめて資産運

用益（investmentincome）に対して社会保障税が

賦課されることになった。従来、社会保障税は、

個人の給与や所得のみを課税対象としていた。

2013年からは（利子所得や配当所得などの）資

産運用により一定額以上の収入を得た者（単身世

帯で200,000ドル以上、夫婦世帯で250,000ドル以

上）に対して3.8％の社会保障税が課税される。

ただし、この社会保障税の対象となるのは、資産

運用益の総額、または世帯の調整総所得（adjusted

grossincomeAGI）のうち所定の基準額（200,000

ドルまたは250,000ドル）を超過した額、のいず

れか少ない方の額である。

2009年のHI信託基金財務報告書では、HI信託

基金は2017年には支払不能状態になると指摘さ

れていた。メディケア・メディケイド・サービス

センター（CenterforMedicareandMedicaid

Services）の推計によれば、医療制度改革法に基

づく上記の措置により、HI信託基金の破たんは

2029年にまで先延ばしされることになった21）。

3 パートBにおける割増保険料の導入

パートBの保険料は、年度ごとの収支を考慮し

て設定されるため、SMI信託基金が枯渇する危険

はない。パートBの財源は、保険料25％に対して

一般財源等が75％という構成になっており、こ

れには次のような経緯がある。メディケアが施行

された段階では、パートBの費用の50％を加入者

の保険料で賄うことが予定されていた。ところが、

1972年の社会保障法改正により、パートB保険料

の引き上げ幅は社会保障年金の生計費調整（cost-

of-livingadjustment）の範囲内に制限されること

となった。その後、パートBから支出される医療

費は物価上昇率を上回って増加し続けたため、パー

トBの財源において保険料収入の占める割合は

25％にまで低下することとなった。その結果、

1980年代から連邦議会では一般財源からの支出

の拡大を抑制するために、パートBの費用の25％
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を保険料で賄う立法措置が繰り返し行われること

となった。そして1997年の財政均衡法（Balanced

BudgetAct）により恒常的にパートBの費用の

25％を保険料で補填するというルールが確立さ

れた22）。

2012年に予定される標準保険料（単身で年収

85000ドル以下の場合）は99.9ドルである。パー

トBの保険料は、長年、加入者の所得にかかわら

ず定額であったが、2003年にブッシュ政権下で

成立したメディケア改革法により、高所得者から

割増保険料を徴収する仕組みが導入されており、

2007年から実施されている。5段階の所得階層が

設定されており、年間所得（単身者）が85,000ド

ルから107,000ドルからの場合、保険料（月額）

は139.9ドルである（表1参照）。2012年の時点で

は、割増保険料の対象者はパートB加入者の5.1％

と推計されている23）。

オバマ政権による医療制度改革では、パートB

における高所得者を判断するための所得基準を

2010年から2019年まで凍結することとなった。

このため、次第に多くの高齢者が高所得者として

割増保険料の対象となると考えられている。割増

保険料を負担するメディケア受給者は、2020年

には全受給者の10％に増加し、2035年には25.8％

になると予想されている24）。もっとも、こうした

措置により、今後、高所得者の中にはパートBに

加入しない者が増加し、パートBの保険料はさら

に引き上げられる可能性がある25）。

1 メディケイドにおける財政負担の構造

州は、メディケア・メディケイド・サービスセ

ンターの承認を受けてメディケイド・プログラム

を運営し、医療費支出の一定割合について連邦政

府による補助金の交付を受ける。2010年度にお

けるメディケイドの支出総額は4060億ドルであ

り、このうち、連邦メディケア補助金による支出

は2740億ドルである。メディケイド補助金は、

連邦政府が州政府に交付する補助金の43％を占

めており、最大のものとなっている27）。

メディケイド補助金は、実際に州が支出した医

療費の一定割合を連邦政府が定めた負担率に基づ

いて補助する方式がとられており（マッチング補

助金）、補助金額には上限が設定されていない

（オープンエンド型補助金）。このため、州がメディ

ケイドにおいて多額の医療費支出を行うと、これ

に応じて連邦によるメディケイド補助金が増額さ

れる構造となっている。

連邦政府によるメディケイドの補助金負担率

（FederalMedicalAssistancePercentageFMAP）

は、1人当たりの州の平均所得に基づいて算出さ

れる。1人当たりの州所得が1人当たりの国民所

得よりも低い場合には、高い補助金負担率が適用

されるようになっており、2012年度の補助金負

担率は50％から74.18％となっている28）。このよ

うに、州の財政状況が考慮されているものの、実

際には州民一人あたりの平均所得の高い州（補助

金負担率が低い州）の方が、メディケイドに多額

の医療費を支出することが可能であり、これに対

応して多額のメディケイド補助金が支出されてい

る。このため、上記の算定方法については、州の

貧困率を考慮した見直しが必要であるとの指摘が

なされている29）。

以上のようにメディケイドでは、マッチング補
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表1 パートBの保険料（2012年）26）

総所得（単身世帯） パートB保険料（月額）

$85,000未満 $99.90

$85,000―$107,000 $139.90

$107,001―$160,000 $199.80

$160,001―$214,000 $259.70

$214,001以上 $319.70
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助金という特徴的な仕組みが採用されている。こ

の方式の下では、連邦補助金を得るために、州は

自ら財政負担を負わなければならず、州の財政支

出が促されることになる。このため、メディケイ

ド受給者に対する医療給付を安定して確保するこ

とに貢献してきたと評価されている30）。

2 メディケイドの財政負担をめぐる州と連邦

の関係

上記のような財政負担構造の下で、連邦と州の

間ではメディケイドの実施をめぐって、これまで

に次のような動きがみられた。

第1に、多くの州において、マッチング拠出の仕

組みを利用してメディケイド補助金を増大化させる

動きがみられた。このような例として、病院への割

増支払制度（DisproportionateShareHospitals

Payment）による補助金最大化行動がある31）。当

初、メディケイドの診療報酬はメディケアに依拠

していたが、これでは無保険者や低所得者に医療

を提供する医療機関への支払いが不十分であると

いう問題が生じた。このため、1981年よりこれ

らの医療機関に対して、州がメディケイドにおい

て（メディケアが定めた診療報酬基準を上回る）

割増支払いを行うことが認められることになった。

この制度は、低所得者や無保険者に対する医療を

積極的に行う病院を財政的に支援するという意義

を有していた。

ところが、この仕組みを利用して、州がメディ

ケイド補助金の最大化を図るという問題が生じる

ことになった。一部の州では、低所得者医療など

に取り組む病院に対して割増支払いを行うととも

に、病院に対する課税や病院からの寄付金を通じ

て資金の一部を「取り戻す」という行為がみられ

た。このような場合であっても、メディケイド補

助金は州から病院に対する支払額を反映して増額

されることになる。1991年と1993年の立法措置

（MedicaidVoluntaryContributionandProvider-

SpecificTaxAmendments）により、割増支払い

の上限額が州と病院ごとに設定され、このような

補助金の最大化行動に対して制限が加えられた。

また、メディケイドから支払いを受ける医療機関

のみを対象とした州の課税についても禁止される

ことになった。以上の措置により、2006年には、

このような行為はみられなくなったとされる。

第2に、メディケイド補助金は連邦政府にとっ

て大きな負担となっており、共和党を中心にメディ

ケイド補助金の包括補助金化の提案が繰り返しな

されてきたことである。包括補助金化の構想では、

メディケイド補助金を上限付きの補助金に転換し、

受給要件や給付内容の設定について州の裁量を大

幅に拡大することが予定されている。

2012年に発表されたポール・ライアン（Paul

Ryan）下院予算委員長（共和党）による予算案

においても、メディケイドの包括補助金化の提案

がふくまれている32）。この提案では、州に対する

包括補助金額を消費物価指数と人口増に応じて調

整していくとしている。包括補助金化が提案され

る最大の目的は、財政赤字の削減である。議会予

算局（CongressionalBudgetOffice）の試算では、

2012年にライアンの予算案が実行された場合に

は10年間で8100億ドルの歳出削減となり、2022

年にはメディケイド予算の34％を削減すること

が可能になるとしている33）。

包括補助金化がなされた場合には補助金額に上

限が設定されるため、メディケイドの給付に影響

が生じることになる。上記の試算によれば、補助

金の削減に対応するために、州は、増税またはメ

ディケイドの受給要件や給付内容を縮小する必要

が生じるとしている。現政権の下で包括補助金化

が実施される可能性はほとんどないが、緊迫した

財政状況を背景に、メディケイド補助金の包括補

助金化は繰り返し提示されてきた政策であり、今

後も政策上の論点として議論される可能性がある。

第3に、メディケイドの実施について州の裁量
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が拡大されたことである。従来、特例許可制度を

通じて州独自のメディケイドの給付プログラムが

実施されてきた。 2005年の財政赤字削減法

（DeficitReductionAct）により、連邦政府による

特例許可を得ることなく、州は、独自の給付プロ

グラムを実施することが可能となった。例えば、

連邦貧困基準133％未満の非高齢者のうち、州が

定めた特定層に対して、通常のメディケイドより

も給付範囲を限定したベンチマーク給付を提供す

ることが可能となった。ただし、ベンチマーク給

付として、連邦保健省より承認されたプラン（連

邦公務員医療給付プログラムによるブルークロス・

ブルーシールドの標準プラン、州公務員の医療保

険プランなど）と同等の給付を提供することが求

められる。2014年からは医療制度改革法に基づ

き、ベンチマーク給付は、同法が定めた必須給付

パッケージ（essentialbenefitpackage）の内容を

含むものでなければならない。

また、州の判断によりメディケイド受給者に一

定の自己負担を課すことが可能となった。メディ

ケイドでは、18歳以下の子供や妊婦などに一部

負担金を求めることは禁止されており、その他の

受給者に対する費用徴収も限定的であった。上記

の法改正により、収入が連邦貧困基準を上回るメ

ディケイド受給者に一定の自己負担を課すことが

認められることになった。

3 医療制度改革によるメディケイドの拡充

（1） メディケイドの適用拡大

オバマ政権による医療制度改革では、ヘルスケ

ア・エクスチェンジの創設、民間保険に対する規

制などの施策を通じて、国民の医療アクセスの改

善が図られており、その一環としてメディケイド

の適用範囲の拡大が予定されている。

医療制度改革法が制定されるまでは、メディケ

イドを受給するためには、一定のカテゴリー（妊

娠中の女性や児童など）に属する者について設定

された所得基準を満たす必要があった。このよう

な資格要件が設けられた背景には、「扶助に値す

る困窮者」の考え方が存在したとされる34）。

2014年から実施されるメディケイドでは、こ

の方針が転換される。すなわち、上記のカテゴリー

に該当せず、これまでメディケイドの対象外とさ

れていた、65歳以下で所得が連邦貧困基準133％

以下の者に対してもメディケイドの受給資格が認

められることになる35）。さらに、連邦貧困基準

133％を上回る者に対しても州の裁量によりメディ

ケイドの対象とすることが可能となる36）。これら

の施策により、2014年から2016年の間に新たに

メディケイドを受給する者の給付費については、

連邦政府が100％の費用負担を行うとしている

（2017年から2020年までの期間に負担率は90％に

逓減する）。医療制度改革に先行して、メディケ

イドや児童医療保険プログラムの適用範囲を拡大

する州がみられるが、これらの州に対しても同様

の財政負担がなされる。

（2） 医療制度改革の合憲性

医療制度改革法の制定後、同法に反発する保守

層の強い州などによって、保険加入の義務付け規

定は合衆国憲法に違反するなどとして同法の廃止

を求めた訴訟が提起された37）。2012年3月には、

連邦最高裁においてフロリダ州などが原告となっ

た裁判（Floridav.DepartmentofHealthand

HumanServices）の口頭審理が行われ、争点のひ

とつとして、メディケイド拡充の合憲性が問題と

されている。これは、連邦政府の財政負担による

メディケイドの適用拡大は州に対する不当な強制

であり、連邦の正当な支出権限（合衆国憲法第

1条第8節）の行使にあたらないとするものであ

る。

本件の原審において、第11巡回区連邦控訴裁

判所は、保険加入の義務付けを違憲とする原告の

主張を認めたが、次のような理由からメディケイ
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ドの拡充が不当な支出権限の行使に当たるとする

原告の主張を斥けた38）。第1に、メディケイドの

創設以来、連邦議会はメディケイドの内容を改定

する権利を有しており、州にはメディケイドの改

定に従うか、メディケイド補助金を受け取らない

かを選択する機会が与えられてきた。第2に、医

療制度改革法に基づくメディケイド拡充のための

費用の大半は連邦政府が負担しており、州の負担

は少ない。第3に、州は、医療制度改革法の成立

後、メディケイド・プログラムの拡充に参加する

かを判断するために十分な時間を与えられている。

第4に、州は連邦議会が定めたメディケイド・プ

ログラムの条件が気に入らない場合、自らの課税・

支出権限を行使し、独自のプログラムを創設する

ことができる。

メディケイドの拡充に関わる争点は、連邦政府

と州政府の権限配分という連邦制度の基本に関わ

る問題となっている。多くの論者は、最高裁が先

例を変更し39）、メディケイドの拡充を違憲と判断

する可能性は低いとみている40）。この主張が認め

られた場合、メディケアだけでなく、連邦補助金

のあり方全般について見直しが求められることに

なる。このため、最高裁における審理の帰趨が注

目されている。

本稿では、公的医療保障制度であるメディケア、

メディケアにおける財源確保の展開と現状を検討

した。

メディケアでは、近年、高所得者に対する社会

保障税、保険料負担の引き上げが行われてきた。

高齢者の増加による医療給付費の増加に対しては、

財源調達の拡大が必要となる。しかしながら、現

役の被用者に対して一律に社会保障税負担を引き

上げることは困難であり、高所得者を中心とした

負担の拡大が不可避であったと考えられる。ブッ

シュ政権下で成立したメディケア改革法において

高所得者への割増保険料（パート B）が導入さ

れたことは、医療保障の財源確保において再分配

的な要素を導入する必要性を示したものとみるこ

とができる。また、パートAにおいて、社会保障

税の課税対象に資産運用益を含めたことが注目さ

れる。1997年に社会保障税（メディケア分）の

課税上限が廃止された時点で、社会保障税による

再分配の要素は強められており、上記の措置は、

これをさらに強化したものとみることができる。

もっとも、社会保障税における課税対象の拡大は、

（パートBのように）医療保障の費用に一般財源

を用いた制度との区別を不明確にするとの指摘が

ある41）。

他方、連邦と州の財政関係が問題となるメディ

ケイドにおいては、連邦と州によるマッチング補

助金の仕組みを通じて、低所得者への安定した医

療保障が図られてきた。近年の経済危機に起因す

る労働者の失業や収入低下はメディケイドの受給

者増、州政府の歳入低下等の事態をもたらしてお

り、医療制度改革の一翼を担うメディケイドの財

源確保には、今後も困難な局面の続くことが予想

される。

個人の自律、自己責任が重視されるアメリカに

おいても、医療保障の維持、拡大を図るために、

財源確保に再分配的な要素が導入されてきたこと

は、わが国の制度のあり方を考える上で興味深い

視点を提供するものと考える。
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近年、生殖補助技術の発展と共に、生殖補助医

療によって子を持つ家族が増加しており、2003

年に実施された調査では、調査現在466,900人が

何らかの不妊治療を受けているものと推計されて

いる［山縣 他 2003］。しかし、日本においては

生殖補助医療を規制する法律はなく、実質上、日

本産科婦人科学会を中心とした医師の自主規制の

もとで生殖補助医療が行われてきた。厚生労働省、

法務省、日本学術会議などで政策形成に向けて議

論が重ねられてきたが、法制度化には至っておら

ず、社会的議論も十分になされていない現状にあ

る。生殖補助医療のなかでも、特に家族関係にお

いて問題とされるのは、夫婦の配偶子（精子・卵

子）を用いず、第三者（ドナー）の配偶子を用い

る場合である。なかでも早くから行われてきた提

供精子による人工授精（donorinsemination:DI、

またはartificialinseminationwithdonor'ssemen:

AID、以下DIと略す）によっては、日本でも

1949年に慶應義塾大学病院で初のDIによる子

（DI子）が生まれて以来、多くのDI子が出生して

いる1）。医療はこれまで、純粋に子をつくること

だけに目を向けがちであり、生殖補助医療によっ

て生まれた子を巡り問題が生じても、それは家族

内の私的な問題として処理されてきた。しかし、

DI子の成長とともに、かつて家族内の問題とさ

れていたものが子の視点から社会の問題として見

直されつつあり、特に、子の福祉の立場から、子

の出自を知る権利など、生殖補助医療がもたらす

問題が各国において取り上げられている。海外で

は、ドナーの匿名性を廃止し、子の出自を知る権

利を認める国が増加している。しかし一方では、
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オーストラリア・ビクトリア州における生殖補助医療の

法制度化による子の出自を知る権利の保障

南 貴子

論 文

■要約

オーストラリア・ビクトリア州の生殖補助医療を規制する法制度について、特に2010年1月より施行されたAssisted

ReproductiveTreatmentAct2008（2008年法）に焦点を当て、子、家族、そしてドナーの権利がどのように守られる

のかを、法律の指針となる原則に即して考察した。2008年法では、自己の出自についての記録を知るための申請条

件であった子の年齢制限を撤廃し、さらに、出生証明書によって自分がドナーによって懐胎された子であることを

知ることができるようにするなど、画期的な改正がなされた。また、シングル女性やレズビアン女性にも生殖補助

医療を受ける権利が認められることになった。2008年法の特徴を分析することによって、生殖補助医療によって生

じる、子、家族、そしてドナーの関係性のなかに潜む問題を法がコントロールすることの困難さとその限界につい

て論じた。

■キーワード

生殖補助医療、子の出自を知る権利、提供精子による人工授精、オーストラリア・ビクトリア州



1980年代に世界に先駆けてドナーの匿名性の廃

止を法制度化した国（州）においても、今なお、

子の出自を知る権利を巡って多くの課題が生じて

いる。その背景には、ドナーの匿名性廃止の法制

度についての社会的な議論の根拠となる資料が乏

しく、立法化の過程において家族の未来を見据え

た十分な議論がなされていなかったことが挙げら

れる。海外の法制度は貴重な先行事例であり、そ

の法制度における問題点を探ることは日本におけ

る生殖補助医療の法制度化を議論する上において

重要なことと考えられる。これまで海外の法制度

に関する論文は多いが、多くが生殖補助医療の法

制度の全般的な紹介に留まっている2）。本稿では、

生殖補助医療の法制度化が進んでいるオーストラ

リア・ビクトリア州の事例（特に2010年1月1日

より施行されたAssistedReproductiveTreatment

Act2008にみられる法改正の事例）を中心に、生

殖補助医療の法制度化に向けての議論において避

けることのできないドナーの配偶子を用いること

によって生じる問題に焦点を当て、子の出自を知

る権利を保障する法制度の変容と限界を探りた

い3）。

ドナーの配偶子を用いる生殖補助医療における

法的問題の原点は、ドナーの精子を用いるDIが

早くから行われた歴史的背景から、DIにおける

親子関係（父子関係）に存在するといえる。オー

ストラリア・ビクトリア州では、1984年に改正

されたStatusofChildrenAct1974によって精子

提供を受ける女性の夫の父親としての地位が保障

されてきた。改正法では、「夫の同意のもと、夫

以外の男性の精子を使用して行われた人工授精に

おいては、夫がその妊娠の結果生まれた子の父で

あり、精子を提供した男性はその妊娠の結果生ま

れた子の父ではないものと推定する」（10C人工

授精：子の身分の推定）、とされている。

しかし、日本においては法整備がなされないま

ま、DIによって子が生まれている4）。日本の現行

法では、父子関係は民法第772条によって「妻が

婚姻中に懐胎した子は、夫の子と推定する」と定

められているが、772条ではドナーの配偶子を利

用する生殖補助医療は想定されておらず、また、

DNA親子鑑定などの検査方法のない状況下にお

いて制定されたものであることから、生殖補助医

療の利用によって生じる親子関係の問題に適切に

対処するための法制度の整備が望まれている。

さらに、DIの普及や生殖補助技術の発展（1978

年にEdwardsとSteptoeにより世界初の体外受精児

が出生し、1983年には凍結・融解胚移植による

妊娠、1992年には細胞質内精子注入法による顕

微授精が行われている）に伴い、さらには1989

年国連総会において採択された「児童の権利に関

する条約」に象徴されるように、子の権利という

意識の確立とともに、子の出自を知る権利の問題

が世界的に活発に議論されるようになった。この

ような背景のもとに、ビクトリア州においては、

1984年に制定されたInfertility(MedicalProcedures)

Act1984やその改正法であるInfertilityTreatment

Act1995によってドナーの匿名性が廃止され、子

の出自を知る権利が法的に保障されてきた。現在

では、オーストラリア（ビクトリア州、西オース

トラリア州、ニュー・サウス・ウェールズ州）、

スウェーデン、オーストリア、スイス、オランダ、

ノルウェー、イギリス、ニュージーランド、フィ

ンランドなど、子に対してドナーの匿名性の廃止

を法制度化する国（州）が徐々にではあるが着実

に増えてきている。

こうした状況を受けて、日本でも、2003年に

厚生科学審議会生殖補助医療部会は「精子・卵子・

胚の提供等による生殖補助医療制度の整備に関す

る報告書」（以下生殖補助医療部会報告書と略す）
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を、法制審議会生殖補助医療関連親子法制部会は

「精子・卵子・胚の提供等による生殖補助医療に

より出生した子の親子関係に関する民法の特例に

関する中間試案」（以下中間試案と略す）を取り

まとめた。生殖補助医療部会報告書では、精子・

卵子・胚の提供等により生殖補助医療を受けるこ

とができるのは法律上の夫婦に限ること、ドナー

の匿名性を廃止し、15歳以上の子に出自を知る

権利を認めるとしている。また、中間試案では、

精子・卵子・胚の提供によって出生した子の親子

関係について、出産した女性を子の母とし、その

夫を子の父とするとしている。しかし、その後立

法化の動きは中断され、生殖補助医療に関する法

制度化はなされていない現状にある。

子の出自を知る権利を認める諸外国の法律にお

いても、生殖補助医療部会報告書と同様に、一定

の年齢に達した子に対してドナーを特定する情報

を得る権利を保障しているが、果たして、それら

の法制度によって子の出自を知る権利は保障され

得るのだろうか。その答えを得るには対象となる

子の家族のなかでの成長を見守る必要があり、ま

た、そのための長い年月を必要としている。ビク

トリア州ではドナーの匿名性廃止を法制度化後、

すでに18年以上が経過し、子が出自を知る権利

を行使し得る年齢（18歳以上）に達した。そし

て、2008年には法制度の画期的な見直しが行わ

れ、AssistedReproductiveTreatmentAct2008が

制定された（2008年12月11日に裁可、2010年1月

1日施行）。このように、世界に先駆けてドナー

の匿名性を廃止し、さらに法改正を重ねてきたビ

クトリア州の事例を分析することによって、法制

度が内包する問題点を明らかにするとともに、法

制度の限界について考察する。

1984年法では、1988年1月1日から1997年12月

31日に提供に同意したドナーの配偶子・胚によっ

て1988年7月1日以降に生まれた子は18歳になれ

ば、ドナーの同意のもと、ドナーを特定する情報

を得ることができる5）。また、1995年法により、

1998年1月1日以降に提供に同意したドナーの配

偶子・胚によって生まれた子は18歳になれば、

ドナーの同意を得ることなく（提供時に情報開示

の同意をとってあるため）ドナーを特定する情報

を得ることができる。

1988年7月1日以降、ドナーによる出生は法律

によってCentralRegisterへの登録が義務づけられ

た。登録内容には、ドナー、その精子・卵子・胚

の提供によって生まれた子、レシピエントである

親の情報が含まれている。当初はDepartmentof

HumanServicesが情報を管理していたが、1998年

4月28日以降は生殖補助技術に関する情報を一括

して管理運営するため1995年法によって設立さ

れた州の機関InfertilityTreatmentAuthority（ITA）

によって管理されてきた。

ITAの年次報告書［ITA2009］によると、2009

年6月30日現在、1984年法により1988年7月1日以

降に生まれた子の1984CentralRegisterへの登録

（1988年登録開始）では2,712人の出生登録（精

子提供によるもの2,402人、卵子提供によるもの

269人、胚あるいは卵子・精子両方の提供による

もの41人）があり、1995年法により1998年1月1

日以降提供に同意したドナーの配偶子・胚により

生まれた子の1995CentralRegisterへの登録（1998

年登録開始）では1,772人の出生登録（精子提供

によるもの854人、卵子提供によるもの804人、

胚あるいは卵子・精子両方の提供によるもの114
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人）がある。

さらに、1984年法、1995年法では、ドナーの

匿名性を廃止し、子の出自を知る権利を認めると

同時に、ドナーにも子（18歳以上）にアクセス

する権利が認められている（子の同意が必要、同

意するか否かを確認する通知が子本人に送られる）。

このように、ビクトリア州の法制度は子とドナー

のアクセス権における双方向性という特徴を有し

ている6）。

2010年1月1日より、1995年法を改正した2008

年法が施行された。その改正は、諸外国に比較し

ても、先駆的・革新的なものであり、多くの新し

い内容を含んでいる。2008年法の指針となった

原則を1995年法の原則と比較検討することによっ

て、2008年法の特徴を分析し、さらに、改正の

背景にある1984年法や1995年法に内在していた

問題点を考察する。

【1995年法の原則】（1995年法 s.5）

・治療の結果生まれた、あるいは生まれてくるあ

らゆる者の福祉と利益が最も重要であること

・人の生命が保護され、守られるべきであること

・家族の利益が配慮されるべきであること

・不妊のカップルは子を持とうとする希望がかな

えられるように援助されるべきであること

【2008年法の原則】（2008年法 s.5）

・治療の結果生まれた、あるいは生まれてくる者

の福祉と利益が最も重要であること

・治療はいかなる時にも営利行為やその他におい

て（i）、（ii）の搾取を目的に行われてはならな

いこと

（i）男性や女性の生殖能力

（ii）治療の結果生まれた子ども“children”

・提供配偶子を用いた結果生まれた子ども“children”

は遺伝学的親についての情報を知る権利がある

こと

・いかなる時にも治療を受けている者の健康と福

祉は保護されなければならないこと

・治療を受けようとする者は性的指向、婚姻状態、

人種や宗教に基づいて差別されてはならないこ

と

（2008年法の用語の定義（s.3）では「子ども

“child”は18歳未満の者を意味する」とされて

いる。）

1 子の視点に立った法の原則

1995年法における子の福祉と利益が最も重要

であるとの原則は2008年法においても踏襲され、

いずれも原則の第1番目に挙げられている。この

ことは、ITAの最高責任者HelenSzokeが「我々

は、結果（DIによって生まれた子のこと）を考

えなければならない。提供精子によって生まれる

子の権利とは何なのか。彼ら（生まれる前の子た

ち）は何も主張することはできなかった。子たち

は（ドナーが匿名であることに）同意はしていな

い」［Beauchamp2004Jul.9］と述べているよう

に、子は「治療」によって生まれるべきか否かを

選ぶことはできないのであり、「治療」を選んだ

親にこそ、そして、その「治療」を認めた社会に

こそ、子の福祉と利益に対する責任があるとする

主張が、生殖補助医療実施の原則として、ビクト

リア社会に受け入れられていることを示している。

しかし、結果として1984年法、1995年法によっ

て、子の出自を知る権利は必ずしも保障されてこ

なかった。それは、子に出自を知らせるか否かは、

法律ではなく親の手に握られていることを意味し

ていた。
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2「家族の利益」のなかに埋没していた、子

とドナーの権利

1995年法の原則の第3番目には「家族の利益が

配慮されるべきであること」とされているが、

2008年法においては「家族の利益」のフレーズ

自体が用いられなくなり、かわって、「提供配偶

子を用いた結果生まれた子ども“children”は遺

伝学的親についての情報を知る権利がある」とす

ることで、出自を知ることが子の「権利」である

ことを明記し、「子の出自を知る権利」を全面に

打ち出す内容となっている。この背景には、

1984年法により、1988年7月1日以降に生まれた

子は18歳になる2006年7月1日になるとドナーの

情報へのアクセスを試みることが認められたが、

ビクトリア州法改正委員会の報告書［Victorian

Law Reform Commission2007］によると37%の

子しか出自を知らされていなかった事実がある。

ドナーのアクセス権は、親から出自を知らされて

いない子がドナーからのアクセスによって突然出

自を知らされることになり、家族を傷つける「倫

理的地雷原」になると危惧された［Dutter2006

Jul.2］。しかし、それは結果として、親から子へ

の真実告知の問題を浮上させ、州政府主導で真実

告知を促す“TimetoTell”キャンペーンが行わ

れるなど、子の出自を知る権利に対する社会的認

識を高めることに繋がった［南 2009a］。

2010年11月3日に、オーストラリア政府の上院

法務憲法委員会が、オーストラリアにおけるドナー

による懐胎の実施について調査するためにメルボ

ルンで行った聴聞会では、DIで生まれた26歳の

女性の次のような発言が見られた。

「ビクトリア州では、法律は（子からドナーへ、

ドナーから子への）双方向に働き、ドナーは子に

コンタクトすることを求める権利を持っている。

ITAが対応した事例で、ドナーがコンタクトを求

めたが、子がまだドナーで懐胎された事実を知ら

されていないケースは多くあった。そのようなケー

スに対してITAは大変慎重に対応し、最初に（ド

ナーからのアクセスを）親に伝え、親が子と最初

にそのことについて話しあう機会を与えた。私は

それが最善の方法であると思う。子たちは、（出

自の事実を）親から知らされるべきです」（Ms

Burns）［SenateLegalandConstitutionalAffairs

ReferencesCommittee2010Nov.3］

多くの子が18歳になっても出自を知らされて

いなかった事実やドナーのアクセス権を巡る議論

は、「治療」を家族の秘密にしておきたいという

親の考えや、「親は子にその出自を伝えるよう促

されるべきだが、強制することはできない」とい

う社会環境が、ドナーの匿名性廃止の法施行後18

年を経ても根強く残っていることを示していた。

つまり、法制度上、子の出自を知る権利は認めら

れていても、親から出自を知らされない子にとっ

て、その制度は実質、機能しにくいものとなって

いた。ビクトリア州のこの事例は、同様の法制度

を持つ国においてもいずれ現実のものとなること

が予測される。

2008年法はこの反省の上に立って改正された。

その特徴的な内容はドナーの情報へのアクセスの

申請条件であった子の18歳規定の廃止と出生登

録についての変更である。申請年齢については、

「子ども（18歳未満）からのドナーの身元を特定

する情報の開示請求については、子どもの親ある

いは保護者がその申請に同意している場合だけで

なく、カウンセラーが子どもにカウンセリングを

行い、登記官に書面で、その者が情報開示の結果

を理解するのに十分なほどに成熟しているとアド

バイスした場合においても認められる」（s.59）

ことになった。出生登録については、2008年法

のs.153によってBirths,DeathsandMarriages

RegistrationAct1996に新たに追加されたs.17B

「治療によって懐胎された子の出生登録」の規定

により、ドナーによって懐胎された（ドナーの提

供精子・卵子・胚を用いた治療によって生まれた）
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子の出生登録には“donorconceived”とマークさ

れ、子本人が出生証明書の申請をした場合には、

その出生証明書に「更なる情報を入手することが

できる」ことを記載した追加文書“addendum”

が添付されることになった。つまり、出生証明書

によって自分がドナーによって懐胎された子であ

ることを知ることができるようになった。また、

生まれてくる子の権利の問題を親の「不妊治療」

の問題から切り離すため、ドナーのかかわる出生

の登録制度の運営・管理の機能は、ITAから

RegistryofBirths,DeathsandMarriagesに移管さ

れ、ITAは2008年法（s.99）により設立された

VictorianAssistedReproductiveTreatmentAuthority

（VARTA）に置き換えられた。

2008年法の用語の定義（s.3）では、「子ども

�child”は18歳未満の者を意味する」とされてい

る。すなわち、2008年法の第3番目の原則は

「（親が）18歳未満の子どもに出自を伝える」こ

とを意図している。そしてその原則は18歳規定

の廃止と出生登録についての変更のなかに生かさ

れている。

VARTAが2010年3月に発行したパンフレット

�Talkingtoyourchildaboutdonorconception”

には次のように記載されている。

「子どもには小さい時から伝えるのが一番で、

ちょうど誕生の物語の一部とするのがよいのです」

「子どもの特別な状況を家族の物語のなかに織

り込んで、子どもが成長するのに合わせてその話

を伝え続け、彼ら自身の考えや疑問を持ち始める

ようにしてください。そうすることで子どもは誕

生にまつわる言葉や考えになじみながら成長する

ことができて、それらは子どもが成長するにつれ

て発展していくでしょう」

これらの言葉は、子どもが出自の事実とともに

成長することが重要であること、18歳未満の子

ども“children”がドナーによって懐胎された事

実を知って初めて、自分と血縁関係にあるドナー

について知る権利が生かされるのであり、それこ

そが、出自を知る権利が法によって守られること

になることを示唆している。

3 シングル女性・レズビアン女性に対する生

殖補助医療

2008年法における「治療を受けようとする者

は性的指向、婚姻状態、人種や宗教に基づいて差

別されてはならない」（s.5）との原則は、これま

でシングル女性やレズビアン女性に対して生殖補

助医療の利用を拒んできた制度の撤廃を意味して

いる。1995年法における「不妊のカップルは子

を持とうとする希望がかなえられるように援助さ

れるべきである」（s.5）との原則からは、かつて、

生殖補助医療を利用する家族、特にドナーの精子

を利用するDIによって子を持つ家族に対する偏

見の歴史があったことを見逃してはならない。こ

の原則は、生殖補助医療を利用することの偏見を

取り除き、子を持ちたいと願うカップルの希望を

尊重するものとなった。しかし、1995年法では

生殖補助医療を利用できる者は既婚の夫婦に限定

されており（1997年には、異性愛の事実婚のカッ

プルにも認められるようになった）、シングル女

性やレズビアン（カップル）の利用は原則として

認められなかった。その結果、多くのシングル女

性やレズビアン女性は、子の出自を知る権利に関

する法規制のない州外で治療を行うことを強いら

れていた。

このような状況に対して、2008年法において

は次のような改正がなされた。

（1）女性の婚姻状態に関する規定は削除され、

生殖補助医療にアクセスする条件の一つである治

療の同意についての規定も、1995年法では、「夫

の同意」という表現が用いられていたところを、

「女性と、もし（パートナーが）いるのであれば、

彼女のパートナーとが指定された様式でそのよう

な治療を受けることに同意した場合」（s.10（1））
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と変更された。

（2）女性が治療を受けることができる条件が、

医師が「女性の事情から、女性が治療以外によっ

ては妊娠しそうにない」と判断したとき（s.10

（2））と、より緩和化され、身体的な生殖能力の

みならず、男性パートナーがいない、あるいは男

性と性的関係を持ちたくないといったいわゆる

「社会的不妊」をも含む内容に変更された（これ

までは、男性パートナーのいない女性に対しては

「彼女の卵子によって妊娠しそうにない」、いわゆ

る女性の「医学的不妊」が条件とされていた）。

シングル女性やレズビアン女性による生殖補助

医療の利用（特にレズビアン女性のDI利用）を

危惧する意見は、2000年のMcBain裁判（McBain

vStateofVictoria(2000)FCA1009）7）にみられ

るように1995年法施行後もビクトリア社会に根

強く存在していた。McBain裁判は、男性パート

ナーのいない女性の生殖補助医療へのアクセス権

を認めるか否かの議論として、ビクトリア州のみ

ならずオーストラリア連邦政府をも巻き込む議論

を起こした［南 2009b］。その議論が提起したも

のは、「女性の子を持つ権利」と「子の父を持つ

権利」の衝突であり、反対論者たちは、シングル

女性・レズビアン女性の生殖補助医療へのアクセ

ス権を認めることが「父のない子」をつくり出す

ことに社会が積極的に加担することになりかねな

いことを危惧し、それを「子に対する虐待」と評

した。そうした意見からは、「家族の在り方」を

大きく揺るがしかねない生殖補助医療の持つ潜在

的可能性への恐れを読み取ることができる。

そのような社会的背景のなかで、McBain裁判

以降のシングル女性やレズビアン女性の生殖補助

医療の利用を求める活動は、2008年法の成立に

よって実を結ぶこととなった。そして生殖補助医

療によって子をつくったシングル女性やレズビア

ンカップルにも異性愛カップルと同様に法的親と

しての地位が認められた（s.147）。その結果、シ

ングル女性やレズビアン女性のもとで生まれた子

の記録もCentralRegisterに登録され、子の出自を

知る権利が法的に保障されることになった。

2008年法では、多くの革新的な改正がなされ

たが、その改正は子の福祉と権利を優先するとい

う立場に立っている。そして「子の最善の利益を

守る」という主要な概念に反しない限りにおいて、

これまでの制限（例えば、シングル女性やレズビ

アン女性に対する制限など）が緩和・廃止された。

このような法制度の変革は1984年法の制定以来

20年以上の歳月をかけて実現したものである。

しかし、かつて「社会的実験」［Kyriakopoulos

1995Jul.11］と評された旧法による「実験」の

結果生まれた2008年法には問題点はないのであ

ろうか。2008年法における試みも、その結果が

予測の域を脱し得ない限りにおいてはやはり「社

会的実験」といわざるを得ないのかもしれない。

それは、生殖補助医療の利用にかかわる問題が、

生命の誕生とともに、ドナーや生まれてくる子を

含む家族の問題であるからである。そこには、法

が「家族の生き方」という私的な領域にどの程度

踏み込んでいくことが可能であるのかという問い

かけと同時に、個々人によってそれぞれに異なっ

た「家族の生き方」に対する考え方がある。それ

は、法制度の限界を示すものでもあるだろう。

1 子の権利における限界

ドナーの匿名性を廃止し、子の出自を知る権利

を認める法律の施行後18年を経ても多くの家族

で子に出自が知らされていなかったことから明ら

かなように、ビクトリア州の社会においても、生

殖補助医療によって子を持ったことは依然として

「家族の秘密」である。そのような状況下では、

子の偏りのない普遍的な意見を得ることは不可能
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であり、得られる子の意見も「一部の意見」には

違いない。しかし、一部の意見にせよ、発言する

子たちの「出自を知りたいとの願い」は真摯に受

け止めなければならない意見である［南 2007］。

現時点における生殖補助医療にかかわる法制度の

限界がそのようなジレンマのなかにあるように思

われる。2008年法では、原則に明記されている

ように、子の福祉と利益、特に出自を知る権利に

主点が置かれている。法律は「主張する親」の立

場に偏りがちであるが、「発言できない子たち」

の意見をどのように吸い上げ、そしてそれらを法

制度のなかにどのように反映させることができる

のか、ビクトリア州の法制度の変革は、その答え

を求めているように思われる。

2 親の権利における限界

2008年法では、生殖補助医療を受けようとす

る全ての女性（パートナーがいる場合にはそのパー

トナーにも適用）は治療の開始前に、性的または

暴力的犯罪の前科がないか犯罪歴のチェックを受

け、さらに子ども保護命令が出されたことによっ

て子どもの養育権を失ったり後見人から外された

ことがないかどうかのチェックが求められること

になった（s.10～ s.14）。生殖補助医療の利用に

関するこれまでの制限が緩和・廃止されたなかで、

生殖という「自然な行為」のなかに生殖補助技術

を利用する「人工的な行為」が自由に持ち込まれ

ることを制限する「適切な安全装置」を設けてお

きたいとする州政府の思惑がそこに見られる。シ

ングル女性やレズビアン女性に対する規制の廃止

も、その行為を医療行為として認めることで、か

えって自己授精などで自由に生殖補助技術が持ち

込まれることを防ぎ、医療の枠のなかに留めてお

く必要性もあったのではないだろうか。不妊治療

として、子を持ちたい親の立場に立ったこれまで

の生殖補助医療の制度の在り方も、規制緩和とと

もに、生命の尊厳という立場から、生殖補助技術

を利用する「人工的な行為」がどこまで認められ

得るのかといった視点からの再検討が必要なこと

を指摘しているように思われる。

3 ドナーの権利における限界

ビクトリア州では、ドナーは子の法的親とはな

らないとしながらも、ドナーの子の情報へのアク

セス権を認めている。しかし、2008年の法改正

においてもドナーの立場（子や家族との関係性の

在り方）については、法の原則のなかに明記され

ていない。つまり、子とドナー両者からのアクセ

スの双方向性を認めながらも、現時点ではドナー

はあくまでもボランティアであるとの立場をとっ

ているように思われる。しかし、ドナーが家族に

とってボランティア以上のもの、すなわち「限り

なく家族に近い存在」となる可能性は存在してお

り、法はどのようにしてドナーの立場を明確にす

ることができるのか、今後の課題である。

ITAから教育的機能を引き継いだVARTAのサ

イト“Areyouthinkingaboutbecomingadonor?”

には（提供を決心する前に）考えなければならな

い重要なこととして次のような記載がある

［VARTA2011］。

・なぜ提供したいのですか。

・あなたの提供によって懐胎された子に対してど

のように感じるでしょうか。

・レシピエントを知っている場合：提供すること

で、彼女たちとの関係にどのような影響を及ぼ

すでしょうか。子とはコンタクトを持ちますか。

もしそうならどのくらいの頻度ですか。誰があ

なたの提供について知ることになるでしょうか。

・レシピエントを知らない場合：彼女たちからコ

ンタクトされたり、提供の結果生まれた子から

コンタクトされたらどのように感じるでしょう

か。情報を与える準備ができているでしょうか。

彼女たちとオープンにコンタクトできるでしょ

うか。
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・あなたの家族、友人、子の誰に、そして何を伝

えますか。これについて彼らはどのように感じ

るでしょうか。彼ら（あなたの家族や子）は、

あなたの提供の結果懐胎された人と遺伝的に繋

がることになることを覚えておいて下さい。

・提供配偶子を用いる人々はカウンセラーに会っ

て、犯罪記録チェックと子ども保護命令のチェッ

クを受けますが、養子をもらう親と同様の方法

では審査されません。もし、レシピエントの価

値観や教育方法があなた自身の価値観や教育方

法と大きく異なっていたら、どう感じるでしょ

うか。

これらの問題についてなにか心配なことがあ

れば、快く提供できるようになるまで、事を進

めないことが重要です。・・・これらの問題が

解決できないのであれば、それがレシピエント

をがっかりさせると感じたとしても、初めから

提供しない方がよいのです。

これらの記載はドナーが子や家族に対してどの

ような考えを持ち、どのような対応をとるのか、

手探り状態であることを示している。ドナーと子

や家族との関係は、2008年法のもとで、どのよ

うな形で進行していくのか、今後の推移を見守る

必要がある。

ビクトリア州の事例が示したことは、法が子の

出自を知る権利を守ることや、ドナーの匿名性廃

止によってもたらされるドナーと子や家族との関

係を規定することの難しさであろう。出自を知る

権利をより確実なものとするため、申請のための

18歳規定の廃止と出生証明書によって出自を知

らせるという世界に先駆けた「新たな取り組み」

を提示したことは注目に値する。しかし、2008

年の法改正においても、依然として、生殖補助医

療によってもたらされる家族の問題に対する対応

が手さぐり状態であることも示していた。

例えば、2008年法によって、2010年以降にド

ナーによって懐胎された子は、出生証明書により

自分の出自を知ることができるようになったが、

親が事前に子に出自を知らせていない場合には、

突然「事実を知る」ことに変わりはない。VARTA

が2010年3月に発行したパンフレット“Talkingto

yourchildaboutdonorconception”にも、「この

情報は、このような予期しない出来事（出生証明

書）によってではなく、あなた（親）によって愛

情を持った方法で伝えられることの方がはるかに

よいのです」と記載されている。また、伝えるべ

き理由として、（1）医学的問題が子の遺伝的構

成をいつか明らかにしてしまうかもしれない、

（2）秘密は長く隠しておくのが難しい、（3）他

の者からその事実について聞かされることは子に

とって破壊的でありうる、（4）子たちは大人に

なって自らがドナーによって懐胎されたことを知

ることが考えられる、（5）愛情ある関係は誠実

さと真実に基づく、ことを挙げている。つまり、

法が機能するためには、家族の理解が必要なこと

を示唆している。

生殖補助医療は、これまで、子を持ちたいとい

う親の立場から不妊治療としてとらえられてきた

が、2008年法に見られる法改正の特色は、生ま

れてくる子の立場に立った視点の重要性を指摘す

るものであるといえよう。

すでに述べたように、日本においてはDIが半

世紀以上にわたって法整備がなされることなく既

成事実として行われてきた現実がある。しかし、

今や、日本においても生殖補助医療に関する法整

備は避けては通れない課題であり、今後、議論を

一層深めていく必要がある。日本とビクトリア州

とでは医療制度の基盤となる社会的環境は異なっ

ているが、本稿で指摘したビクトリア州における

先駆的な変革の試みは、先行事例として、日本に
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おける法制度の整備に係る議論において一つの指

標になるものと考えられる。
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注

1） これまで1万人以上のDI子が出生したと考えられてい

るが、正確な出生児数は不明である。日本産科婦

人科学会は、会告によって1997年以降DI実施施設

の学会への登録を求めてきた。日本産科婦人科学

会 倫理委員会 登録・調査小委員会報告［平成11

年度－平成21年度］によると、1998年から2008年

までのDIによる総出生児数は1,478人であるが、

1997年以前の出生児数は明らかではない。

2） 生殖補助医療に関する諸外国の法制度を紹介した

ものには、松田 他［2002］、林［2010］らの報告

書・論文がある。

3） オーストラリアは、連邦政府と州（州、準州およ

び特別地域）政府の間で権限を分担した連邦制度

をとっている。オーストラリア憲法は、連邦政府

に与えられる独占的な権限（貿易、商業、徴税、

国防、外交、移民および市民権などに関する立法

の権限）と、連邦と州政府の双方が法を制定でき

る権限を規定している。各州は、特に連邦政府に

権限が与えられていないその他すべての事柄に関

して、独自の法権限を持っている。生殖補助医療

に関しては州によって異なった法制度がとられて

おり、そのなかでもビクトリア州は1984年に人工

授精や体外受精を含め生殖補助医療を包括的に規

制する法律を制定するなど、世界に先駆けて生殖

補助医療の法整備に取り組んできた。

4） DIは実質、我が国で行われてきた唯一の配偶子提

供による生殖補助医療であり、日本産科婦人科学

会会告「非配偶者間人工授精に関する見解」

（2006年改定）［日本産科婦人科学会 2006］のも

とに行われている。会告では、DIの被実施者は法

的に婚姻している夫婦とし、ドナーは匿名とされ

ている。

5） オーストラリアでは18歳は成人年齢とされ、18歳

以上の国民には、連邦と州政府の選挙で投票する

義務がある。

6） ドナーのアクセス権は2008年法にも引き継がれた。

子およびドナー双方の情報の登録と情報へのアク

セスについては2008年法の“Part6Registersand

AccesstoInformation”において規定されている。

日本の生殖補助医療部会報告書ではドナーに対し

て子の情報にアクセスする権利は認められていな

い。

7） McBain裁判は、MelbourneIVFの医師McBainがビ

クトリア州政府を相手に、1995年法のs.8によって

生殖補助技術の利用を男性パートナーのいる女性

に限るとしていることは連邦法に矛盾するとして、

その有効性について争った裁判である。オースト

ラリア連邦法SexDiscriminationAct1984のs.22で

は、「報酬のためであるなしにかかわらず、もの

やサービスの提供、施設の利用において、性、婚

姻状態、妊娠、あるいは妊娠する可能性によって

相手を差別することは非合法である」と規定され

ており、州法である1995年法における差別の非合

法性は認められたが、裁判後にITAよりクリニッ

クに出されたガイドラインでは、男性パートナー

のいない女性については「医学的不妊」であると

診断されることが治療を受けるための条件とされ

た［ITA2001］。
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世界の各先進国が経験したように、工業化、都

市化の進展は必然的に農村から都市への労働力移

動をもたらす。改革開放以来、急速な経済成長を

遂げてきた中国社会では農村から都市への労働力

移動過程において、「農民工」と呼ばれる新しい

社会集団が生まれた1）。彼らは底辺から中国の経

済発展を支え、都市部の経済成長に大きく貢献し

ているにもかかわらず、長時間・低賃金の労働が

日常化し、非農業戸籍の都市住民が有している失

業・医療・年金・労災等の社会保障が不足し、日

常生活の設備や居住環境が劣悪であった。とりわ

け都市部で働く農民工には、都市住民との間にあ

らゆる面で格差が存在し、社会の安定、発展のた

めに放置できない社会問題となっており、社会的

関心も高まってきている。

農民工に対する社会的関心が高まった背景には

2つの事実がある。一つは農民工が急増し続け、

彼らが「世界の工場」と呼ばれる今日の中国を支

えていること、もう一つは就職、失業、医療、年

金等の社会保障面における農民工への制度的差別

が改善されず、それに起因する労働力の供給不足

が沿海部で発生2）していることである（厳 2007a：

84）。そのような状況下で、特に農民工の社会保

障問題は、中国の農村余剰労働力の移動、工業化、

都市化の順調な発展に伴う中国の調和社会構築の

成否にも関わっており、農民工の社会保障問題を

如何に解決するかが現中国社会保障の課題の一つ

としても、注目されている。

むろん、農民工に対しての社会的関心、それに

伴い中央政府の農民工問題に対しての認識が高まっ

ている流れの中で、農民工をめぐる政策も大きく

転換してきた。従来の農民工の移動管理・就業政

策中心から今世紀に入り、特に農民工の就業・生

－72－

Ⅰ はじめに

中国における農民工の社会保障問題に関する一考察

―就労・生活実態の分析を通して―

厳 春鶴

論 文

■要約

本稿では、改革開放以来、中国の社会経済発展を底辺から支えている「農民工」と呼ばれる新しい社会集団を対

象にして、地方都市における農民工の就労・生活等方面の実態をより一歩明らかにし、それに基づいた農民工の社

会保障現状とその必要性を把握し、その問題のいくつかの課題について考察を行った。その結果、新政策体制下で

も改善は見られる一方、農民工の都市部での生活、自身の心身や健康に影響しており、将来への不安をもたらす諸

要因は解消されず、社会保障をめぐる諸問題は存在している。このことは、現時点において農民工の現状と実際的

需要に基づく社会保障への対策、方針が欠けている一方、その制度構築と関連要因等への更なる分析と検証が必要

であることが考えられる。

■キーワード

農民工、社会保障、社会保障問題、就労・生活の実態



活に関わる諸問題を解決すべく対策が打ち出され、

農民工の就業制限の緩和や労働保護、子女教育、

社会保険への適用等の領域に改善がみられる。特

に、2008年の労働契約法、就業促進法、労働争

議調停仲裁法等の新法3）では農民工も適用対象と

され、都市部の人々と同じく保障の権利を有する

と明記された。このような政策転換下で、多くの

方面で改善が見られる一方、農民工の就労、生活

に関わる問題は依然存在し、特に社会保障等の問

題の解決は図られていない。

そこで、本稿では、農民工をめぐる社会保障問

題を地方都市における農民工の就労・生活実態の

事例分析から検証し、農民工の社会保障現状とそ

の問題のいくつかの課題について考察することを

目的とする。そのため、まず農民工をめぐる研究

動向と関連政策について検証する。次に事例検証

として中国・地方都市の農民工に対しての就労・

生活方面等の実態を明らかにし、分析を行う。最

後に、実態調査分析に基づいた社会保障の現状と

課題について考察を行う。

1 先行研究と研究動向

まず、従来の日本における中国の農民工に関す

る研究をみると、経済学の視点から農村労働力移

動、労働市場、出稼ぎ労働、就業形態、行動意識

等の面から農民工の現象について論じているのが主

流であったが、近年、国際社会の注目の中で、中

国の農民工に関する生活実態と権利問題に関する

研究も増えている。例えば、厳（2007a）、（2007b）

では、依然として農民工への都市部での制度的差

別が存在し改善されていないことを指摘し、農民

工を二等国民として扱ってきた諸政策を見直し、

就職、社会福祉等における差別を無くすべきだと

いう議論を展開している。また厳（2009）では、

近年の農民工をめぐる就労方面等の政策転換の背

景に、実態調査データに基づいて農民工の就労現

状を明らかにし、現存する問題点等を論じている。

劉（2007）は、農民工の諸問題を貧困問題とし

てとらえ、地域の調査データや事例の分析を用い

て、その実態と性格を明らかにし、包括的な生活

保障政策の構築が求められていることを提起して

いる。このように、農民工の就労、生活に関する

実態調査研究も多く存在しているが、特に農民工

の社会保障問題をめぐる諸検討はあまり見当たら

ない。

一方、中国においても、近年政府が農民工の権

益保障等の問題に注目している中で、農民工の都

市部の生存状況・生活実態の調査研究等が数多く

存在する。そこでは、農民工に関する研究も従来

の農民工の消費行為、労働環境、就業､収入等の

領域から個別的に捉え分析し、実態を明らかにし

ている。例えば、代表的に国務院研究室課題組

（2006）では、より早い段階で、全面的に中国の

農民工が直面する問題とその原因を分析し、問題

解決の構想や目標を提起し、政策提案等を行って

いる。劉（2005）、鄭・黄（2007）でも、農民工

が直面する問題を理論的に分析し、その政策、課

題等について論じている。同時に、個別的にも農

民工の社会保障現状等について、戸（2004）は、

現時点において都市部の農民工の社会保障は空白

な状態であること；陳（2004）は、農民工は都

市部に入って都市の発展に貢献したにもかかわら

ず、大部分の農民工は社会保障から排除されてい

ること；宮（2005）、王（2004）等は、都市部で

の農民工の各社会保険加入状況が悪いことを指摘

し、農民工の労災保険、医療保険等を最優先に解

決すべきであると述べている。いずれにしても、

農民工の社会保障現状を明らかにしており、具体

的な問題解決への検討は論じられていない。一方、

白（2004）は、都市と農村の二元社会構造が農

民工の社会保障欠如の根本原因であると述べ、憲
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法による社会保障権を享受しているが、具体的な

社会保障分野における法整備の欠如、管理体制の

不備によると指摘している。鄭・黄（2007）で

も、農民工が都市における就業、居住のあらゆる

面で不平等な待遇を受けることの背景には、計画

経済期から残存する二元的な社会経済構造がある。

つまり、都市の排他的公共サービス・社会保障制

度、高圧的な都市管理制度モデルが根源にあると

いう立場からの指摘である。このように、計画経

済時期から残存する戸籍制度による二元的な社会

経済構造が根本原因であることが大方の共通の認

識であることはすでに明らかである。

同時に、中国政府もこれまでにないほど農民工

および農民工問題を重視し、農民工の社会保障問

題を重点課題としてとりあげ、積極的に農民工の

社会保障の問題解決に動き出し始めている。

2 農民工の社会保障関連政策の展開

従来の農民工に関する政策は、主に移動・就業

管理政策を中心に展開されてきた4）。今世紀に入

り、特に近年農民工に対しての移動管理・就業政

策方面では就業制度の改善、立法等を通して、大

幅に緩和され､改善してきたともいえる。農民工

の社会保障関連政策は、今世紀に入ってから、農

民工の社会保険等への適用を実施し始めてきたの

である。特に農民工の社会保険問題をめぐり、中

央政府が最初に言及したのは、国務院の「労災保

険条例」（2003）で、初めて農民工が労災保険加

入資格を有することになった。「国民経済と社会

発展第十一次五ヶ年計画制定に関する中国共産党

中央の意見」（2005）では、明確に都市部に就労

している農村労働者の社会保障問題を解決するよ

う指示した。また「国務院の就業と再就業の強化

に関する通知」（2005）でも、積極的に都市部に

就労する農村労働者の必要な社会保障を提供する

条件を整備するよう指示した。そして、「国務院

の農民工問題の解決に関する若干の意見」（2006）

の公布では、農民工の低賃金と賃金未払い問題を

より早く解決し、法規による農民工の労働管理を

規範化し、農民工の就業訓練を強調し、農村労働

力の就業転移を促進し、農民工に対しての指導を

強化、改進することを要求した。さらに、農民工

の重点課題である社会保障の要望に基づいて、全

国各地は法律によって農民工を労災保険範囲に入

れて実施すること、農民工の大病医療保障問題を

解決すること、また､段階的に農民工の養老保険

問題を解決すること等を示した。同時に、中国の

温家宝首相は明確に農民工の特徴に合う社会保障

体制の構築を研究するよう指示した。また、

2010の政府活動報告でも「農民工の社会保険加

入作業を積極的に推進する」と指示した。

このような研究動向と政策転換を踏まえて、新

政策体制下における農民工の就労・生活実態をよ

り一歩明らかにし、それに基づいた農民工の社会

保障現状とその必要性を把握することは、農民工

の社会保障問題の解決、制度改善に必要不可欠な

作業であると考える。とりわけ、都市部での農民

工の就労、生活実態を究明し、それに基づく彼ら

に適用する社会保障制度の構築は、農民工の現在

の生活を安定させ、将来の生活の安定につながる

ものだと考える。

1 調査の対象地域と調査対象の概況

本調査の対象地域－蘇州市は、中国の長江デル

タの中部、江蘇省中の一都市であり、全国で一番

早く都市と農村の統一的な就業体制を実行し、大

規模の外来農民工を雇わせた地区であり、また農

民工をめぐる社会保険加入問題にも積極的に取り

組み、全国的に高い評価を得ている経済都市であ

る。農民工は主に蘇州市の建築業、製造業、公共
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サービス業、運輸･倉庫、飲食業、小商売に就労

しており、製造業と建築業への就労者数が全体の

7割以上を占めている。

2 調査手法

本調査は、中国の地方都市における農民工の就

労・生活と社会保障の実態を明らかにすることを

目的として、蘇州市における農民工に対してアン

ケート調査を行った。本調査の実施においては、

調査対象者に調査の趣旨を十分に説明し、調査対

象者の許可を得た上で実施したものである。調査

は2010年8月15日から9月20日まで、約5週間をか

けて行った。本調査において、アンケート回答方

法は主に選択と一部の書き込みの両方を用いた。

全体で350部を配り、回収は331部、回収率は94.6

%である。また回収した中で、空白欄や欠欄が多

い回答用紙は除外した。有効部数は313部であり、

回収部数の94.5%を占める。本調査において、蘇

州市の農民工が集中し就労している産業別を考慮

し、主に建築業や製造業、運輸・倉庫等のいくつ

かの外資系企業を中心に無作為抽出のルールに従

い、調査を行った。その他に、宿泊飲食業や公共

サービス業（清掃等）にも対象にして実施した5）。

調査は、製造業や建築業や運輸･倉庫等の企業で

は関連部門の責任者に依頼し、アンケート用紙を

渡して、3日後回収した。その他は、関連協力者

と対象者の同意を得て、アンケート用紙を渡して、

その場で回答してもらった。

3 調査対象者の基本属性

表1でわかるように、全回答者の約9割近くが

20－30歳の青年に集中し、最終学歴が高校卒

88.8%と意外に高率を占めている。該当地域での

製造業等の関連企業は比較的に高い学歴への求人

要求と農民工の教育水準が全体として高くなって

いるのが示唆される。今回の調査において、主に
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表1 農民工の基本状況

項目 区 分 人数 調査の比率（％）

年齢
構成

21歳未満
21―25歳
26―30歳
31―35歳
36歳以上

10
144
134
21
4

3.2
46.0
42.8
6.7
1.3

学歴 小学校卒
中学校卒
高中校卒
大学卒

0
30
277
5

0.0
9.6
88.8
1.6

出身
地域

本市区外
本省内
本省外

20
157
136

6.4
50.2
43.5

職業 建築業
製造業

運輸倉庫関係
宿泊飲食業
その他（清掃）

59
177
45
29
3

18.8
56.5
14.4
9.3
1.0

合計 313 100.0

出所：調査データより、筆者作成



製造業である企業・工場や運輸・倉庫関係、建築

業の農民工を中心にし、任意調査を行ったため､

特に製造業が多かった。

4 就労実態の調査結果

表2でわかるように、農民工の就労の実態は楽

ではない。中国の労働法による1日8時間の法定

時間、週44時間を超えて就労しており、特に建

築業､製造業等も8割以上である。また、1日12時

間就労している農民工が約4割、毎日長時間就労

しているにもかかわらず、約6割以上の人が法定

休暇（週2日）の通り､休めないのが現実である。

労働賃金は、全体の9割が「1200－1500元未満」

と「1500－2000元未満」に集中しているのがわ

かる6）。だが、蘇州市のすべての都市住民の平均

消費支出と対比してみれば、都市での物価高騰等

による生活費用の増加、また一部の人たちは実家

に送金活動している中で､彼らの生活は楽だとは

言えない。当地域の経済発展、生活レベルと対比

すれば、依然として高物価低賃金であり、非常に

不満を持っている。

労働契約の有無については、「ある」300人

（95.8%）、「ない」13人（4.2%）であり、ほとん

どの人が労働契約を結んでいるが、契約内容上、

ただ契約期限と基本賃金の規定以外に何も含まれ

ていないこともある。例えば、各社会保険の任意

加入の方針下で、企業内の福利待遇は一切受けら

れないことが一般である。つまり、労働契約率が

高いといっても、「労働法」で明確にされた本当

の意味での労働契約とは言えない。労働契約年数

は多くは2年間以内であり、短期契約が見られる。

本市で転職経験のない者は全体の3割未満で、出

稼ぎ年数の長期化が見られる一方、農民工の一つ

の職場での勤務期間は1―2年未満が多いのであ

り、就業状況は不安定で、頻繁に転職していると

考えられる。就業のきっかけは、依然として、主

に自分が求人情報などの広告を見て、仕事を見つ

けるか、親戚や友人などの知り合いの紹介で仕事

を見つけている。つまり、安定した職場がないの

である。また、農村から都市部に入って出稼ぎす

る農民工に対しての国家就業支援とか体制がまだ

整えられていないと考えられる。労働技能訓練で

は、「参加しない」か「訓練がない」が7割以上

であり、農民工に対しての労働技能訓練と支援が

欠けていると見られる。

5 日常生活実態の調査結果

（1） 休暇と余暇生活

休暇と余暇生活は、「テレビを見る」（84.7%）、

「家で寝る」（85.9%）、「友たち・同郷人等と交流」

（31.6%）、「買い物」（24.0%）、「家族と連絡する」

（22.7%）、「本を読む」（28.4%）、「その他」（6.1%）

であった7）。農民工の都市での生活は単調で、十

分ではないことが考えられる。休日は主に「テレ

ビを見る」、「家で寝る」と答えた人が8割以上で

あり、周囲との交流も少なく、限られた範囲内で

生活しており、都市部で就労し、生活しているに

もかかわらず､都市生活には必ずしも溶け込むこ

とができていないと考えられる。

（2） 現在の居住環境

また、全体の6割近くが現在の居住環境に満足

していないと思われる。居住場所は主に「就業先

で提供した宿舎」26.6%、「工棚（飯場）」（工事

現場で建てた小屋等）17.6%、特に「借りた民間

住宅」46.8% で一番多いとみられるが、その住

環境は古いアパート等で、居住空間が狭い、居住

設備が悪い等の問題が普遍的に存在しているのが

現実である。

6 就労・生活困難意識関連の調査結果

（1） 出稼ぎ動機

その第一目的として、「家族への生活費・教育

費等」（31.0%）「自宅建設・結婚資金のため」
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（29.7%）が比較的に多かった。これは農業生産

による低農業収入等の原因で、魅力のない農業だ

けでは生活維持に困難な情況の下で、都市部に入

り出稼ぎをしている現実が考えられる。また一部

の若年農民工は単純な生活費等の目的で出稼ぎを

するのではなく、激しい現代社会の競争の中で、

発展的な視野で、自分自身の素質を高めるために

努力している傾向が見られる。本調査で「見聞を

広げるため」が20.8%、「技術を学ぶため」が

14.4%、「故郷で起業するため」も24.9% という

結果から、このような自分自身の視野を広げたい

という意向が見られる。

（2） 生活上の困難、原因、解決方法8）

また、現在の生活上の第一困難は何かについて、

「賃金が低い」77%、「住宅環境が悪い」37.4%、
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表2 農民工の就労基本状況

項 目 区 分 人数 調査の比率（％）

労働時間／日

平均8時間
9－10時間
11－12時間
13時間以上

決まった労働時間がない

37
139
117
4
16

11.8
44.4
37.4
1.3
5.1

労働賃金／月給

500－900元未満
900－1200元未満
1200－1500元未満
1500－2000元未満

2000元以上

1
9
97
186
20

0.3
2.9
31

59.4
6.4

休日／月

休みがない
月4日未満

月4－8日未満
月8－12日未満
月12日以上

11
164
113
23
2

3.5
52.4
36.1
7.3
0.6

労働契約年数

1年
2年
3年

4年以上
担当仕事が完成するまで

103
123
44
4
28

32.9
39.3
14.1
1.3
8.9

転職経験

なし
1回
2回
3回
4回

5回以上

84
85
68
58
9
9

26.8
27.2
21.7
18.5
2.9
2.9

就業のきっかけ

親戚友人の紹介
自分で探す

地元政府や学校が組織
仲介機構からの紹介

雇用者が直接農村に来て募集
地元や村の請負工グループに入る

77
115
36
19
1
64

24.7
36.9
11.5
6.1
0.3
20.5

労働技能訓練
参加する
参加しない
訓練がない

92
118
103

29.4
37.7
32.9

出所：調査データより、筆者作成



「仕事・収入の不安定」35.5%、「企業職員採用に

制限」28.4%であり、比較的多かった。農民工に

とって一番心配していることは、依然として「賃

金が低い」、「企業職員採用の制限」、「仕事・収入

の不安定」等であり、都市部での就業方面から始

め、さまざまな困難に直面することがわかる。そ

の第一原因として「労働力市場の激しい競争」

73.2%、次は「学歴が低い」61.3%、「技術がない」

41.5% である。また「就業制度の不備」12.1%、

「農村戸籍であるから」11.8%であった。農民工

は現在の就業制度にも不満を持っている一方、比

較的に自分自身の低教育レベル、専門技術がない

ということを認め、都市での不平等待遇、困難な

状況に置かれているのは、自分自身の原因である

という認識があるとも考えられる。その解決第一

方法として「自分の努力」と思っている人は81.8%

で圧倒的に多くて、次は「健全な就業制度」37.4%、

「家族成員の互助」33.5%、等であった。都市で

の不平等な生活就業環境の中で、依然として自分

の努力で生活環境を変えようとする強い意志が見

られる。現在の企業等の就業方面で、農民工に対

して平等な就業権利を与えるこが必要である。農

民工は都市部で生活の困窮に陥った場合、社会か

らの救助ではなくて、一部の人は友達や親戚等の
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図1 農民工の休暇余暇生活

出所：調査データより、筆者作成

表3 現在の居住場所と居住環境の満足度のクロス表

現居住環境

良い 普通 良くない 非常に良くない 合計
現
居
住
場
所

集 団 宿 舎
度数 1 4 10 1 16

% 6.3% 25.0% 62.5% 6.3% 100.0%

就業先の宿舎
度数 2 16 55 9 82

% 2.4% 19.5% 67.1% 11.0% 100.0%

工棚（飯場）
度数 8 46 1 55

% 0.0% 14.5% 83.6% 1.8% 100.0%

借りた民間住宅
度数 6 77 61 2 146

% 4.1% 52.7% 41.8% 1.4% 100.0%

公 営 住 宅
度数 2 2

% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

そ の 他
度数 5 5 10

% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 100.0%

合 計
度数 14 112 172 13 311

% 4.5% 36.0% 55.3% 4.2% 100.0%

出所：調査データより、筆者作成



援助によって、困難を乗り越えている者もみられ

る。

（3） 権利侵害とその対応

就労現場や都市部での日常生活上において、自

分の賃金問題や労働紛争を含め、権利侵害を受け

たことがあるかないかについて「ある」と答えた

人は170人（全体の54.3%）であった。その回答

者のうち9割近くの人が「解決方法がない」、「親

戚や友人に助けを求める」と答えた。農民工の自

分自身の権利を守る意識とその手段が欠けている

一方、社会的に農民工に対しての権利保護や生活

支援の認識を高める必要性が求められる。

6 社会保障関係の調査結果

（1） 社会保険

社会保険については、中国の社会保障制度の中

心である社会保険の失業、医療、労災、養老、生

育の5大保険の加入状況を見ると、失業は23.0%、

医療は66.1%、労災は59.1%､養老25.6%、生育は

3.5%であった9）。医療保険と労災保険の加入率は

かなり高く見えるが、これは2006年時点から、

中央政府からの農民工に対しての関連政策の強化

と地方政府の産業構造による農民工の重要性に認
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表4 権利侵害とその対応のクロス表

ある場合の対応手段

解決方法がない 親戚・友人 調停や仲裁を申請 法律の援助 労働組合 その他 合計

権
利
侵
害
の
有
無

ある
度数 112 40 5 11 1 1 170

% 65.9% 23.5% 2.9% 6.5% 0.6% 0.6% 100.0%

ない
度数 3 7 2 7 2 7 28

% 10.7% 25.0% 7.1% 25.0% 7.1% 25.0% 100.0%

合計
度数 115 47 7 18 3 8 198

% 58.1% 23.7% 3.5% 9.1% 1.5% 4.0% 100.0%

出所：調査データより、筆者作成

表5 農民工の社会保険加入状況（上段：人数、下段：％）

項目内容 合計 加入している
聞いたことがあるが
加入していない

聞いたことがない

失業保険
183 72 108 3

58.5 23.0 34.5 1

医療保険
303 207 95 1

96.8 66.1 30.4 0.3

労災保険
299 185 112 2

95.5 59.1 35.8 0.8

養老保険
183 80 102 1

58.5 25.6 32.6 0.3

生育保険
106 11 86 9

33.9 3.5 27.5 2.9

出所：調査データより、筆者作成



識を深めた結果と考えられる。蘇州地域において、

農民工の保険加入率は全国的平均加入率より高く

なっている10）が、農民工への任意加入の政策方

針下で、都市部で比較的に不安定で低賃金で働い

ている農民工にとっては、保険料への負担は、彼

らの生活の安定につながるどころか、かえって負

担で苦しくなる状況に追い込むことも考えなけれ

ばならない。

（2） 福利厚生

サービス業等を含め、回答者のうち、福利待遇

については、有給休暇について「ある」と答えた

人がわずか全体の8.0%、病気時の給与も同じく

「ある」と答えた人は全体1.9%、女性有給産休に

「ある」と答えた人は6人であった。全体的に見

ると、企業等は農民工に対しての福祉待遇が改善

されず、かなり悪い状況に置かれている。

（3） 地域福祉サービスと最低生活保障

該当地域福祉サービスを受けることができるか

について、「できる」と答えた人はわずか1.3%で

あった。都市部で失業あるいは困難に陥って、生

活の収入源がない場合、該当地域で最低生活保障

を申請し、受けることができるかについても、同

じく1.0%であった。農民工の就労と生活に循環

的に起きうる各リスクを回避できる基盤となるの

は最低生活保障制度でもあり、農民工の総合的な

生活支援のベースともなることも考えられるが、

調査結果からみると、該当地域においては未だ整

備されていないと考えられる。
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表6 企業内の福利待遇

有給休暇 有給産休 病気時の給与

度数 % 度数 % 度数 %

有
効

あ る 25 8 9 2.9 6 1.9

な い 125 39.9 80 25.6 109 34.8

わからない 160 51.1 69 22 191 61

合 計 310 99 158 50.5 306 97.8

欠損値 システム欠損値 3 1 155 49.5 7 2.2

合 計 313 100 313 100 313 100

出所：調査データより、筆者作成

表7 地域福祉サービスと最低生活保障を受けることの有無

地域福祉サービス 最低生活保障

度数 % 度数 %

有
効

できる 4 1.3 3 1

できない 151 48.2 141 45

わからない 153 48.9 167 53.4

合 計 308 98.4 311 99.4

欠損値 システム欠損値 5 1.6 2 0.6

合 計 313 100 313 100

出所：調査データより、筆者作成



以上の調査結果と分析を踏まえて、先行文献と

関連して農民工の取り巻く就労・生活問題および

社会保障現状を整理し、その問題およびいくつか

の課題について検討してみる。

1 農民工の就労・生活諸問題と社会保障現状

（1）就業保障の欠如と雇用の不規範化今世紀

に入り、農民工の都市部の経済発展への貢献を認

めながら、関連対策を実施してきたが、依然とし

て、多くの農民工は都市部での就業各方面で制限

を受けている。企業採用の制限、頻繁に転職を行

わざるをえない状況の下で、就業や収入の不安定

等に悩んでいるのが実状である。また就業のきっ

かけからもわかるように、就業支援体制の不備、

農民工への採用ルートの不規範化がみられ、これ

も就業や収入の不安定につながる一要因であると

考えられる。また、依然として長時間労働と比較

的低賃金、労働技能訓練の欠如等が普通に存在し、

彼ら自身の権利を守る意識とその手段が欠けている

現状もみられ、日常生活の営み、彼ら自身の心身

や健康の成長に影響を与えている。都市での長期安

定的な就業、生活を目標にしている農民工に対して

の就業権利や就業援助体制の構築が求められる。

（2） 日常生活状況へ不安と個人価値実現の問題

仕事、収入の不安定の現実の中で、農民工の都

市部での生活は単一で、十分ではなく、都市へ生

活に溶け込むことができていない。農民工は、労

働以外の生活時間を十分持っていないと判断でき

る。農民工の余暇時間は家で寝るか、友達、同郷

人と交流するという形で過ごしており、彼らの生

活は単調で、ほとんどは同じ出身地の友人と交際

しているにとどまる。限られた交流範囲内で、周

囲とのコミュニケーションを重視し、情報交換等

を行っているが、将来へのよりよい生活への憧憬

と現実との矛盾に苦しんでいる。つまり､将来へ

の生活の不安を持っている同時に、見聞を広げる

ため限られた範囲で、自分の個人の価値を実現し

ようと努力しているのが見てとれる。

（3） 居住環境の劣悪と住宅保障の欠如

今回の調査からもわかるように、多くの農民工

は都市部で現在の居住場所と居住環境に満足して

いないのである。多くは古いアパートで、居住空

間が狭い、居住環境が悪い等の問題が普遍的に存

在していると考えられる。実際、農民工が生活し

ている所は、一部屋に何人か共同生活をする集団

宿舎や都市での農民工の集中している貧困地域の

集団住宅である。多くの農民工は安定した住所が

なくて、住宅保障も欠如しており、農民工が住宅

状況を改善できる能力も非常に欠如している。

中国都市部の住宅の商品化に伴い、物価の上昇

等の影響で、都市部の市民も住宅の購入が困難で、

住宅ローンに頼るようになっている。不安定就業

や低賃金の大部分の農民工にとって、住宅の購入

は不可能で、居住場所も都市部の辺縁の劣悪な住

宅等に限られている。

住宅は住生活のみならず生活全般についての物

的基盤になるもので、劣悪な住宅環境は生活全体

が不安定な状態にならざるをえない。確かに、居

住環境を悪さは、農民工自身の心身や健康にも影

響しており、仕事･収入の不安定の現実の中で、

これによる発病は彼らを更なる貧困に陥るリスク

を増しているとも示唆される。

（4） 社会保障の不備

従来から都市住民だけに適用する社会保険制度

も今世紀に入り、農民工にも適用することになり、

現段階において、農民工に対する各社会保険は各

地域の方針によって任意加入の形で制限はないの

である。特に今回調査地域でも大きく改善がみら
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れる。だが、農民工への任意加入の政策方針下で､

比較的長時間・低賃金で働いている農民工に対し

て、保険料等への負担は極めて大きく、都市住民

と同じよう保険料を支払うのが難しい状況である。

一方、医療、労災等の保険への加入率は、ほかの

保険加入率より比較的に高いことからも、農民工

のけがや病気になるリスクが高い労働環境下で自

分の健康と労働環境への不安も考えられる。都市

部での最低生活保障の対象は、依然として基本的

にその都市戸籍をもっている都市住民に限られて

いる。むろん、農民工は戸籍所在地の農村部では

それなりの最低保障資格を有しているが、都市部

で定着し長期安定的な生活を目指し就労している

彼らは農村部の基準での保障は望めないのが現実

である。依然として、農村戸籍である農民工は基

本的に対象外であるため、最低生活保障等はほぼ

空白の状態になっているのがわかる。大多数の農

民工は就業の不安定や比較的に低賃金収入労働を

強いられ、常に都市での最低水準の生活レベルで

暮らしている。彼らの生活収入源は主に賃金収入

であり、生活困難に陥った場合、都市部で貧困か

ら脱出できない状況に置かれているといえる。

（5） 企業内福利厚生の悪さと地域福祉サービ

スの欠如

また、一般企業等は農民工に対しての福利待遇

を改善しようとしない。そして、農民工はこの地

域に生活しているにもかかわらず、都市住民では

ないため、社宅、教育、生活支援および福祉施設

等の福祉サービスを受けられないのが現実である。

2 農民工の社会保障問題とそのいくつかの対

策の課題

（1）平等・規範的な就業制度の強化促進と合

法的な労働権利の保護

農民工の労働賃金政策だけではなく、就業と緊

密に関連する政策等にも問題があることが考えら

れ、企業等は農民工に対しての採用制限をより緩

和し、統一した労働力市場の発展と仕事仲介組織

等への管理等、就業支援体制、雇用対策の規範化

を図り、農民工に安定した労働力市場環境を作る

必要がある。また、立法等による関連規定の徹底

実施を通して、農民工の労働契約、労働保護、労

働時間等における諸権利の保護、就業援助システ

ムの構築を通して、都市部の就業と収入の安定化

を図る必要がある。農民工の生活リスクからの社

会保障の必要性と農民工の不安定な収入、保険料

の支払能力等の矛盾から、保険等の加入への抵抗

感、加入する「資格」を失う可能性もあり、都市

での安定的な就業、生活を目標にしている農民工

に対して、就業と収入の不安定化を解消しない限

り、賃金収入を求める彼らの保険加入意欲を減退

させる懸念もあり、農民工の社会保険等への普及

には無理があると思われる。

（2） 農民工の居住環境問題への対策

現時点において、農民工に対しての住宅保障は

極めて不十分である。社会保障制度の一環として

実施されてきた企業内福利にも農民工に対しての

賃貸住宅の補助等の住宅保障の適用を通じて、住

宅問題の解決に各施策を積極的に実施し、農民工

の住宅環境を改善する必要がある。都市での農民

工に向けの周囲の環境にも配慮した廉価な賃貸住

宅等の整備に積極的に取り組む必要がある。

（3） 農民工へ教育訓練の提供と関心を持つこと

就労現場での農民工の就業技能を向上させるだ

けではなくて、文化素質を向上させることも重視

する必要がある。これは、単純な肉体労働の職場

だけではなくて、各方面の職場において、労働力

の不足の問題の解決と労働力の充足に繋がること

でもある。また、現政権は「調和社会の構築」と

いう目標を打ち出している。このような社会全体

で人々は平等であり人権を尊重する価値観が謳わ
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れる中、膨大な規模であり、中国の経済発展に巨

大な貢献をしてきた農民工に対して、社会全体か

ら認め、尊重と関心を持つべきである。これは農

民工の各保障問題の重視と各政策の徹底実施と転

換に関わる方向でもある。

（4） 農民工の分類段階的な社会保障体制

現段階において、農民工の就労、生活から見て、

総合的な社会保障体制の構築が急務である。最低

生活保障の適用、失業時の生活を保障する失業保

険の整備、医療保険および年金保険の確立などに

積極的に取り組む必要がある。むろん、農民工の

このような問題解決の前提として、まず戸籍制度

における課題がある。しかしながら、戸籍制度の

名目的な緩和だけでは意味がなく、各分野におい

て、農民工に対する社会保障の制度化、法制化が

必要である。その上、盲目的な農民工の社会保険

への加入だけを強調し、農民工の保険加入の有無

で根本的な保障問題を解決する観点ではなく、特

に都市部で、依然として就業や収入の不安定に置

かれている農民工に対して、就労と生活に循環的

に起きうる各リスクを回避できる基盤となる制度

が求められる。農民工が自らの就労を通じて経済

貧困から脱出できるような就業環境を整えると同

時に、生活を支える防止策が不可欠である。

以上、農民工をめぐる関連政策が展開される中、

事例として中国の地方都市における農民工の就労・

生活実態と社会保障実態の分析を通して、その現

状を明らかにした。関連政策を転換している新政

策体制下でも農民工をめぐる諸問題は依然として

存在し改善されていない。また、就労・生活方面

からの分析を通して、農民工をめぐる社会保障問

題およびそのいくつかの課題が明らかになった。

農民工の基本的生存権の確立、彼らの人間らしい

生活の営みを実現することが、経済発展から得ら

れる成果をできるだけ多くの人々に配分できる社

会を実現していくための一つの前提条件である。

すべての社会構成員が享受できる平等な社会的保

障網の実現に向けた施策が望まれる。

これまでみてきたように、農民工の社会保障問

題の解決は急務であり、その第一歩としてより戸

籍制度の緩和とその連動する社会的諸機能の転換

プロセスを考えなければならない。一方、改革開

放30年以上を迎える中国社会において、農民工

の構成にも複雑化がみられ、異なる農民工集団が

存在する。そのため、すぐに解決できる問題もま

た一律ではない。農民工の分類化による社会保障

体制の構築およびその構築関連要因等の検討も今

後の大きな課題であると思われる。

注

1）「農民工」という言葉は、1984年、中国社会科学

院『社会学通訊』で初めて登場してから広範に使

われるようになった。「農民工」とは、中国の経

済社会転換期における特殊な概念であり、戸籍身

分は農民であり、土地を有しているが、主に非農

業産業に従事しており、賃金を主要な収入源とし

て生活を維持している労働者を指す。狭義の意味

での農民工は出身地の農村地域を離れて都市部に

進出し、賃金労働者として働く農村労働力である。

広義の意味での農民工は、「狭義の意味での農民

工」と県（市より下級の行政単位）域内で第二次

および第三次産業に就業している農村労働力を総

称したものである（国務院研究室課題組2006:1）。

本稿では狭義の意味での農民工である。

2） 2004年の労働集約型産業が集中している珠江デル

タでは、出稼ぎ労働者の募集難が最も深刻であり、

推定不足人数は200万人を超え、不足率が10%に上

ると見られる。このような「農民工」不足が発生

する背景には、「戸籍の違いにより、就業、失業、

医療、年金、教育等の社会保障面における農民工

への「制度的差別」が存在している（厳 2006:18）

3） 2008年に制定された「労働契約法」、「就業促進法」、

「労働争議調停仲裁法」等の新法では、都市部で

働く農民工に言及して、労働契約の欠如問題、権

利の保障と差別の禁止、平等な就業政策の実施等、

また農民工と雇用主の間での大規模な争議が発生

する場合の労働権利の保護等の内容が明記されて
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いた。

4） 農民工の移動・就業関連政策は、1978年改革開放

以降から現在までに、主に戸籍制度を基準として

人口の移動制限、解禁等の経過を大きく5段階に

分けて、農民工に対して移動・就業管理政策を行っ

たともいえる（劉懐廉（2005）『中国農民工問題』

pp31－38参照）。

5）「2009年農民工監測調査報告」によると、現時点

において、既出の農民工の中で、依然として、製

造業が一番多くて39.1%、次は建築業17.3%、サー

ビス業11.8%、宿泊飲食業関係は7.8%、交通運輸・

倉庫郵政関係は5.9%であった。また、農民工の移

動状況をみると、依然として東部・沿海部の地域

が中心であり、大多数を占めている（中国国家統

計局www.stats.gov.cn公布資料閲覧）。この点にお

いて、今回の調査対象の抽出には一定の有効性を

確認できる。

6） 2010年、蘇州市の最低賃金水準は960元／月であっ

た。1－6月の都市住民一人当たりの平均消費支出

は8425.69元、低所得住民の平均支配収入は6405.15

元、比較的低所得住民の平均支配収入は9491.17元

であった（蘇州市統計調査公衆網www.sztjj.gov.cn

公布調査統計閲覧）。

7） 複数選択のため、各項目は全体（313人）の比率

であるため、100%にならない。

8） 同上

9） 従来からみると中国の社会保険制度は基本法がな

く、基本的に都市住民に適用される保険制度であ

り、農村部には整備されていなかったのである。

また、各保険制度は各条例等に基づいて実施して

きた。今世紀に入り、都市部の農民工に保険制度

への加入の適用を実施したが、任意に各保険への

加入を認めた。さらに2008年末、「社会保険法」

の草案の公開し、2010年10月採択され、2011年7

月1日から正式に施行された。この保険法によっ

て、移動による保険関係の継続等の仕組みが構築

され、農民工の保険加入適用が拡大したといえる。

10）「2009年農民工監測調査報告」によると、東沿岸

部の農民工の各保険への平均加入率は養老8.8%、

労災24.6%、医療13.9%、失業4.6%、生育2.8%であっ

た（中国国家統計局www.stats.gov.cn公布資料閲覧）。

また、蘇州市は今世紀に入り、中央政府の基本方

針に先立って、外来農民工をめぐる規制の緩和と

保護の法令が多く公布され、保険への加入を進め

た点で、全国でも高く評価される地域である。
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フレクシキュリティとは、労働市場の柔軟性・

弾力性（フレクシビリティ）と雇用・生活保障

（セキュリティ）の両立をめざす包括的な政策体

系である。2006年の欧州首脳会議で公式に定義

され、経済のグローバル化、情報・コミュニケー

ション分野を中心とした技術革新、急速な高齢化

等に対応し、労働市場の分断化を防ぎ、社会保障

制度を持続可能なものにしていくために、EU

（欧州連合）全体で積極的に推進されている。し

かし、2010年のリーマンショックに起因する世

界大不況は特に欧州諸国で厳しく、「悪い経済環

境下でもフレクシキュリティが実行可能か否か」

について盛んに議論されている。本稿では、欧州

諸国のフレクシキュリティ政策が、現在の経済不

況下、どうなっているのか、報告する1）。

フレクシキュリティの源泉は1990年代のオラ

ンダとデンマークでなされた一連の労働市場改革

に遡る。両国は、社会保障給付を縮小することな

く労働市場の柔軟性を高め低失業率を実現し、他

の欧州諸国に大きなインパクトを与えた。欧州で

は、欧州理事会が2001年に採択した雇用ガイド

ラインで、“生涯学習と積極的労働市場政策に裏

打ちされ「職の安定性」から「雇用の安定性」へ

シフトしながら欧州の労働市場をより柔軟にする”

との言及がなされた後、2006年の欧州首脳会議

宣言で政策概念としてはじめて取り上げられた。

そして、翌2007年、欧州委員会は、そのコミュ

ニケで「フレクシキュリティ基本原則」を打ち出

した（EuropeanCommission,"TowardsCommon

PrinciplesofFlexicurity:Moreandbetterjobs

throughflexibilityandsecurity",2007.6）。それに

よると、EUの目指す「フレクシキュリティ」政

策は、以下の4つの政策要素からなっている。

（1）使用者からも労働者からも、「インサイダー」

からも「アウトサイダー」からも信頼される柔軟

な合意契約（Flexibleandreliablecontractual

arrangements）

（2）継続的な適応能力、雇用可能性を保証す

る包括的な生涯学習（訓練）戦略（Comprehensive

lifelonglearning）

（3）急速な職場環境変化に対処し、失業期間を

減らし、新しい仕事への移行を円滑にする、職業

訓練等の効果的な積極的労働市場政策（Effective

activelabourmarketpolicies）

（4）適切な所得保障を提供し、就業を奨励し、

労働移動を促進する、現代的な社会保障制度

（Modernsocialsecuritysystems）

上記EU委員会報告は、フレクシキュリティの
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8つの共通原則（commonprinciples）を挙げてい

るが、特に、フレクシキュリティは、①加盟国の

特定状況、労働市場や労使関係に適合するもので

ある必要があり、また、一つだけの労働市場モデ

ルや政策戦略についてのものではないこと、②労

働市場内部にいる者、外部にいる者の間の分裂

（divide）を減少させるものでなくてはならず、

現在内部にいる者は、職から職への移動に対する

準備と保護を必要とし、現在外部にいる者 －女

性、若者、移民者が多い仕事がない者 －は、仕

事に容易に就ける労働市場への入口と安定した雇

用契約に移行できる段階的ステップを必要として

いること、を強調している。

欧州委員会は、その後の2010年3月、「ヨーロッ

パ2020 －賢く、持続可能で、社会包摂的な成

長戦略“Europe2020－ A strategyforsmart,

sustainableandinclusivegrowth”を発表し、その

中で、7つの「最重要の政策構想（flagshipinitiative）」

を打ち出した。 その一つが、 就業率水準

（employmentlevels）を引上げ、欧州社会モデル

の持続可能性を確保するための「新たな技能・仕

事のための検討課題（AnAgendafornewskills

andjobs”」であるが、この中でも「フレクシキュ

リティ」が重視されている。

フレクシキュリティのモデル国は先に触れたよ

うにオランダとデンマークである。雇用・就業対

策への公的支出内訳を対GDPでみると、表1のよ

うに、オランダ、デンマークともに、公的職業紹

介、訓練、障害者の支援付き雇用や社会復帰など

の積極的雇用対策のウェイトが高いことがわかる。

オランダは公共職業紹介、デンマークは訓練のウェ

イトが特に高い。

オランダ・モデルは、フルタイム労働とパート

タイム労働や期間雇用労働との間の均等待遇、相

互移動の促進により、柔軟性と雇用保障を確保し

ようというものである。石油ショック後の「オラ

ンダ病」（賃金が高位硬直化したまま、財政赤字
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Ⅲ オランダモデル

表1 雇用・就業対策への公的支出（対GDP）

日本 米国 英国 フランス ドイツ オランダ スウェーデン デンマーク

1.公共職業紹介 0.09 0.05 0.29 0.26 0.37 0.43 0.46 0.45

2.訓練

（内施設内訓練）

［前々年］

0.05

-0.04

［0.03］

0.05

-0.02

［0.04］

0.02

-0.02

［0.02］

0.36

-0.11

［0.30］

0.35

-0.26

［0.25］

0.13

-0.04

［0.10］

0.06

-0.06

［0.18］

0.3

-0.27

［0.31］

3.雇用助成 0.23 0.01 0.01 0.1 0.11 － 0.37 0.19

4.障害者の支援付雇用、

社会復帰
－ 0.03 0.01 0.07 0.04 0.5 0.22 0.68

5.失業給付等 0.42 1 0.33 1.4 1.47 1.7 0.72 1.29

6.積極的雇用対策

（1～4等の計）
0.47 0.16 0.33 0.98 1 1.21 1.13 1.62

7.総計 0.88 1.17 0.66 2.4 2.52 2.91 1.85 3.35

（おおむね2009年、％）

（出所）OECD"EmploymentOutlook2011"：統計表Kの最新数

（注）日本と英国は4月開始の2009年度、米国は2009年10月からの1年、他の国は2009年。2の訓練には、通常の在職者訓練や教育制

度の一環として行われる見習い訓練制度は含まれない。また、地方公共団体の支出や福祉サービス受給者等への就労サービス

は含まれていない場合が多い。日本の場合、都道府県立職業能力開発施設の設置・運営に対する都道府県支出や大学・専門職

業教育機関への支出は含まれない。施設内訓練とは、訓練時間の75％以上が訓練施設（学校/カレッジ、訓練センター等、委託

訓練施設を含む。）で行われるものを指す。空欄は、未実施ないし統計データでのOECDへ報告がないものである。なお、英国

の雇用対策は仕事探し支援に重点を置き、職業訓練のウエートは低い（職業教育予算はEU平均水準）。



と失業が進行）と称された経済危機を克服するた

め、1982年に政労使間で「ワッセナーの合意」

が成立したが、この合意内容は、労働側は賃金の

抑制、使用者側は時間短縮と雇用維持、政府は支

出の抑制と減税に、それぞれ努めるというもので

ある。この労使合意の下で、安定した正規雇用の

パートタイム労働の発展の道筋ができたとされ、

1996年制定の「労働時間を理由とする処遇差別

禁止法」により、フルタイム労働者とパートタイ

ム労働者との間で、労働時間数以外の雇用条件は、

社会保険加入資格も含め全く均等になった。その

後、2000年制定の「労働時間を増減する権利に

関する法律」により、労働者が労働時間の短縮や

増加を雇用主に要請すれば、使用者は従業員が労

働時間の変更することで企業が経営上深刻な打撃

を被る特別な理由がある場合を除いて、それを認

めなくてはならなくなった（ただし、1年以上働

いている従業員が対象となり、口頭ではなく書面

で、2年間に1度の条件で4ヶ月前までに要請する

必要がある）。一方、柔軟性を失うことなしに期

間雇用労働の不安定性を減少させるため、1999

年制定の「柔軟性と保障に関する法律」で、①派

遣労働者の法的地位を強化し、労働者側へ雇用の

安定を保障する、② 有期雇用の契約条件を明確

にし、使用者側の雇用の選択に柔軟性を付与する、

③ 人材派遣会社に係る許可制を廃止する、こと

とした。最近の経済危機でも、フルタイム労働か

らパートタイム労働に切り替えて雇用を維持する

場合に部分的な失業給付を支給する、などの対策

により、オランダはEU内でオーストリア（4.0％）

に次いで低い失業率を維持している（2012年3月

で5.0％）。

もう一つのデンマーク・モデルは、①柔軟な労

働市場（解雇規制が緩い）、②手厚いセーフティ

ネット（失業給付等が充実）、③積極的な雇用政

策（次の仕事に移るための職業教育プログラムが

充実）、の3本柱（いわゆる「黄金の三角形」

（TheDanishGoldenTriangle）とそれを支える労

使の政策決定、実施への積極的参加から成り立っ
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Ⅳ デンマークモデル

図1 デンマーク・モデル

（『週刊東洋経済 2008.10.25に一部追加』）
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ている（図1）。デンマーク・モデルのそもそも

の起源は古く、大規模ストライキとロックアウト

の応酬が続いた深刻な労使対立を経て成立した、

公共の雇用給付システムの樹立と事業主の採用・

解雇の権利を引き換えにした、1899年のいわゆ

る「9月の合意」まで遡るとされる。その後、

1980年代後期と1990年代初頭に、失業者の職探

しを活性化し職業能力の向上を図ることを目指し

た積極的労働市場政策が加わり、現在の形が出来

上がったものである。日本におけるデンマーク・

モデルの紹介は、柔軟な労働市場や手厚いセーフ

ティネットについての言及がほとんどで、職業教

育訓練システムや労使の役割についてはあまり紹

介されていないが、現場実習を重視し弾力的かつ

大変広範な職業訓練と、国・産業・地方・自治体・

企業の各レベルでの労使の積極的な政策運営への

参画が、現在のデンマークのフレクシキュリティ

を支える大きな柱となっている。

最近（2012年3月）に公表されたEU生活労働条

件財団の報告書（EuropeanFoundation（2012））

“Thesecondphaseofflexicurity:ananalysis

ofpracticesandPoliciesintheMemberStates”

（フレクシキュリティの第二の局面：EU加盟国に

おける実践と政策の分析）は、欧州経済危機によっ

てフレクシキュリティは第2局面に入ったとして、

EU加盟国における多様な実践と政策を分析して

いる。

このEU財団報告書では、WilthagenandTros

（2004）が提示し、広く使われている、「柔軟性」

の4形態と「安定性」の4形態を2つの軸とした4

つの組合せからなる、いわゆるフレクシキュリティ

政策マトリックスを一部修正したものを提示して

いる（表2）。

労働市場の柔軟性を4つの次元の組合せで考え

るというのは、アトキンソン（Atkinson（1985）

の「柔軟な企業モデル」分類に基づくもので、数

量的柔軟性（externalnumericalflexibility）は、

採用・解雇、有期雇用形態等労働需要の量的変動

への対応能力を指し、内的数量的柔軟性（internal

numericalflexibility）は、超過労働、変形労働等

既存労働者の労働時間を調整する柔軟性を指し、

機能的柔軟性（functionalflexibility）は、多機能

労働者の育成や柔軟な職場編成等組織の柔軟性の

程度を指し、労働コスト（賃金）の柔軟性（labour

cost/wageflexibility）は、可変的給与制度等雇用

コストに関する柔軟な合意を指している。

労働市場の安定性も以下の4つに分類される。

職の安定性（jobsecurity）は現在の職を保持する

高い可能性を指し、雇用の安定性（employment

security）は同一雇用主とは限らないが仕事をし

続ける高い可能性を指し、所得（社会）保障

（income/socialsecurity）は職を失ったときの所得

（例えば失業給付）を指し、組合せによる所得の

安定性（combinationsecurity）は有給労働と私的

ないし社会的な責任及び義務とを組み合わせる可

能性（例えば保育施設）を指している。

表2の各セルは「柔軟性」と「安定性」が交差

する諸類型に見合った政策手段を示しているが、

表の中で、（＋）の項目が、欧州経済危機後に付

け加えられたフレクシキュリティ関連施策である

という。多くの施策は柔軟性と安定性の数タイプ

に同時にあてはまる（長期失業者雇入れ助成金は、

使用者にとってはコスト及び外的数量的柔軟性に

影響を与え、労働者にとっては雇用と所得の安定

性に影響を与える）。柔軟性では、労働コストの

柔軟性対応がもっとも多く、次に外的柔軟性対応

が続き、安定性では、所得と雇用の安定性の組合

せ（一時的雇用助成など）が一番多い。柔軟性と

安定性の組合せ（フレクシキュリティ）では、①

労働コストの柔軟性と職・雇用・組合せによる安

定性の組合せ、②外部的数量的柔軟性と雇用（お
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よびまたは）所得の安定性の組合せが最も多い。

これらの組合せに当てはまる施策の多くは最近の

不況に対応して導入されたか修正されたものとい

う。そして、このように、他の形態による安定性

を提供することで職の安定性の不足を補う等、二

律背反（トレードオフ）ではなく、ウィン－ウィ

ンの関係になっているという。

さて、欧州委員会や研究者から近年多くの欧州

各国国別類型が発表されているが、EU生活労働

条件財団の報告書（EuropeanFoundation（2012））

は、こうした諸類型を集大成したフレクシキュリ

ティの最新国別類型を提示している（表3）。同

報告書によると、①北欧諸国（オランダを含む）

は、高度の安定性、就業条件の中間程度から高度

の柔軟性、中間程度から高い労働市場での税負担

（社会保険料を含む）、②アングロサクソン諸国

（英国、アイルランド）は、比較的低水準の安定

性と高度の柔軟性及び低い税負担、③欧州大陸諸

国（ドイツ、フランス等）は、中間から低度の柔

軟性、中間から高度の安定性と税負担、④地中海

諸国（スペイン、ポルトガル、イタリア）は、低

い柔軟性、中間から低度の安定性と明確な傾向が
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表2 フレクシキュリティ・マトリクスと現在の経済不況下で実施されている諸対策

安定性
職の安定性 雇用の安定性 所得の安定性 組合せによる安定性

柔軟性

外的数量的

柔軟性

・多様な雇用形態

・部分引退制度

・職の安定性に関する

合意

（＋）代替可能性のある

ジョブローテーション・

訓練、企業グループでの

対応／労働者の共同管理、

賃金補助金、社会保険料

の軽減

・職業安定サービス／積

極的労働市場政策

・再雇用/アウトプレイ

スメント部署開設・失

業者雇入れ賃金補助金

・特定失業者グループに

対するリスク分担保険

料、就業トライアル制、

派遣労働者向け訓練基

金

（＋）移動手続き、連帯

契約、段階的引退制度、

職業間移動

・賃金・解雇手当パッケー

ジ保証基金

・年金所得保証手段

・失業者に対する賃金

補助

・連帯所得保険料

（＋）特定失業者グルー

プに対するリスク分担保

険料

・多様な形態の休暇中に

おける解雇からの保護

（＋）上記休暇にジョブ

ローテーション、訓練、

部分引退を含める。

内的数量的

柔軟性

・短時間勤務と一時的レ

イオフの取り決め

・フレックスタイム

（＋）ジョブローテーショ

ン、訓練休暇、企業グルー

プでの対応、親休暇の権

利付与

・短時間就業と結 合し

た訓練、生涯学習

・ジョブローテーション

・段階的引退補填給付

・学習助成、疾病給付

・短時間雇用への賃金

補填

（＋）親休暇ないし訓練

休暇中の金銭的支援

・訓練、育児など多様な

休暇制度

（＋）上記休暇に家族介

護を含む。

・部分年金

（＋）時間貯蓄勘定

機能的

柔軟性

・ジョブローテーション

・スキル蓄積

（＋）使用者主導訓練、

在宅勤務、環境にやさし

い社会の実現等労働市場

動向に沿った適応

・訓練／生涯学習、ジョ

ブローテーション、チー

ムワーク、多技能化

（＋）在宅勤務、訓練基

金や派遣労働者契約の柔

軟性

（＋）ジョブローテーショ

ンに伴う所得低下の補填

給付、使用者主導訓練中

の賃金維持、雇用プール

・雇用労働者、使用者と

もに受講に合意した訓

練手段

労働コスト（賃金）の

柔軟性

・社会保険料や賃金補助

金の規模に応じた軽減

（＋）短時間勤務への金

銭的支援、リスク分担保

険料

・失業者雇い入れ助成

・社会保険料負担に占め

る使用者負担割合の軽

減

（＋）使用者に支給され

る訓練コスト補助金

・失業者雇い入れ助成

・社会保険料負担に占め

る使用者負担割合の軽

減

・就業週短縮又は低賃金

雇用従事への調整給付

（＋）現物給付

（＋）訓練、親休暇中の

使用者コストの補填

（出所）EuropeanFoundation(2012)

（注）（＋）の対策は、2008年末以降の経済危機以降付加されたもの。その他は、以前から行われていたもの。
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ない課税パターン、⑤東欧諸国は、不安定性、低

度から中間の柔軟性、中間の課税、をそれぞれ特

色としている、という。表2、表3を通観すると、

北欧型およびドイツ、フランス等の欧州大陸型が

一番参考になるのではないかと筆者は考えている

が、日本においても労働政策及び社会保障政策を

表2の形で整理し、政策の見直しを図るべきであ

ろう。

最近（2012年3月）に出されたEuropeanFoun-

dationEU財団の報告書（EUFoundation（2012））

によると、現在の経済状況は、第2次世界大戦後

最も厳しい不況であり、労働需要不足に突き動か

され、フレクシキュリティの議論も再活性化した

という。EUのフレクシキュリティに対する継続

的サポートにも関わらず、研究者や労働組合から

のフレクシキュリティ戦略に対する根強い反対論

があるものの、経済危機の中でもそれに合った適

応をしていけば、フレクシキュリティ戦略は「ウィ

ン－ウィン状況」構築に寄与しうるとの合意がい

まだ欧州には存在しているという。しかし、英国、

ドイツ、オランダ等デンマーク以外の多くの国の

労働組合は、現在の経済危機に直面しフレクシキュ

リティ戦略に反対ないし懐疑的な見解を表明して

おり2）、フレクシキュリティ戦略の「柔軟性」が

試されている状況といえよう。

こうした状況を反映し、2012年3月で7.6％

（EU27カ国平均は10.2％）と最近失業率が上昇し

海外社会保障研究 Summer2012 No.179
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Ⅵ 最近の動向

表3 フレクシキュリティの国別類型

北欧諸国
アングロ・サ

クソン諸国
欧州大陸諸国 地中海諸国

中央・東欧州

諸国
バルト海諸国

労働市場の安定性 高 低～中間 中間～高 低～中間 低 低

所得 高 中間 中間～高 低 低 低

雇用 高 中間～高 中間～高 ― 低 低

仕事（job） 低 中間 中間～高 高 ― ―

労働市場の柔軟性 中間～高 高 低～中間 低 中間 低～中間

内的 中間～高 中間 ― ― 低 低

外的 中間～高 高 低～中間 低 中間 中間

機能的 中間～高 中間 ― 低 ― ―

生涯学習
生涯学習政策

重視
― ―

生涯学習

参加率は低い

生涯学習

参加率は低い

生涯学習

参加率は低い

パート、臨時雇用
パート比率

は高い

パート比率

は低～中間

パート、

臨時雇用比率

は中間

パート、

臨時雇用比率

は高い

パート、

臨時雇用比率

は低い

パート比率

は低い

積極的労働市場政策 重視 低い支出水準 高い支出水準 中間的な支出水準 低い支出水準 低い支出水準

労働組合組織率

中間～高

（オランダは

やや低）

低 低～中間 低 低 低

使用者団体組織率 高 低～中間 中間～高 中間 低 低

労働協約適用率 高 低～中間 中間～高 中間～高 低～中間 低

労使の力関係 労働組合本位 使用者本位 均衡 行ったり来たり 使用者本位 使用者本位

労働市場での課税 中間～高 低 中間～高 明確な傾向なし 中間

（出所）EuropeanFoundation(2012)



ているデンマークでは、デンマーク型「フレクシ

キュリティ」を発展した政策理念として、最近、

mobility（移動性）とeducation（教育）を合成した

「モビケーション」（mobication）が提唱されてい

る3）。今後、労働市場はますます変化が大きく予

測も難しくなるとし、全ての者が生涯どの段階で

も受けられる教育・訓練の重要性を特に強調する

ものである。この「モビケーション」の提唱に象

徴されるように、欧州のフレクシキュリティ戦略

では、（インサイダー、アウトサイダーへのバラ

ンスの取れた対応とともに）、生涯を通じた技能

開発（生涯学習）の重要性を特に重視している。

グローバル化の進展という変化の時代、日本にお

いても、生涯学習によるたゆみない職業能力開発

の促進がますます重要になってこよう。

注

1） 日本においても、特定の狭い範囲の仕事や一企業

における雇用の継続から、仕事・企業を変えるこ

とも含めたエムプロイメント・セキュリティ（雇

用保障）ないし「キャリア権の保障」が重要となっ

てこよう。「新たな日本的（型）フレクシキュリ

ティ・モデル」の構築を急ぐ必要がある（岩田

（2012①）。

2） Voss他（2011）。なお、デンマークの労組中央団

体は懸念を示しつつも、フレクシキュリティを依

然評価している。

3） 菅沼（2009）、EWCO（2012）
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（1） 貧困把握の意義と「障害児者･家族の貧困」

貧困の大量発生とは、その社会の経済メカニズ

ムとその上に立つ統治機構の正当性が、根底から

問われる事態にほかならない。

ところで、そもそも貧困とは、人々のある生活

状態を「容認できない（unacceptable）状態」と

社会が判断することによって「発見」されるもの

であり、その社会的な解決を迫る実践的な概念と

いえる。イギリスにおいては、19世紀末から20

世紀初頭にかけて、チャールズ・ブースやシーボー

ム・ラウントリーらの調査によって、貧困が不安

定雇用層や職場を引退させられた高齢者の絶対的

貧困（飢餓的状態）として「発見」され、1960

年代後半には、ピーター・タウンゼントによって

「人並みの生活水準が剥奪されている状態」

（deprivation）として「再発見」された。また、

「福祉」（well-being）を「伸びる素質（capability）

の全面発達」1）と把握するアマルティア・センは、

福祉の実現が妨げられる状態を貧困ととらえている。

さらに、EUなどでは、貧困と社会的排除（social

exclusion）をワンセットで把握することで、貧困

の克服と社会的な包摂（socialinclusion）へ向け

て、社会のあり方を問う視角も提示している。

このような貧困規定の変遷をふまえて、わが国

における「障害者児者・家族の貧困」の特徴（固

有性）はどのようにとらえられるであろうか、以

下の3点に要約できると思う。

第1は、貧困と社会的孤立の同時進行である。

先天性の障害ないし乳幼児期に受障した場合、母

親が障害児の専属介護者になることにより、父親

のみのシングル・インカムに陥ることで世帯収入

が減少するとともに、家族役割の固定化が生じる

一方、子どもの障害に伴う出費増によって「暮ら

しの構造的危機」が常態化する。そしてまた、そ

れらを原因として、多様な人間関係・社会関係が

結ばれている場である地域への参加が制約される

ことで、家族ごと「孤立」に陥りやすい点であ

る2）。

第2は、発見されにくい障害児者・家族の貧困

についてである。第1で見たように「家族による

抱え込み」もあってその生活実態は可視化されず、

また、多くの障害児者は社会的障壁のためにメイ

ンストリームから排除されていることから、低位

な生活状態と活動・参加の制約が社会的に見過ご

されやすい点である。

第3は、所得保障・就労保障制度の低水準に加

えて、近年の新自由主義的福祉改革によって「福

祉の商品化・市場化」が導入されることで、保健

福祉サービスの利用時に応益負担金や食費負担な

どが課せられ、家族を含めて生活破綻が起きてい

る点である3）。つまり、障害児者政策の貧困が、
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1「障害児者・家族の貧困」

森壮也編

『途上国障害者の貧困削減―かれらはどう生計を営んでいるのか』

鈴木 勉

（岩波書店、2010年）

書 評



障害児者・家族にいっそうの貧困を強いるように

なった点は、介護保険制度・障害者自立支援法の

実施以降、留意すべき論点のひとつである。

（2） 貧困に隣接する死

上記諸点の結果というべきであろうか、昨年暮

れ頃から、障害児者がからむ悲劇的事件が相次い

で発生している。同居の親・きょうだいが急死し、

残された障害児者は外へ援助の手を求める術もな

く、混乱と絶望の中で餓死・凍死に至っているの

である。いずれも死後何日か経って見つけ出され

ており、生存中は文字通り「発見されにくい」貧

困であり、マスメディアは「餓死・孤立死」など

と表現しているが、「貧窮死」という言葉も浮か

ぶ。

こうした報道を見聞きしながら、朝日訴訟の原

告だった朝日茂が書いた手記4）に、「貧困の底に

あるものは死である」という旨の記述があったこ

とを思い出した。戦時中に結核を発病した朝日茂

は、健康保険の傷病手当の給付が切れた後は、生

活保護を受給して命をつないでいた。長期入院患

者の生活扶助である日用品費は月額600円（1956

年当時）、この額は憲法第25条の生存権規定に違

反すると争った。この手記には、療養所の保護受

給患者にとって死は身近にあったことが、いくつ

かの例を引いて示されている。朝日にとって裁判

は、結核療養所に充満する死に抵抗する手立てだっ

たのであろう。

朝日茂の提訴から半世紀余。現下の障害児者・

家族のかかる無残な死を、社会が「容認できない

状態」とみなすのか否か、わが国の民主主義の成

熟度が問われている。また、障害福祉領域の研究

上の課題としては、障害がある人々の貧困からの

解放の主体的・客体的条件を、障害児者・家族の

「よき在りよう」（well-being）と社会のそれと重

ねて把握する理論的探求が求められていると感じ

ている。また、この領域の研究は、抽象レベルに

とどまることは許されず、政策課題や実践課題の

提案が要求されるが、前提となる諸施策の対象と

なる障害児者の法的定義は限定的である上、障害

児者・家族の状態は、詳らかにされているとは言

い難い。

こうした課題意識はあったが、アジア諸国にま

で問題関心は及んでいなかった。背表紙のタイト

ルを目にした時には一瞬、自分の関心範囲の狭さ

を衝かれたような思いがした。開発途上国のこの

分野の基礎データが限られている点、また、デー

タがあったとしても、各国の障害者の法的定義の

違いなどあって、そのままでは比較はできないこ

と、さらには、途上国に一般的にみられる多言語・

多文化状況をどこまで把握できるのかなど、研究

に取り組むのに、たじろぐ理由はいくらでもあげ

られる。

本書の「序論」（森壮也）を読んで感銘を受け

たのは、「このように多くの問題はあるが、ここ

で悲観論を展開しても前進はない」（p.22）と、

果敢に研究に着手することを宣言している点であ

る。編者をはじめ執筆者の多数がアジア経済研究

所に所属しており、同研究所の研究蓄積の上に、

平成18年から2年間の共同研究（「障害者の貧困

削減 開発途上国の障害者の生計」研究会）の

成果として本書が刊行されたと「あとがき」にあ

るが、研究に踏み出した勇気と払った努力に敬意

を表したい。

ところで、編者らの名前は存じ上げなかったも

のの、まずは書名に惹かれ、次いで個人的に関心

があるベトナム、韓国も対象になっているのでは

ないかと思って購入した。韓国は対象外だったが、

第4章でベトナムが取り上げられていた。ベトナ

ムの最新の政府の障害統計を概観し、①人口・地

域分布・年齢、②障害の種類・原因、③教育・仕
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事・生活について紹介した上で、この統計では見

えてこない障害者の「生計」実態に迫るべく、独

自のフィールド調査を試み、その結果が示されて

いる。さらに、上記のサーヴェイで得られた諸結

果を、本書の目的である障害者の「生計」と「貧

困削減」を考察するために、「社会政策・社会行

政論」における「必要」「資源」「資源の供給主体」

の3つの概念を用いて図式し、コメントしている。

同章を読み、次に序論にも目を通してもった印

象は、開発経済学者たちが途上国の障害者の貧困

問題とその解決をも視野に収めて調査研究に取り

組んでいる、というものであった。筆者は福祉政

策、特にわが国の障害者福祉政策と非営利福祉組

織を対象に研究をしてきた者であるが、研究対象

にクロスオーバーする学問分野に、開発経済論も

本格的にかかわってきたという感想をもった。

さて、本書の紹介である。「序章」では冒頭に、

本書の課題は「障害者がどのように貧困なのか、

またどのように生計を営んでいるのかを把握する

こと」にあると述べている。それを果たすために、

第1に、「開発途上国政府はどのように、またど

こまで障害者の生活実態を把握しているのか」、

第2に、「そこから得られた障害者の生計の実態

を考察すること」に置いている。

まずは、何をもって障害とするか（誰が障害者

か）という問いが発せられる。この点は、性別や

年齢区分で直ちに対象が確定する女性・高齢者・

子どもとは異なって、誰を障害者と規定するかを

めぐって、固有の課題（困難）があるからである。

障害のとらえ方と定義をめぐって、英米の障害学

の主張と、WHOが2001年に採択したICF（国際

生活機能分類）に一定の記述がなされているのは、

そのためである。また、米国の障害統計調査から

得られた知見をベースに、途上国においては、障

害に関する共通したコンセンサスを形成すること

や、それを政府統計に反映させることの困難を示

している。次に、先進国と途上国の実際について、

先行調査研究をレビューし、自分たちが実施する

調査への示唆を導き出している。最後に、障害デー

タの国際比較の取り組みに関しても論及している。

世界銀行の調査、国連（ワシントン・シティ・グ

ループ）で検討している障害確認の設問群がそれ

である。個々の国での障害者の生計に関するデー

タが得られても、それをどのように比較するのか、

「共通言語」がなければそれは果たされない。ま

た、この課題は「障害者の貧困削減」へ向けて、

国際的に共通する処方箋づくりにも直結している

からである。

総論ともいうべき「序章」に続いて、第1章以

下では途上国の障害者の生計実態が述べられてい

る。第1章「中国」（小林昌之）、第2章「フィリ

ピン」（森壮也・山形辰史）、第3章「インドネシ

ア」（東方孝之）、第4章「ベトナム」（寺本実）、

第5章「マレーシア」（久野研二）、第6章「タイ」

（福田暁子）、第7章「コートジボアール」（亀井

信孝）である。

このうち第1章から3章までは、統計データの

分析が中心となっている。中国、インドネシアに

ついては、政府調査の結果にもとづいているが、

単なるその紹介にとどまらず、インドネシアの分

析では、政府が実施した調査に依拠しながらも、

介助の必要性に着目することで、障害者状態につ

いて政府統計とは異なる見方もできる可能性を示

すなど、独自の視点から既存統計の活用を図って

いる。

また、フィリピン調査は、障害当事者を調査員

に加えた、現地の研究機関との合同調査として行

われ、調査対象のマニラ首都圏のような相対的に

社会資源が揃っている地域であっても、そして約

半数という高い就労率（自営を含む）にもかかわ

らず貧困率が高く、貧困状況には大きなばらつき
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があることなど、興味深い結果を得ている。

第4章以下では、政府統計についても参照はし

ているが、独自のフィールド調査など事例的分析

を試み、政府統計では見えてこない障害者の生計

実態を究明しようとしている。

本書は構成からすると、「序章」が総論に相当

し、第1章以下が国別の各論的記述に見えるが、

各国の分析は総論を演繹した各論にとどまっては

おらず、今後の途上国障害者の貧困実態に迫る調

査研究の指針となり得る方法も提供しているよう

に思われる。本書を一読した印象では、この調査

研究チームは、一定の了解事項を共有しているこ

とはいうまでもないが、調査方法については、各

章担当者の自由な着眼を認めていると推測できる。

そこで得られた結果が、今後の調査研究の新しい

方法として採用されることで、研究自体の豊富化

を図っていくという良循環が期待できると思う。

こうした調査チームによって、本書のサブタイ

トルである「かれらはどう生計を営んでいるのか」

について、独自調査も加えて肉薄し、「生計を営

む主体としての障害者」像を結ぶのに成功してい

ると思われるが、メインタイトルである「途上国

障害者の貧困削減」の戦略については、部分的に

は示されているものの本格的な提案には至ってお

らず、次なる課題であるようだ。

貧困削減の戦略にかかわって、本書に触発され

て考えた点を述べて本稿の括りとしたい。一般的

に考えれば、就労やその前提としての教育（歴）

などが、貧困の削減に貢献するようにみえる。し

かし、先に紹介したマニラ首都圏調査結果にみる

ように、高い就労率が貧困削減につながらない場

合もあり、吟味を要するイッシューといえよう。

さらに、国の障害者政策の基本方向が問われよう。

マレーシアの「国家社会政策」は、「自助」（人材

育成と民間の活用）、「機会の共有」、「支え合う文

化」の構築を戦略としており、国家の役割は国民

の「自助」努力を活かす「支え合う社会」の実現

にある（p.151）という。国家責任が後景に退く

スタンスは、わが国に流布する「自助・共助・公

助」論を彷彿とさせるが、こうした国家の政策イ

デオロギーの当否も問われることになろう。

その際、想起するのは、アマルティア・センの

“capabilityapproach”である5）。センは、福祉

（well-being）を財や所得（ジョン・ロールズは

「社会的基本財」と表現）の大きさで測定しよう

とする議論に対して、それを「福祉の富裕アプロー

チ」と呼んで批判したが、財や所得自体を否定し

たものではなく、それらを活用して「伸びる素質

（capability）」の全面発達の契機に置き換えられる

かどうかを問うた点に最大の貢献があると思う。

センのいう「伸びる素質」とは、人に備わってい

る「機能」を選択的に組み合わせて発揮する能力

のことである。「機能」とは具体的に例示すれば、

健康に生きる、おいしく食べる、ぐっすり眠る、

楽しく語らう、文化・芸術を楽しむ、子どもを育

てることなど、生命活動のレベルから文化・社会

生活までの全般に及んでいる。

センのいう「伸びる素質」とは、こうした一人

ひとりの人間に宿っている機能を自由に組み合わ

せて実現する力を指している。つまり、個人の福

祉を「達成された機能」ではなく、「機能を達成

するための自由」で評価しようという点にある。

この表現に従えば、障害と社会的障壁のために

「機能を達成するための自由」を阻害されている

諸要素を析出することが、障害者の貧困削減の戦

略となる。

さらに考察を展開すれば、「伸びる素質」の発

達を平等に保障するためには、福祉・教育・医療・

就労援助など、人格と能力に働きかける社会サー

ビスの重要性が浮かび上がってくる。これが必要

に応じて提供されて初めて、人は伸びる素質の発
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達を平等に享受できるのである。

知的障害・精神障害などによって自己決定能力

に制約のある人の平等回復を考える場合、所得の

平等分配だけではなく、それを障害児者・家族の

「よき在りよう」（well-being）につなげる社会サー

ビスを、貧困削減の戦略に備えることが不可欠で

あろう。国連が「障害者権利条約」において各国

政府に対して、障害者が被っている格差の是正策

としての「特別の措置」とともに、非常に個別性

の高い環境調整による平等の確保を意味する「合

理的配慮」を講じるよう要請しているのは、そう

した観点に立っているからである。

注

1）“capability”を「伸びる素質」と意訳したのは、作

家の大江健三郎である（『暴力に逆らって書く』

p.264 朝日文庫、2006年）。

2） 田中智子「知的障害者のいる家族の貧困とその構

造的把握」『障害者問題研究』37巻4号、2010年。

3） 鈴木勉「障害者自立支援法における応益負担原則

導入の問題点」『佛教大学社会福祉学部論集』第3

号、2007年、参照。

4） 朝日訴訟記念事業実行委員会編『人間裁判 朝

日茂の手記』大月書店、2004年。

5） さしあたり、次の文献を参照のこと。アマルティ

ア・セン 鈴村興太郎訳『福祉の経済学 財と

潜在能力』岩波書店、1988年。同 大庭健・川本

隆史訳『合理的な愚か者』勁草書房、1989年。

（すずき・つとむ 佛教大学教授）
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国際比較という「鏡」に照らして明らかになっ

た日本の「姿」からは、今後の政策的な「選択」

として、「給付つき税額控除制度」の導入をはじ

めとしたセーフティネットの再編という方向性が

浮上する。これが本書の中心的な主張であり、福

祉政策の国際動向や日本の現状を読み解きながら、

この主張の背景と意義が示されていく。本書の目

的は、①「日本モデル」の変容とゆらぎに応じた

新しい福祉政策論の提示、②南欧や東アジアの福

祉政策と照らした日本の「姿」の把握、③90年

代以降の欧米の経験（「雇用志向の社会政策」

「労働と福祉の再編」）の検討にある。本書は二部

構成となっており、第Ⅰ部（第1～4章）は「比

較福祉『国家』論から『政策』論へ」、第Ⅱ部

（第5～8章）は「ワークフェアからメイキング・

ワーク・ペイへ」と題されている。巻末には、福

祉政策の国際動向にかんする本誌所収論文のレビュー

が「資料」として掲載されている。

本書は、比較福祉国家論の一時代を築いたG.

エスピン-アンデルセンの議論がはらむ理論的限

界とその時代的制約をふまえて、分析対象および

時空間的視野の拡充要請に応えつつ、新たな政策

課題の解明にとりくんでいる。以下、本書全体の

見取り図と問題関心が示されている「序章」を詳

しく検討したあと、各章の内容を確認していく。

（1） 序章の概要

序章「福祉政策における国際比較研究」では、

福祉政策の国際比較研究の到達点と未決の課題が

示される。まず1990年出版（邦訳2001年）の

『福祉資本主義の三つの世界』が「記念碑的著作」

とされる所以が確認される。周知の通りG.エスピ

ン-アンデルセンは、同書において「脱商品化」

と「階層化」という指標に基づき、編成原理を異

にする3タイプの福祉国家類型の同時並存を明ら

かにした。埋橋によれば、それは、社会保障支出

の対GDP比（資源のインプット）をもとに「福

祉先進国」と「福祉後進国」の分岐を説明しよう

としたウィレンスキーらの旧パラダイムと異なり、

インプットのみならず福祉の「生産」から「アウ

トプット」（成果）までを射程に入れた包括的な

研究であったとされる。だが、「三つの世界」に

対しては、刊行後20年を経過するなかで、様々

な課題が指摘されてきた。埋橋はそうした課題と

して、①「男性稼得者モデル」を前提とした脱商

品化指標のジェンダー・バイアス、② 3類型に

「座りの悪い」国の存在、③類型論の静態的な性

質（時間軸の軽視）、④所得保障制度への偏向の4

点をあげ、これらを自らの議論の出発点にすえて

いく。

序章の最後では、「曲がり角」にさしかかった

わが国の比較福祉国家論について、反省と展望が

示される。まず、ターニングポイントとなった武
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川の議論がとりあげられる。武川は、「3つの世

界」は「理念型」というよりも、アメリカ・ドイ

ツ・スウェーデンの「経験的一般化」とみるべき

だと喝破し、東アジア諸国が3類型のどれに当て

はまるかといった「パズル解き」に没頭するよう

な研究の終結を唱えている（武川正吾『連帯と承

認』pp.175-6）。武川によれば「福祉レジーム論

の正しい使い方」は、「福祉国家をそれが置かれ

る社会の構造や歴史のなかで分析すること」であ

り、日本が三つのレジームのどれに属するかとい

う問いは「虚偽問題」だとされる。この指摘に対

し埋橋は、これまでの試みはそうした「パズル解

き」に終始してきたわけではなく、また武川のい

う内在的（構造的・歴史的）研究は国際比較の視

点と矛盾しないがゆえに、虚偽問題というのは

「言い過ぎ」だとしている。いずれにせよ武川の

批判は、埋橋をして国際比較研究の「段階論」的

な認識をうながせしめた点で、結果的に有益な効

果をもたらしたといえる。

埋橋が示す段階論は、1）特定先進国の制度・

事例の移植・導入の段階→2）多国間比較や類型

論を「鏡」にして自国の特徴や位置づけを明らか

にする「自省」の段階→3）今後の進路に関する

政策論の展開に寄与する段階、といったものであ

る。埋橋は、現在の研究状況はこの3段階目にあ

るとし、「今後の国際比較研究は、豊富な海外の

事例、動向やその長所、短所を認識しながら、ま

た、国際比較という鏡に映る自国の姿を見ながら、

今後の進路に関する政策論議に貢献するという役

割をこれまで以上に期待されることであろう」と

の展望を示している。そして第Ⅰ部ではこの政策

論へのシフトが打ち出されていく。

（2） 第Ⅰ部の概要

第1章「日本モデルの変容」では、グローバル

化への各国の対応を把握することに先立ち、十分

に掘り下げられていない論点や概念（普遍主義と

選別主義など）を検討し、日本の社会保障制度再

設計に向けた示唆を得ることがめざされる。埋橋

は日本モデルを二つの観点から性格づける。一つ

は、エスピン-アンデルセンの分析枠組に依拠し

た性格づけであり、①「リベラルタイプの要素を

多分にもつ保守主義タイプ」という性格である。

もう一つは、その枠組から「はみ出す」部分に着

目した性格づけであり、②「ワークフェア体制と

しての日本モデル」という性格である。①につい

ては第2章で検討される。②の「ワークフェア体

制」とは、90年代以降の英米で展開された「福

祉から就労へ」タイプのそれではなく、スウェー

デンを一貫して特徴づける「就労にともなう福祉」

タイプと、後発資本主義国や途上国に見いだされ

る「はじめに就労ありき」タイプの両方の性格を

もった社会経済体制であるとされる。埋橋は、こ

の②の性格がどう変化し、そこからいかなる政策

課題を得られるかを検討し、90年代に②の独自

性（経済成長が支えた低失業・低保障）が失われ

た日本では「選別主義の拡充」が急務となってい

ると結論づけている。

第2章「福祉国家の南欧モデルと日本」では、

南欧との異同から日本の特徴が再確認されるとと

もに、上記①の形成メカニズムについて後発福祉

国家論的な解釈が示される。南欧モデル（イタリ

ア、ギリシャ、スペイン、ポルトガル）の特徴の

一つは、「制度化された」労働市場内の中核労働

者への手厚い保護と非制度的労働市場内の労働者

への不十分な保護にあり、この特徴は、システム

の「内部」とその「外部」からなる戦後日本の分

断的二重構造に酷似しているとされる。その他の

共通点としては、低水準の家族手当と児童ケア、

社会保険中心主義と低規模の公的扶助、給付期間

の短い失業保険、家族・ジェンダー・人口構造の

急変（出生率低下、女性労働力率の急上昇）があ

げられている。こうした「基礎的セーフティネッ

ト」（公的扶助と失業保険）の脆弱さが、日本と
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南欧の顕著な共通点なのだが、両者には一人あた

りGDPの格差という相違がある。埋橋はこの何

の変哲もない相違から、いくつかの示唆を引き出

している。それは、経済成長のスピードに社会保

障支出拡大のテンポが追いつかない場合がありう

ることと、経済発展と社会制度の展開は必ずしも

パラレルに推移せず、両者の組み合わせは多様で

ありうることである。以上の考察から埋橋は、南

欧や日本のような「後発福祉国家」においては、

家族による福祉国家機能の代替という「後発性利

益」の「享受」から、その「喪失」へといたるプ

ロセスが看取され、後発各国のポジションはこの

動態的プロセスのどこに位置するかに依拠する、

というテーゼを導き出している。この「後発性」

という観点については次章で詳述される。

第3章「東アジアにおける社会政策の可能性」

では、東アジア諸国（韓国、中国、台湾、シンガ

ポール）の社会政策が提起する理論的問題の検討、

その動態把握のための分析枠組の提示がめざされ

る。その理論的問題とは、「後発性」概念にどう

磨きをかけていくかという問題である。この後発

性概念の登場は、「三つの世界」論で軽視されて

いた「時間軸」を導入し、「静態的類型論から動

態論へと踏み出す試みの一環」であったとされる。

後発性概念をめぐる議論のポイントは、東アジア

は後発であるがゆえにどのような「利益」を享受

したのか、ということにある。後発であることの

利益は、「経済的」なものと「社会的」なものと

に区別される。前者は、先発国からの技術移転や

資本を利用して急速に経済発展できることを意味

し、後者は、人口構造が若く豊富な若年労働力が

存在することと、家族内部での扶養やケアが期待

できること（人口学でいう「人口ボーナス」）を

意味する。後発国は、社会的な後発性利益による

社会政策の財政コスト節約分を投資（社会資本整

備や公共事業）に振り向けることができる。だが、

そうした利益を享受できる期間には限りがある。

以上をふまえ、後発性がもたらす利益の「享受」

がいつからどの程度続いたのか、そしてそれがい

つ「喪失」したのかという視角が、東アジア社会

政策の動態把握の分析枠組として定式化される。

第4章「日本における高齢化「対策」を振り返っ

て」では、20年以上の高齢化対策の歴史をもつ

日本の経験から、東アジアにとっての教訓が引き

出される。まず日本では「人口ボーナス」が90

年代半ばに消失し、従属人口比率が上昇する「人

口オーナス」期に入ったが、この時期に高齢化対

策が本格化したことが確認される。日本にとって

の「不幸な出来事」は、人口オーナス期の入り口

で「失われた10年」に陥り、財政制約下の社会

保障予算縮減基調のもとで高齢化対策を進めざる

を得なかったことであるとされる。日本の失策と

しては年金の「逃げ水」現象があげられている。

これは、度重なる「保険料引き上げ、給付水準引

き下げ、支給開始年齢の引き上げ」により、国民

の目に年金が「逃げ水」のように映り、年金制度

への不信感が高まったことをいう。ここから埋橋

は、もっと早期に負担と給付を「確約」し、国民

に将来見通しを明示すべきであったという教訓を

引き出している。こうした日本の経験を教訓に、

東アジア諸国で高齢化政策を企画・実施する際の

留意点として、高齢者像の明確化（高齢者の所得・

資産は多様である）や、財政問題の重要性（人口

ボーナス期からオーナス期への入り口期には、高

齢化政策のための財政上の余力を残しておくこと

が必要不可欠である）を含む4点が示されている。

（3） 第二部の概要

第5章「公的扶助制度をめぐる国際動向が示唆

するもの」では、公的扶助制度に「労働インセン

ティブ」と「就労支援」を組み込もうとする欧米

の政策展開をふまえ、そうした国際動向が日本に

とってどのような示唆を与えるのかが探られる。

今日の欧米諸国では、公的扶助制度に対する旧来
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からの要請（「最後の拠り所」として安全装置の

役割を果たすこと）と、新たな要請（「貧困の罠」

や「福祉依存」を回避し労働インセンティブを高

め財政負担を軽減する）との狭間での模索が続け

られている。そうした試みには、間接的な方法と

直接的な方法があるという。前者は、公的扶助の

給付（削減）率を勤労収入額に連動させることで、

労働供給の増加を図ろうとするものであり、後者

は次章でみるワークフェアである。埋橋はこの間

接的方法について経済学的分析を行った上で、給

付率の操作による労働インセンティブの高まりが、

公的扶助支出額の削減につながる保証はないと指

摘する。最後に、日本における公的扶助政策論議

への示唆が述べられる。埋橋は、公的扶助を受給

する長期失業者の就労自立が課題とされた欧米と、

失業者への生活保護の適用が制限され、主たる保

護稼働層であるシングルマザーの就労率が国際的

に最高水準にある日本との「ズレ」を踏まえるべ

きだとし、問題はむしろ、生活保護の適用から漏

れているワーキングプアへの対応にあるとしてい

る。

第6章「ワークフェアの国際的席巻」では、

「雇用志向」の「能動的」な社会政策であるワー

クフェア（以下WFと表記）について、登場の背

景、特徴、問題点が論じられる。埋橋は、WFが

多義的な概念であることや、特殊アメリカ的な理

解が脱中心化されてきたことなどを確認しつつ、

WFを「何らかの方法を通して各種社会保障・福

祉給付（失業給付や公的扶助、あるいは障害給付、

老齢給付、ひとり親手当など）を受ける人々の労

働・社会参加を促進しようとする一連の政策」と

広く定義している。そのタイプについては、ソフ

トなWFとハードなWFとが区別される。前者は

「教育訓練によってエンプロイヤビリティ（雇用

可能性・雇用力）を高めて、労働市場への参加を

促進していくもの」（≒アクティベーション）と

され、後者はまったく／あまり働いていない受給

者に「労働時間を増やそうとする強力なインセン

ティブを与える政策」とされる。だが、ハードで

あれソフトであれ、WFは福祉から労働へと問題

を「投げ返す」ものであるというアポリアを抱え

ているという。そもそもWFは、投げ返される側

の雇用情勢の悪化を背景に要請されたのであって、

「投げ返す」だけで問題が解決するわけではない、

ということである。それゆえ、WFの焦点は、①

投げ返した後のフォローのあり方や、②就労その

ものの位置づけにシフトしているという。埋橋は、

①の代表が「メイキング・ワーク・ペイ政策」

（以下MWPと表記）であり、②の典型がILOの

「ディーセントワーク論」であるとし、両者のあ

いだにWFをめぐる「基本的な対立軸」を見いだ

している。その対立軸は、一言でいえば労働を

「ブラックボックス化」するかどうか（労働の性

質・内容、労働環境を配慮するかどうか）にある

とされる。このMWP政策とは、WFによって働き

出した人々を含むワーキングプアに対して、その

仕事が「報われる（ペイする）ようにする」ため

の取り組みであり、就労福祉給付によって所得を

補う政策である。具体的には「給付つき税額控除」

のようなかたちで、税制や助成金によって賃金を

補うことで、労働インセンティブを高め「貧困の

罠」に陥らないようにする政策をさす。だがそれ

はあくまでワーキングプアを容認ないし温存した

うえでの「事後的所得補償」となっている。これ

に対して、ILO（ISSA）が提唱するディーセント

ワーク論は、労働の中身に配慮した「事前的労働

規制」ないし「選択的な再規制」をめざす議論で

あり、具体的には、社会保険の適用範囲を広げた

り最低賃金を設定したりすることで、ワーキング

プアの発生を予防しようとする議論であるとされ

る。最後に、以上のような国際動向からは期せず

して日本の「姿」が浮き彫りになることが強調さ

れる。それは、短時間労働者が社会保険に包摂さ

れておらず、労働能力のある者に生活保護が適用
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されにくく、保護人員は国際的にみて著しく低く、

ワーキングプア層への所得保障措置がとられてい

ない、といった「姿」である。

第7章「3層のセーフティネットから4層のセー

フティネットへ」では、国際動向から浮き彫りに

なった日本の「姿」が、セーフティネットの国際

比較を通してとらえなおされ、その特徴や改善点

が実証的に明らかにされる。検討から明らかになっ

たのは、「安全ストッパーのない滑り台社会」の

ごとき日本の姿であり、具体的には「第2層の

社会保険と第3層の社会扶助の間にあって生活保

障機能を担う各種社会手当」を欠いたセーフティ

ネットである。そこから埋橋は、第2層と第3層

の広すぎる隙間を埋め、「正規職労働者と生活保

護受給者の『狭間』に多数存在するワーキングプ

ア」に代表される低所得者層の生活保障に資する

ために、社会手当（医療扶助、家賃補助、失業扶

助など）、社会サービス（医療、介護、保育、住

宅、職業紹介・職業訓練、相談など）、給付つき

税額控除からなる「新たなセーフティネット」の

導入を提案している。

第8章「給付つき税額控除制度の可能性と課題」

では、ここまでの流れをうけ、同制度の概要、注

目を集める背景、その意義と問題点が明らかにさ

れる。給付つき税額控除とは、「税の金額よりも

税額控除の金額の方が多い場合にその差額を支給＝

『給付』するもの」であり、その制度設計は多様

でありうるが、ワーキングプアの所得保障をねら

いとした「政策税制」である点で共通するという。

OECD諸国の多くが何らかのかたちで同制度を導

入しており、未導入は日本を含む4カ国だけだと

される。その長所は、低所得層の所得保障を図る

うえで、最低賃金制に比べてターゲット効率性に

優れていることと、フレキシブルな特徴を活かし

て、労働インセンティブ問題を回避しながら、個

別の政策課題（低所得世帯への支援や就労促進な

ど）を実現できることにあるとしている。その導

入にあたって多くの課題が指摘されているが、な

かでも「低賃金雇用への実質的な助成であり、雇

い主の人的資本への投資を抑制し、低賃金雇用を

温存することになる」という問題は深刻であると

いう。埋橋は、同制度は労働力の「脱商品化」を

促進するものではなく、むしろ商品化に親和的で

あり、「援商品化」や「助商品化」とでもいうべ

き性格をもつとしているが、この点については論

点のところで言及する。最後に埋橋は、給付つき

税額控除制度は「万能薬」ではなく、実施に向け

てインフラ整備（社会保障番号制の導入、確定申

告の支援体制の充実など）の余地が大きいとしな

がら、500万人を超えるワーキングプアに対する

セーフティネットの再構築が急務であることを再

度強調して本章を結んでいる。

（4） 論点

以上のように、日本モデルは、脱工業社会を背

景とする新しい社会的リスクに対処し損ねている

というのが本書の診断である。こうした状況に対

する本書の処方箋は、「選別主義の拡充」である。

字面だけをみると、普遍的な生活保障を否定し最

小限の扶助だけで済まそうとする残余主義的で夜

警国家的な提案と思われてしまうかもしれないが、

それは誤解である。働くことができて保険料を納

められる人々とその家族を包摂しつつ、そうでな

い人々を他者化・排除し制限的な生活保護だけで

対応してきた日本的「普遍主義」はもうやめて、

支援の《重点化》をはかることが望ましい、とい

うのがその趣旨である。働いているのに暮らせな

い人々や、働けるのに職がない人々が増加する現

在、「社会的底辺に手厚い制度の拡充」が急を要

する課題であることを否定する者は少ないであろ

う。その提言の柱は給付つき税額控除制度の導入

であるが、これは「働くこと」の自明性からそう

簡単には自由になれそうにない日本社会において、

現実味のある提言といえるだろう。
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この給付つき税額控除制度を主題とする第8章

では、同制度が労働力の「脱商品化」を促進する

ものではなく、「援商品化」とでもいうべき性格

をもつと指摘されている。この指摘は、現代シティ

ズンシップ論におけるホットな論点とむすびつく。

「援商品化」という表現は、アクティベーション

や給付つき税額控除を含む広義のWFが、労働力

の「再商品化」とも「脱商品化」ともつかない両

義性をはらんでいることを暗示する。この両義性

は、「脱商品化」を志向する社会的シティズンシッ

プの観点からは、ネガティブな評価をうけやすい。

だが、本書が強調するディーセントワークとも親

和的な「経済的シティズンシップ」の観点からは、

そうした両義性に対し、よりポジティブな評価が

下されることになるだろう。この経済的シティズ

ンシップとは、脱工業社会の現実をふまえ、「完

全雇用政策が破綻した時代の経済的な安全保障」

をめざそうとするシティズンシップの新構想をい

う（福士正博『完全従事社会の可能性』p.157）。

その経済的な安全保障ないし経済的福祉は、無償

労働を含む「労働の権利」と就労を条件としない

「所得の権利」の双方から構成される（石井健司

「シティズンシップと福祉国家」藤原・山田編

『シティズンシップ論の射程』）。つまりそれは

（再）商品化と脱商品化のどちらとも親和的であ

り、埋橋のいう「援商品化」ともなじみやすいだ

ろう。経済的シティズンシップ概念は、構想次第

で、ベーシックインカムvs.ワークフェア、ある

いはディーセントワークvs.MWPといった対立

軸を無効にするかもしれない。埋橋はあとがきで

「産業民主主義」への支持を表明しているが、脱

工業社会における産業民主制と福祉国家の同時追

求にとって、経済的シティズンシップの考え方は

重要な手がかりとなるように思われる。

（あくつ・よういち 日本女子大学准教授）
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1．原稿の長さ
原稿の長さは以下の限度内とします。（図表1つにつき、200字で換算してください）
（1） 論文：16,000字（図表を含む）

本文のほかに要約文（400字以内）およびキーワード（3～5語）を添付。
（2） 研究ノート：12,000字（図表を含む）
（3） 動向：8,000字（図表を含む）
（4） 書評：6,000字

2．原稿の構成
必要に応じて、ⅠⅡⅢ…→123…→（1）（2）（3）…→①②③…の順に区分し、見出しを付けてください。
なお、本文中に語や箇条書きの文などを列挙する場合は、見出しと重複しないよう、（a）（b）（c）または・
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年代の表記については、西暦なしで元号を用いてもかまいません。

5．図表
図表はそれぞれ通し番号をふり、表題を付けてください。1図、1表ごとに別紙にまとめ、挿入箇所を論
文中に指定してください。なお、出所は必ず明記してください。
（例） ＜表1＞受給者数の変化

＜図1＞社会保障支出の変化

6．敬称
敬称は略してください。
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ofWelfareState,editedbyP.FloraandH.Heidenheimer.TransactionBooks.
Beattie,Roger.1998."PensionSystemsandprospectsinAsiaandthepacific."InternationalSocialsecurity
review,Vol.58,No.3,63-87.
樫原朗 1998「イギリスにおける就労促進政策と社会保障」『海外社会保障研究』第125号 pp.56-72
新藤宗幸 1998「地域保健システムの改革と残されている課題」『季刊社会保障研究』第34巻第3号
pp.260-267.

9．原稿の提出方法
編集作業はDTP（DeskTopPublishing）にて行いますので、以下の点についてできるだけご協力頂ければ
幸いです。
（1）原稿はデジタルで提出してください。基本はメールに添付ファイルで結構ですが、ファイルの読み

込みが困難な場合はCDなどのメディアに記録したものをご提出いただく場合もあります。
（2）テキスト形式だけでは、欧文のアクセント、ウムラウト等や和文の記号や特殊文字などが消えたり、

正しく保存されなかったりする場合がありますので、紙による完成原稿の提出も併せてお願いする
場合があります。事務局からご連絡いたしますのでその際にはご協力ください。

（3）図表についても、デジタルデータでご提出ください。デジタルデータが無い場合は手書きまたはコ
ピーなどの完成原稿でご提出ください。その際OS（Windows、Macintoshなど）、アプリケーション
名（Excel、Lotusなど）、バージョン名（2.0など）を提出する際に明記してください。
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第180号 2012年9月発行予定 特集：海外の社会保障制度における国と地方の関係

海外社会保障研究

バックナンバー
第179号 2012年6月発行 特集：社会保障における財源論―税と社会保険料の役割分担―

第178号 2012年3月発行 特集：スウェーデンの社会保障

第177号 2011年12月発行 特集：貧困への視座と対策のフロンティア

第176号 2011年9月発行 特集：若年就業と諸外国の社会保障政策―労働市場政策を中心として―

第175号 2011年6月発行 特集：高齢女性の所得保障：年金を中心に

第174号 2011年3月発行 特集：医師・看護師の養成と役割分担に関する国際比較

第173号 2010年12月発行 特集：諸外国の就学前教育・保育サービス

―子どもの「育ち」を保障する社会のしくみ―

第172号 2010年9月発行 特集：社会保障制度における財源徴収と情報管理の国際比較

第171号 2010年6月発行 特集：アメリカの社会保障

第170号 2010年3月発行 特集：ケア労働の国際比較―新しい福祉国家論からのアプローチ―

第169号 2009年12月発行 特集：イギリスの社会保障―ニューレイバーの10年

第168号 2009年9月発行 特集：諸外国における高齢者への終末期ケアの現状と課題

第167号 2009年6月発行 特集：韓国の社会保障―日韓比較の視点から―

第166号 2009年3月発行 特集：障害者福祉の国際的展開

第165号 2008年12月発行 特集：拡大EUの社会保障政策と各国への影響

第164号 2008年9月発行 特集：世界の高齢者住宅とケア政策
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海外社会保障研究 投稿規程

『海外社会保障研究』は、諸外国の社会保障及びその関連領域に関する理論的・実証的研究、諸外国の社会保
障に関する研究動向、諸外国の社会保障制度改革の動向等を迅速かつ的確に収録することを目的とします。

1． 投稿は、「論文」、「研究ノート」、および「動向」の3種類です。投稿の際には、この中からひとつを選択
し、原稿の最初に明示してください。投稿者の学問分野は問いません。どなたでも投稿できます。ただし、
本誌に投稿する論文などはいずれもほかに未投稿・未発表のものに限ります。「論文」、「研究ノート」お
よび「動向」は独創性（分析テーマ、内容、そして手法が、すでに発表されたり知られたりしていること
からは容易に導き出せるものではないこと）、有用性（内容がわが国の社会保障政策のあり方に重要な問
題を提起する内容を含んでいること）を基本に、おおむね以下のようなものとします。
「論文」：独創性や有用性があり、結果の信頼度が高く、かつ学術論文としての体裁も整っているもの（図

表、参考文献などを含む文字数上限：16,000字）。
「研究ノート」：独創性や有用性は、「論文」には及ばないが、今後の発展が期待できる水準に達している

もの。併せて、結果の信頼度も相当に高く、学術論文としての体裁も整っているもの（同：
12,000字）。

「動向」：「論文」や「研究ノート」に該当しないもので、有用性に優れ、諸外国の社会保障の動向などを
政策資料、統計等をもとに的確にまとめているもの。併せて、内容の信頼度もあり、学術論文と
しての体裁も整っているもの（同：8,000字）。

2． 投稿者は、審査用原稿2部を送付して下さい。採用の決まったものは、デジタルファイルも提出していた
だきます。

3． 投稿原稿のうち、「論文」、および「研究ノート」の掲載の採否については、指名されたレフェリーの意見
に基づき編集委員会において決定します。採用するものについては、レフェリーのコメントに基づき、投
稿者に一部修正を求めることがあります。

4． 投稿のうち、「動向」の掲載の採否については、編集委員会において決定します。
5． 執筆に当たっては、『海外社会保障研究』執筆要領に従ってください。なお、原稿は採否に関わらず返却

致しません。
6． 掲載された論文などは、他の雑誌もしくは書籍または電子媒体等に収録する場合には、国立社会保障・人

口問題研究所の許諾を受けることを必要とします。なお、掲載号の刊行後に、国立社会保障・人口問題研
究所ホームページで論文等の全文を公開します。

7． 原稿の送り先、問い合わせ先 〒100-0011 東京都千代田区内幸町2-2-3
日比谷国際ビル6階
国立社会保障・人口問題研究所 総務課業務係
電話 03-3595-2984 Fax:03-3591-4816
e-mail:kaigai@ipss.go.jp
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研究所機関誌のホームページ掲載について

1999年9月より、機関誌3誌（人口問題研究、季刊社会保障研究、海外社会保障研究）の

創刊号から直近にいたるバックナンバーのホームページ公開をはじめ、現在では多くのみ

なさんに利用されています。

近年、デジタルデータの著作権法の適用について、整備がすすみ、本研究所でも評議員

会の助言を受けて、機関誌バックナンバーのホームページ掲載について、執筆者に御了解

を得る手続きを2012年2月に郵送等で開始いたしました。

過去に御執筆いただいた方で研究所からホームページ掲載についてお願いの文書が現在

もお手元に届いていない場合は、その執筆者の連絡先が不明となっていることが想定され

ます。

お願いの文書が届いていない場合でも、掲載された著作物について、引き続き研究所ホー

ムページに公開することを御了解いただきたく、お願いを申しあげます。

もし、公開を不承諾の場合は、担当まで御連絡いただければ、ホームページから削除さ

せていただきます。不承諾の御意向をいただく期限は原則2013年3月末までの期間とさせ

ていただきます。期間内に不承諾の御連絡を頂けなかった場合は、御承諾いただいたもの

と考え、引き続きホームページで公開させていただきます。

御執筆いただいた研究成果を、一人でも多くの人々に紹介し、社会に還元するよう努め

ております。何卒、事情を御賢察の上、御協力いただきますようお願い申しあげます。

国立社会保障・人口問題研究所

お問い合わせ＆不承諾連絡先

情報調査分析部 坂東里江子

メール bando@ipss.go.jp

電話 03�3595�2988

FAX 03�3591�4818

著作権確認実施範囲：

人口問題研究 創刊号～67巻第4号（2011年12月刊）

季刊社会保障研究 創刊号～第44巻第1号（2008年6月刊）

海外社会保障研究 創刊号（海外社会保障情報）～第163号（2008年6月刊）
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編集後記 「税と社会保障の一体改革」、「消費税率引き上げ」、「給付と負担の関係」、「財政再建」・・

社会保障に限らず政府の財源確保に少しでも関係しそうな言葉を挙げてみました。これら

の言葉から、財源確保は常に重要な政策課題では、と考えられます。そこで本号では、

「社会保障における財源論―税と社会保険の役割分担―」について取り上げました。今回

の特集テーマでは、欧米の5カ国を取り上げました。これらの論文から「税か社会保険料

か？」というシンプルな二分法で社会保障の財源論を語ることは難しいのでは、と改めて

感じました。本号が読者の皆様にとって、ご参考になるものであれば幸いです。 （K.K）
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●本誌に掲載されている個人名による論文等の内容は、すべて執筆者の個人的見解であり、

国立社会保障・人口問題研究所の見解を示すものではありません。
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